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【20230612赤坂さんコメント】
全体として専門用語が多すぎる。
安全報告書は局報告ではなく、広く一般にお知らせする
ことが目的のものです。
相手が一般人であることを意識して書き換えてみてくだ
さい。

この安全報告書第一号ができた際、整備本部品証グルー
プ長だった私は、
これは「不安全報告書」であり、「安全報告書」を書く
べきだと、猛烈に安全担当役員に抗議したことがありま
す。
当然、これが事実だと一蹴されましたが、
ダメだったことばかりを並べてわざわざお客さまの不安
を増長させる必要はありませんし、一生懸命やっている
現場の努力が隠れてしまうからです。
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安全の基本方針１
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　安全憲章

安全とは、命を守ることであり、JALグループ
存立の大前提です。
私たちは、安全のプロフェッショナルとしての
使命と責任をしっかりと胸に刻み、知識、技術、
能力の限りを尽くし、一便一便の安全を確実に
実現していきます。

そのために、私たちは以下のとおり行動します。
・安全に懸念を感じた時は迷わず立ち止まります。
・規則を遵守し、基本に忠実に業務を遂行します。
・推測に頼らず、必ず確認します。
・情報は漏れなく速やかに共有し、安全の実現に活かします。
・問題を過小評価することなく、迅速かつ的確に対応します。

　JALグループは、企業理念のもと安全の基本方針として「安全憲
章」を制定しています。この方針は、安全に関する経営トップのコ
ミットメントとして航空法に基づき安全管理規程に定め、国土交通
大臣に届出を行っています。

JALグループ全社員は、安全憲章を記した安全憲章カードを携行し、
一人一人がこの憲章に則り、航空のプロフェッショナルとして日々
の業務を遂行しています。

１．安全の基本方針
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（１）行政処分・行政指導
　JALグループにおいて、2022年度に受けた行政処分(*1)、行政指導(*2)はございませんでした。
過去に受けた行政処分・行政指導への対応状況は、JAL Web サイトよりご確認ください。
(*1)行政処分：国土交通省が輸送の安全を確保するために必要があると認めた時に事業者に対して実施するもので、航空法第112条（事業改善命令）、第
113条の2第3項（業務の管理の受委託の許可取消しおよび受託した業務の管理の改善命令）および第119条（事業の停止および許可の取り消し）が該当
します。
(*2)行政指導：行政処分に至らない場合であっても、国土交通省が事業者に対して自らその事業を改善するように求めるもので、「業務改善勧告」や「厳
重注意」などが該当します。

（２）航空事故・重大インシデント

　2022年度は、航空事故(*1)が3件発生、重大インシデント(*2)は0件でした。
直近5年間の推移を見ると航空事故は7件発生しており、このうち6件は航空機の揺れに起因するものです。
こうした状況をふまえて、揺れを回避する工夫や、揺れによる負傷を防止する対策に重点を置いて取り組ん
でいます。詳細は11ページ以降の「3. 安全目標」をご確認ください。

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

航空事故 1(0.003) 1(0.003) 0(0.000) 2(0.008) 3(0.009)

重大インシデント 2(0.005) 3(0.008) 1(0.006) 1(0.004) 0(0.000)

年間総運航便数 364,234 356,437 181,794 241,006 344,452

(*1)航空事故：航空機の運航によって発⽣した⼈の死傷（重傷以上）、航空機の墜落、衝突または⽕災、航⾏中の航空機の損傷（その修
理が大修理に該当するもの）などの事態が該当し、国土交通省が認定します。
(*2)重大インシデント：航空事故には至らないものの、事故が発生する恐れがあったと認められるもので、滑走路からの逸脱、非常脱
出、機内における火災・煙の発⽣および気圧の異常な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当し、国土交通省が認定します。

①航空事故・重大インシデント発生状況

２．2022年度の状況

（　）内は1,000便あたりの発生件数

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

行政処分 1件 1件 0件 0件 0件

行政指導 3件 1件 0件 0件 0件

航空事故・重大インシデントの詳細は、JAL Web サイトよりご確認ください。

事故の要因が分かるようにすると良い？
何が要因で発生しているか

事故の内訳など、中期の安対資料などを使って
後ろの中期パートとつながるように？

修正
・2年→5年比較に変更
・航空事故・重大インシデン
トについて、文章および要因
内訳のグラフを追加

注釈の参照
https://www.mli
t.go.jp/koku/15_
bf_000188.html

■発生状況

　2022年度は、航空事故(*1)が3件発生、重大インシデント(*2)は0件でした。
航空事故は直近5年間で計7件ありますが、このうち6件は航空機の揺れに起因するものです。このため、
JALグループ全体で対策の強化を重点施策に掲げて取り組んでいます。2022年度は未然に揺れを防ぐため
の仕組みの構築などに取り組みました。詳細は11ページからの「3.安全目標」をご確認ください。

　2022年度は、航空事故(*1)が3件発生、重大インシデント(*2)は0件でした。
航空事故は直近5年間で計7件ありますが、このうち6件は航空機の揺れに起因するものです。このため、
JALグループ全体で対策の強化を重点施策に掲げて取り組んでいます。2022年度は航空機の揺れに伴う負
傷などの航空事故が3 件発生しました。揺れを回避する工夫や、揺れによる負傷を防止する対策などによ
り未然に揺れを防ぐための取り組みを継続してまいります。詳細は11ページからの「3.安全目標」をご確
認ください。

グラフは削除の方向(6/9確認)

お詫びとして、”ございません”を使用

https://www.jal.com/ja/safety/trouble_info/safety_measure.html
https://www.jal.com/ja/safety/trouble_info/
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航空事故

日本トランスオーシャン航空036便の揺れによる客室乗務員の負傷
　2022年10月3日、日本トランスオーシャン航空036便（那覇空港発 小松空港行）において、巡航中の突然の揺
れにより、客室乗務員が右母趾種子骨(*)を骨折し、同年10月7日に国土交通省航空局より航空事故に認定されまし
た。なお、お客さまにお怪我はございませんでした。また、他の乗務員にも怪我はありませんでした。
本件は、国土交通省運輸安全委員会にて原因究明などの調査が実施されています。
(*)母趾種子骨（ぼししゅしこつ）：足親指の付け根

日本航空3760便の着陸時におけるお客さまの負傷
　2022年11月7日、日本エアコミューターが運航する日本航空3760便（種子島空港発 鹿児島空港行）におい
て、お客さまより着陸時に腰部を痛めたとのお申し出があり、後日「第2腰椎圧迫骨折」と診断されたことから同
年11月18日に国土交通省航空局より航空事故に認定されました。なお、その他のお客さまにお怪我はございませ
んでした。また、乗務員にも怪我はありませんでした。
本件は、2023年3月30日に国土交通省運輸安全委員会により事故調査報告書が公表されました。報告書では「本
事故は、同機が着陸した際、着席していた乗客1名が、接地に伴う衝撃により腰椎圧迫骨折の重傷を負ったものと
考えられる。なお、乗客の負傷に、着陸時の気象、操縦操作、機体が関与した要因はなかったものと推定され
る。」と述べられています。

日本航空687便の揺れによるお客さまの負傷
　2023年1月7日、日本航空687便（東京国際空港発 宮崎空港行）において、降下中の揺れにより、お客さまが肋
骨を骨折し、同年1月23日に国土交通省航空局より航空事故に認定されました。なお、その他のお客さまにお怪我
はございませんでした。また、乗務員にも怪我はありませんでした。
本件は、国土交通省運輸安全委員会にて原因究明などの調査が実施されています。

②過年度の航空事故・重大インシデントについて

以下の調査報告書が公表されました。

重大インシデント

日本航空904便の離陸後の引き返し
（発生日：2020年12月4日　調査報告書公表日：2022年8月25日）

航空事故・重大インシデントの詳細は、JAL Web サイトよりご確認ください。

【20230618　赤坂さんコメント】
ｐ５

「なお、他の乗客乗員にはお怪我などはございません
でした。」という文言はそれぞれの事象に入れた方が
いい。
調査に全面的に協力する。。当たり前のことなので不
要。

⇒　企業HP　過去の記述を引用し修正（ 6/19福津）

航空事故

日本トランスオーシャン航空036便の揺れによる客室乗務員の負傷
　2022年10月3日、日本トランスオーシャン航空036便（那覇空港発 小松空港行）において、巡航中の突然の揺
れにより、客室乗務員が右母趾種子骨(*)を骨折し、同年10月7日に国土交通省航空局より航空事故に認定されまし
た。なお、お客さまにお怪我はございませんでした。また、乗員にも怪我はございませんでした。
本件は、国土交通省運輸安全委員会にて原因究明などの調査が実施されています。
JALグループは同委員会の調査に全面的に協力してまいります。
(*)母趾種子骨（ぼししゅしこつ）：足親指の付け根

日本航空3760便の着陸時におけるお客さまの負傷
　2022年11月7日、日本エアコミューターが運航する日本航空3760便（種子島空港発 鹿児島空港行）におい
て、お客さまより着陸時に腰部を痛めたとのお申し出があり、後日「第2腰椎圧迫骨折」と診断されたことから同
年11月18日に国土交通省航空局より航空事故に認定されました。なお、そのほかのお客さまにお怪我はございま
せんでした。また、乗員にも怪我はございませんでした。
本件は、2023年3月30日に国土交通省運輸安全委員会により事故調査報告書が公表されました。報告書では「本
事故は、同機が着陸した際、着席していた乗客1名が、接地に伴う衝撃により腰椎圧迫骨折の重傷を負ったものと
考えられる。なお、乗客の負傷に、着陸時の気象、操縦操作、機体が関与した要因はなかったものと推定され
る。」と述べられています。

日本航空687便の揺れによるお客さまの負傷
　2023年1月7日、日本航空687便（東京国際空港発 宮崎空港行）において、降下中の揺れにより、お客さまが肋
骨を骨折し、同年1月23日に国土交通省航空局より航空事故に認定されました。なお、そのほかのお客さまにお怪
我はございませんでした。また、乗員にも怪我はございませんでした。
本件は、国土交通省運輸安全委員会にて原因究明などの調査が実施されています。
JALグループは同委員会の調査に全面的に協力してまいります。

https://www.jal.com/ja/safety/trouble_info/
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　2022年度は、イレギュラー運航(*)が48件発生しました。内訳は、出発空港への引き返しが37件、目的地の
変更が7件、滑走路の閉鎖が2件、管制上の優先的取り扱いを要求した着陸が2件となっています。
イレギュラー運航は主に航空機の不具合が原因で発生しています。直近5年間の発生率の推移を見ると、コロ
ナ禍により航空機の稼働が低下し、2020年度には上昇しましたが、その後、予測整備の強化などにより不具
合の防止に取り組んだ結果、2021年度からは低下しています。
機種別では、BOEING767型機およびATR42・72型機で件数が増加しましたが、発生した事例ごとに迅速に原
因究明を行い、対策を講じるとともに、過去の対策の有効性を再評価するなど、再発防止に努めています。

■機種別発生状況
（３）イレギュラー運航

（４）安全上のトラブル

①発生状況

(*)安全上のトラブル:
　航空法第111条の4並びに航空法施行規則第221条の2第3号及び第4号に基づき、国土交通省に報告することが義務付けられたもの(この報告書では「安全
上のトラブル」といいます)で、以下の事態が該当します。なお、航空法第76条第1項各号に掲げる事故及び航空法第76条の2に規定する事態（重大インシ
デント）は該当しません。一般的には、ただちに航空事故の発生につながるものではありません。

安全上のトラブルの分類と具体例:
　・航空機構造の損傷 　　〔例〕定例整備中に発見した構造上の不具合
　・システムの不具合　　 〔例〕エンジントラブル、通信・電気系統のトラブル
　・非常時に作動する機器などの不具合 〔例〕火災・煙の検知器の故障
　・規定値を超えた運航  　〔例〕決められた限界速度の超過
　・機器からの指示による急な操作等　〔例〕TCAS(航空機衝突防止装置)などの指示に基づく操作
　・その他 〔例〕規程関係、航空機からの落下物、危険物の輸送

(年度)

47件 48件(*)イレギュラー運航：航空機の多重システムの一部のみの不具合が発生した場合などに、運航乗務員がマニュアルに従って措置した上で、万全を期して引き返
した結果、目的地などの予定が変更されるものです（鳥衝突、被雷等を除く）。一般的には、ただちに運航の安全に影響を及ぼすような事態ではありません。

　2022年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、総数で373件でした。前年から87件増加しました。
これは危険物輸送において環境有害物質輸送の申告漏れを事後に報告したことなどによるものです。
　詳細については、8ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。

■国内線・国際線別発生状況

■国際線　■国内線

0.2

0.1

0.18

0.14

47件 48件

39件

33件

48件

■機種別発生状況

コロナ禍

内際の発生率も追加
してみる

　2022年度は、イレギュラー運航(*)が48件発生しました。内訳は、出発空港への引き返しが37件、目的地の
変更が7件、滑走路の閉鎖が2件、管制上の優先的取り扱いを要求した着陸が2件となっています。機種別で
は、BOEING767型機およびATR42・72型機で増加しましたが、発生した事例ごとに迅速に原因究明を行い対
策を講じるとともに、過去に講じた対策の有効性も再評価するなど、幅広く再発防止に努めました。

修正
・2年→5年比較に変更
・本文修正
・円グラフは単年度の
み、％で掲載

過年度の報告書との件数の差異
について
→局報告の件数と合致するよう
に修正

FY20に42件だった経緯を再確
認する

長畠さんから聞いているかもし
れませんが、安全報告書に記載
するJALグループのイレギュ
ラー運航実績は、JCAB HP↓掲
載情報に一致させていたと記憶
していますので、念のためお知
らせしておきます。
https://www.mlit.go.jp/koku
/15_bf_000191.html

2020は39件　要修正
全体件数檜垣さんと再確認中

FY20の件数修正
・737-800：6件 ⇒ 7件（機種別発生状況）

・年度合計：38件 ⇒ 39件（機種別発生状況）

・DOM：30件 ⇒ 31件（国内線・国際線別状況）

・上記変更に伴う、発生率

その他の年度につきましては、件数の誤りはございません。

（件）

（年度）

（年度）

（件）

データが変更することは気持ち悪いため、当該年度は
局hpと合致するようにする。
過年度は安全報告書発行時のデータを引き継ぐ(当該年
度の3/31時点)

※万が一件数差異にお問い合わせがあった場合

各年度データは当該年度3/31時点のものを使用してい
ます。差異が発生する主な理由としては、報告したが
局側で申請が取り下げられたケース、事後報告となっ
たケースなどがあります。

作成時のなやみ(by佐々木)
xxxxxxxxx
xxxxxxxxx
xxxxxxxxx
xxxxxxxxx
xxxxxxxxx

　2022年度は、イレギュラー運航(*)が48件発生しました。内訳は、出発空港への引き返しが37件、目的地の
変更が7件、滑走路の閉鎖が2件、管制上の優先的取り扱いを要求した着陸が2件となっています。
イレギュラー運航は主に機材の故障が原因で発生しています。直近5年間の推移を見ると、コロナ禍により機
材の稼働が低下し、2020年度には発生率が上昇しましたが、その後、機材品質の向上に向けて予測整備の強
化などに取り組んでおり、2021年度からは低下しています。
機種別では、BOEING767型機およびATR42・72型機で件数が増加しましたが、発生した事例ごとに迅速に原
因究明を行い対策を講じるとともに、過去に講じた対策の有効性も再評価するなど再発防止に努めています。

※SJOは除いています。XXXXのみで算出しています

ｐ６イレギュラー運航

内際別のグラフを見ると内際で明らかに状況がことなるので、
このグラフを起点に、もう少し掘り下げて、それを解説していくとよりわかりやす
くなるのではないか。
特に国際線がどういう状況にあるのか、飛行時間と本当に相関があるのか、それと
も何か特殊事情があるのか、ここは興味があるね。
国内はコロナ前よりよくなっているのは安心材料。肌感覚もそう。

機種別グラフはあまり何かを語ってくれない。参考程度かね。

国内は肌感覚があっているが、国際線の発生率が挙がっているのは気になる
発生便数→発生時間に修正

統計誤差(運航便数減によるもの)
安定した機材稼働であることが分かった。
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（４）安全上のトラブル

①発生状況

(*)安全上のトラブル：航空法第111条の4並びに航空法施行規則第221条の2第3号及び第4号に基づき、国土交通省に報告することが義務付けられたもの
（この報告書では「安全上のトラブル」といいます）で、以下の事態が該当します。なお、航空法第76条第1項各号に掲げる事故及び航空法第76条の2に
規定する事態（重大インシデント）は該当しません。一般的には、ただちに航空事故の発生につながるものではありません。

安全上のトラブルの分類と具体例：
　・航空機構造の損傷 〔例〕定例整備中に発見した構造上の不具合
　・システムの不具合 〔例〕エンジントラブル、通信・電気系統のトラブル
　・非常時に作動する機器などの不具合 〔例〕火災・煙の検知器の故障
　・規定値を超えた運航  　 〔例〕決められた限界速度の超過
　・機器からの指示による急な操作等 〔例〕航空機衝突防止装置（TCAS）などの指示に基づく操作
　・その他 〔例〕規程関係、航空機からの落下物、危険物の輸送

　2022年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、総数で373件となり、前年度から87件増加しました。主な理
由は、危険物の輸送において、荷主からの環境有害物質輸送の申告が漏れていた事例について、過年度分を含
めまとめて報告したことです。コロナ禍により2019年度から増加したウイルス除菌剤の持ち込みについては、
お客さまへの周知を図った結果、2022年度は大幅に件数を削減することができ、発生率の低下にもつながりま
した。詳細については、9ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。

286件

373件

373件

286件

309件
392件

221件

　2022年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、総数で373件でした。前年から87件増加しました。
これは危険物輸送において環境有害物質輸送の申告漏れを事後に報告したことなどによるものです。
　詳細については、8ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。

修正
・2年→5年比較に
変更
・本文修正

68件は
分ける

■安全上のトラブルの発生状況

6/8要確認

報告した時点の件数をファイルする

（年度）

（%）（件）

　2022年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、総数で373件となり、前年度から87件増加しました。主な要
因は、危険物の輸送において、荷主からの環境有害物質輸送の申告が漏れていた事例について、過年度分を含
めまとめて報告したことに起因します。コロナ禍の影響により2019年度から増加したウイルス除菌剤の持ち込
みについては、お客さまへの周知を図った結果、2022年度は大幅に件数を削減することができ、発生率の低下
にもつながりました。詳細については、9ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。　

■2022年度にカウントしたその他（環境有害物質輸送の申
告漏れ)を2019年にカウントした場合のグラフ(6/19追加)

申告漏れは2016年度から発生しており、2019年度だ
けではなかったのでこれはボツ

2018 2019 2020 2021 2022

0.61 0.94 1.07 0.83 0.83

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

安全上のトラブルの発生率 0.61 1.10 1.70 1.11 1.08

ウイルス除菌剤の機内持ち込み事例(*)を
除いた安全上のトラブルの発生率 0.61 0.75 1.07 0.83 0.83

【参考】ウイルス除菌剤の機内持ち込み事例を除いた安全のトラブルの発生率との比較（1,000便あたり）

【参考】ウイルス除菌剤を除いた発生件数の推移

(*)ウイルス除菌剤の機内持ち込みに関してはJAL Webサイトをご参照ください。

■社長コメント
ｐ７　安全上のトラブル

過去分をまとめて載せると統計的な意味を失う
報告数と発生数とが違ってくる。
あとで数字が合わなくなって困るなら、報告数と発生数と分けてグラフ化するといい
ですね

事象として重要なのは抗菌剤の機内持ち込みで、
これを除くと発生率はどうなるんだろう。
場合によってはその発生率を併記
それとこれがどんなものなのか（商品など）を記載した方がいい。
「危険物」だけでは気持ち悪いし、一般人への注意喚起になる。こういう発想が大事
です。

ｐ９．１０　いつも思うがあまり意味がないね

・特異値になっているものは除いて比較してみてはどうか
・報告数と発生数のズレがあるのであれば、分けて記載してはどうか

→機材品質だけではないので、時間ではなく発生便数とした
→特異値になっているものを除いた発生率の表を追加
→危険物がどのようなものかわかるようWEBサイトのURLを追加

　2022年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、総数で373件となり、前年度から87件増加しました。主な理
由は、危険物の輸送において、荷主からの環境有害物質輸送の申告が漏れていた事例について、過年度分を含
めまとめて報告したことです。コロナ禍の影響により2019年度から増加したウイルス除菌剤の持ち込みについ
ては、お客さまへの周知を図った結果、2022年度は大幅に件数を削減することができ、発生率の低下にもつな
がりました。詳細については、9ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。　

修正した頁

・文字のフォントを9→10に
(P.4に合わせて)
・年度太字(P.4に合わせて)

(*)ウイルス除菌剤は、使用時に腐食性物質(亜塩素酸ナトリウム水溶液)が生じるため、機内への持ち込みおよびお預けともにできません。詳細について
はJAL Webサイトをご参照ください。

■安全上のトラブルの発生状況

https://faq.jal.co.jp/app/answers/detail/a_id/26427/~/%E6%A9%9F%E5%86%85%E3%81%AB%E6%B6%88%E6%AF%92%E6%B6%B2%28%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%B6%88%E6%AF%92%E6%B6%B2%E3%82%92%E5%90%AB%E3%82%80%E6%B6%B2%E4%BD%93%EF%BD%A5%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%AB%EF%BD%A5%E3%82%B9%E3%83%97%E3%83%AC%E3%83%BC%29%E3%81%AF%E6%8C%81%E3%81%A1%E8%BE%BC%E3%82%81%E3%81%BE%E3%81%99%E3%81%8B%E3%80%82
https://faq.jal.co.jp/app/answers/detail/a_id/26427/~/%E6%A9%9F%E5%86%85%E3%81%AB%E6%B6%88%E6%AF%92%E6%B6%B2%28%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%B6%88%E6%AF%92%E6%B6%B2%E3%82%92%E5%90%AB%E3%82%80%E6%B6%B2%E4%BD%93%EF%BD%A5%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%AB%EF%BD%A5%E3%82%B9%E3%83%97%E3%83%AC%E3%83%BC%29%E3%81%AF%E6%8C%81%E3%81%A1%E8%BE%BC%E3%82%81%E3%81%BE%E3%81%99%E3%81%8B%E3%80%82
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②内訳

航
空
機
の
不
具
合

運
航
関
連

そ
の
他

■国際線　■国内線　■その他

■国内線・国際線別状況
2021年度は狭く、2022年度の合計を広
く
修正
・体裁微修正
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事例 FY22 内訳 FY21

定例整備中に発見された構造部材の亀裂または腐食に伴う大修理 2件 DHC-8：1件、ATR：1件 2件

サービスブリテン等に基づく点検により発見された亀裂または腐食に伴う大修理 2件 737：1件、767：1件 4件

運航整備中に発見された構造部材の損傷 0件 1件

事例 FY22 内訳 FY21

エンジン

逆推力装置の不具合 5件 787：1件、767：1件、737：3件 2件

鳥衝突 3件 A350：2件、787：1件 4件

補助動力装置の不具合 1件 737：1件 0件

燃料供給装置の不具合 1件 ATR：1件 0件

航法システム 飛行管理システム（FMS）の不具合 1件 ATR：1件 0件

着陸装置 着陸装置格納機構の不具合 2件 EMBRAER：1件、ATR：1件 1件

燃料系統 燃料量の表示不具合 1件 ATR：1件 1件

その他　

ドア表示に関わる不具合 5件 737：5件 3件

航空機衝突防止装置（TCAS）(*)に関わる不具合 4件 737：4件 6件

フライトコントロールシステムに関わる不具合 3件 787：1件、737：2件 5件

操縦室の窓に関わる不具合 3件 A350：1件、787：2件 1件

与圧システムに関わる不具合 2件 787：1件、DHC-8：1件 3件

機内アナウンスシステムに関わる不具合 1件 737：1件 3件

③主な事例とその対策

安全上のトラブルの主な事例は以下の通りです。
（　）内は、2021年度の発生件数。

航空機の不具合
　航空機の不具合に起因する安全上のトラブルの内訳は以下の通りです。
いずれも構造修理、部品交換、作動試験などの整備処置を実施するなどの対策を講じました。

【航空機構造の損傷】　計4件（7件）

【システムの不具合】　計32件（29件）

(*)航空機同士が空中で衝突することを防止するために、周囲を飛行する航空機が定められた距離よりも接近してきたと判断した場合、運航乗務員に危
険を知らせ、自動的に回避指示（RA）する装置です。JALグループでは全機にTCASを装備しています。

【非常時に作動する機器などの不具合】　計10件（17件）

事例 FY22 内訳 FY21

非常用装置に関わる不具合 6件 737：3件、767：1件、
777：1件、DHC-8：1件 5件

非常用照明灯に関わる不具合 2件 DHC-8：2件 11件

緊急脱出信号発生装置に関わる不具合 2件 737：2件 1件

FY22 内訳 FY21

エンジン
計10件(６件)

逆推力装置の不具合 5件 787：1件、767：1件、737：3件 2件

鳥衝突 3件 A350：2件、787：1件 4件

補助動力装置の不具合 1件 737：1件 0件

燃料供給装置の不具合 1件 ATR：1件 0件

航法システム 
計1件（0件） 飛行管理システム（FMS）の不具合 1件 ATR：1件 0件

着陸装置
計2件 (1件) 着陸装置格納機構の不具合 2件 EMBRAER：1件、ATR：1件 0件

燃料系統
計1件 (1件) 燃料量の表示不具合 1件 ATR：1件 0件

その他
計18件
 (21件)　

ドア表示に関わる不具合 5件 737：5件 3件

航空機衝突防止装置(TCAS)(*)に関わる不具合 4件 737：4件 6件

フライトコントロールシステムに関わる不具合 3件 787：1件、737：2件 5件

操縦室の窓に関わる不具合 3件 A350：1件、787：2件 15件

与圧システムに関わる不具合 2件 787：1件、DHC-8：1件 3件

機内アナウンスシステムに関わる不具合 1件 737：1件 3件

2021年1件以上、
2022年0件だった箇
所は「その他」で枠
を設けて記載する

それぞれの棒グ
ラフを作る？

航空機の不具合
　航空機の不具合に起因する安全上のトラブルの内訳は以下の通りです。
いずれも構造の修理、不具合の原因となった部品の交換などの整備処置および動作確認を実施し、運航を行う上
での機体の健全性を確認しました。

事務局として、もう少し文章を記載できないかと思い、整備
チームに相談したが、社外向けに言えることはこのくらいと
なった

基本は”事例”に統一
局資料を引用している
部分は”事案”(原文を用
いている)
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運航関連
　運航関連の安全上のトラブルの内訳は以下の通りです。これらの事例に対しては、機体の再点検や事例の
周知、注意喚起などの対策を講じました。

【規定値を超えた運航】　計36件（26件）

〇運用限界等の超過 18件　(14件）

〇航空交通管制からの指示高度や経路逸脱 18件（12件）

【機器からの指示による急な操作など】　計69件（41件）

（*1)TCASは、管制指示に従った正常運航を行っている場合においても、他機との位置や速度の関係によって作動することがあります。これらは、

機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることで、安全上の問題が生じない設計となっており、いずれのケースでも、機器の指示

に従った適切な操作が行われています。

（*2)対地接近警報装置(GPWS)は、航空機が地面や海面に近づいた場合に警報を発する装置で、飛行経路と地形特性との関係によって作動すること

があります。機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることにより、安全上の問題は生じない設計となっています。JALグループ

では、この装置をさらに発展させ、ほぼ全世界の地形や空港の位置と周辺の障害物を記憶したE-GPWS(Enhanced GPWS)を全機に装備しています。

その他の安全上のトラブル
　危険物の輸送については、昨年度から63件増加しましたが、主な理由は過去に発生した環境有害物質輸送の
申告漏れを事後に報告したことです。この事例に対してはお客さまへの注意喚起などの対策を行いました。
整備および運航管理に関わる事案については、必要により機体の再点検を行うなど安全性の確認を行うととも
に、事例の周知や注意喚起、マニュアルの見直しを行うなどの対策を講じました。

(*1) 危険物の輸送：リチウムイオン電池、冷却材、殺虫剤、ウイルス除去・除菌製品、環境有害物質など
(*2) 整備に関わる事案：整備実施項目や整備点検間隔などに関わる不具合など整備管理に関わる事案など
(*3) 運航管理に関わる事案：乗務員の勤務時間管理や訓練管理、飛行計画などの運航管理に関わる事案など

航空機衝突防止装置(TCAS)の回避指示(RA)(*1) 計56件 （32件）

対地接近警報装置(GPWS)の作動(*2) 計11件 （6件）

その他の計器表示の異常による出発空港への引き返し等 計2件 （3件）

事例 FY22 FY21

運用限界等の超過 18件 14件

航空交通管制からの指示高度や経路逸脱 18件 12件

事例 FY22 FY21

航空機衝突防止装置（TCAS）の回避指示(RA)(*1) 56件 32件

対地接近警報装置（GPWS）の作動(*2) 11件 6件

その他の計器表示の異常による出発空港への引き返し等 2件 3件

事例 FY22 FY21

危険物の輸送(*1) 183件 120件

整備に関わる事案(*2) 15件 21件

運航管理に関わる事案(*3) 12件 22件

化粧室内の煙検知器作動等 5件 0件

機内部品の外れ 3件 0件

機体部品の脱落 3件 1件

その他 1件 2件

（*1)TCASは、管制指示に従った正常運航を行っている場合においても、他機との位置や速度の関係によって作動することがあります。これらは、
機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることで、安全上の問題が生じない設計となっており、いずれのケースでも、機器の指示
に従った適切な操作が行われています。
（*2)対地接近警報装置（GPWS）は、航空機が地面や海面に近づいた場合に警報を発する装置で、飛行経路と地形特性との関係によって作動するこ
とがあります。機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることにより、安全上の問題は生じない設計となっています。JALグルー
プでは、この装置をさらに発展させ、世界の大部分の地形や空港の位置と周辺の障害物を記憶したE-GPWS（Enhanced GPWS）を全機に装備して
います。

5/17 11:55修正

本部内修正中

【その他】　計222件（166件）

運航関連
　運航関連の安全上のトラブルの内訳は以下の通りです。これらの事案に対しては、機体の健全性を確認する
とともに、事例の周知や注意喚起などの対策を講じました。

基本は”事例”に統一
局資料を引用している
部分は”事案”(原文を用
いている)
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

　JALグループでは、2030年に向けたJALグループのあるべき姿「JAL VISION2030」の実現を目指して
います。その実現に向けて「2021〜2025年度JALグループ中期経営計画」を策定し、中期経営計画に基づ
き設定した安全目標の達成に向けて取り組んでいます。

3．安全目標

航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ

　近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活⽤することで、さまざまな情報収集の
速度と分析⼒を⾼めていきます。また、社外の安全に関する情報も幅広く集め、安全対策に活
かしていきます。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関わり、技術⼒を⾼め
て対策を強化します。

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

　事故を経験した社員が減少し、事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時の経験
や気持ち、安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことで、常に安全を大前提として
考え行動する人財を育成します。飲酒問題についても、教訓から学び、飲酒に対する厳しい集
団規範を確⽴します。 

２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

　多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携をより深
めて対策を講じていきます。また、エアモビリティの発展に不可欠な安全確保のため、安全管
理システムの構築に向けて取り組みます。加えて、近年激甚化する災害から、お客さまと社員
の安全・安⼼を確保するとともに、被害を最小限に抑え運航機能を早期に復旧できるように備
えます。

３. 航空を取りまくさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

【20230618　赤坂さんコメント】
ｐ１１以降　ここからが本題

ドキュメントは、ただ思い付きで書くのでなく、最初に構
成（組み立て）、記載方法を決めておく必要があります
よね

まず全体の構成を見てみると
ｐ１１が中期の話　ｐ１２－１７が年度の話
ｐ１１は中期期間を通じた上位概念になって、ｐ１２－
１７はその上位概念の一部要素として年度の結果や
施策になっていますね。

次に記載方法ですが（ここでは中期行動目標と年度施
策のことを言っています）
ともに、何らかの背景や目的のもと、何をして、どうい
う結果を生むか生んでいるか、また（施策であれば）今
後どうするかを記載する。
恐らく統一的にこんな記載方法なんでしょうか。
もちろん全部が全部そうなるとは限らないとは思いま
すが、そうした「ルール」を決めておくことが非常に重
要です。
当たり前と思うでしょうけど、私はそのあたりが結構ぐ
ちゃぐちゃになっているように見えます。
チェックした方がいい

次にもう少し具体的な点を申し上げると

ｐ１１　中期（上位概念）
３つの行動目標があります。
ここは上位概念として、こんなことをやりますというだ
けではなく、なぜこの行動をとるのか、その動機や考
え方が大事になってきます。

デジタル化と情報収集とが何か別々のものに見えま
すが、要はデータなんです。データを使うためのデジタ
ルです
これだけデータが使える時代が来てそれを「安全」に
使わない手はないんです
一方で、あらたな脅威がでてきている。それが何なの
か、ちゃんとリスクとして認識して対応していくことが大
事なんです。
いずれにしても予防です。予防ができないと「ゼロゼ
ロ」目標は達成できないからです。
できたとしても単なる偶然です。

＝目指すべき姿＝
安全のリーディングカンパニーとして、
安全の層を厚くし、安全安心な社会を実現する

具体的には、以下が安定的に実現できている状態を目指します。
・不安全事象を撲滅することで、航空事故・重大インシデントゼロを達成
・常に安全を大前提として考え行動する文化を定着
・運航安全にとどまらず、広く安全安心な社会の実現に貢献

【2021年度中期から抜粋】

１．デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底
に取り組む
①近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活用することで、
様々な情報収集の速度と分析力を高めていきます。

②社外の安全に関する情報も幅広く集め、安全対策に活かしていきます。
また、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関わり、技術力を高めて
対策を強化します。

１．デジタル技術の活用、２．情報収集の拡充、３．メーカーとの連携強化の
３つのアプローチを進めることで、事故ゼロ・インシデントゼロの実現を目指
していきます。

２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する
①事故の教訓を生かす
　私たちは123便事故から多くのことを学んできましたが、実際に
　事故を経験した社員はこの数年でほぼ全員が定年を迎えます。
　現人の貴重な経験を絶やすことなく次世代へと確実に引き継ぐ
　ことで、今後も安全を大前提として行動する人財を育成して
　いきます
②過去の不具合の教訓を生かす
　過去に発生した不安全事象を再発させないためには、過去の教訓
　を活かすとが重要です。飲酒問題の教訓から学び、飲酒に対する
　厳しい集団規範を確立することで
　不適切事例を撲滅します。また、悩みや不安を一人で抱え込んで
　しまうことがないように、社員が相談しやすい環境を整備して
　いきます。

DA NORIO (JALI TYOYPZ)

9:39 6月6日

に基づき安全目標を

目指す姿を実現するために、以下の数値目標と3つの行動目標に紐づく17施策から取り組んでいき
ます。

数値目標からのつながり文中で1,2,3を記載する？
段落分けしてそれぞれを書くか、1,2,3まとめて記載するか
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

（なぜこの行動をとるのか（動機や考え方）
・数値目標に掲げている航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ達成のために、具体的な行動を
示した
・その具体的な行動は「デジタル技術と情報の活用」「安全人財の育成」「環境変化への対
応」の3つの柱に重きをおいた
・「デジタル技術と情報の活用」については、近年デジタル技術が発達し、多くの情報が飛び
交っている。その技術や情報を安全に活かすことが必要

・近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活⽤することで、さまざまな情報収集の
速度と分析⼒を⾼めていきます。また、社外の安全に関する情報も幅広く集め、安全対策に活
かしていきます。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関わり、技術⼒を⾼め
て対策を強化します。

・「安全人財の育成」事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時の経験や気持ち、
安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことが大切。

・「環境変化への対応」デジタル技術の発展のように、世の中も色々な変化が生じている。そ
れにより、メリットとデメリットが生じている。デメリットは新たな脅威になりかねない。そ
れらにしっかりと対応していくことが必要。

・多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携をより深
めて対策を講じていきます。また、エアモビリティの発展に不可欠な安全確保のため、安全管
理システムの構築に向けて取り組みます。加えて、近年激甚化する災害から、お客さまと社員
の安全・安⼼を確保するとともに、被害を最小限に抑え運航機能を早期に復旧できるように備
えます。

・前もって対応する、予防策を打っていくことが大切

↓↓↓

航空事故ゼロ、重大インシデントゼロを達成するために、「デジタル技術と情報の活用」、
「安全人財の育成」、「環境変化への対応」の3つの柱に重点を置いて取り組んでいきます。
「デジタル技術と情報の活用」
　近年発展するデジタル技術を安全対策にも活用し、さまざまな情報収集の速度と分析力を高
めていきます。
「安全人財の育成」
　事故を知らない世代が多くなる中で、事故当時の経験や気持ち、安全への想いを絶やすこと
なく次世代へ引き継いでいきます。
「環境変化への対応」
　多様化するテロ等の脅威やエアモビリティの発展など、さまざまな環境変化がある中で、そ
れらの変化によって生じる安全のリスクを把握し、対応していくことが必要。

↓↓↓
　近年、デジタル技術が発展し、情報の収集速度や分析力が高まる中で、それらを安全対策に
も積極的に活かしていく必要があると考えています。また、JALグループ内で事故を知らない
世代が多くなる中において、事故当時の経験や気持ち、安全への想いを絶やすことなく次世代
へ引き継いでいくことが重要となっています。さらにそれだけではなく、多様化するテロ等の
脅威やエアモビリティの発展などのさまざまな環境変化がある中で、それらの変化によって生
じる安全上のリスクをしっかりと把握し、確実に対応していくことが求められています。
　そのため、「デジタル技術と情報の活用」「安全人財の育成」「環境変化への対応」を重点
とした行動目標を掲げました。これらの目標に向けて取り組むことで、（数値目標に掲げた）
航空事故ゼロ・重大インシデントゼロの達成を目指します。

「デジタル技術と情報の活用」

（なぜこの行動をとるのか（動機や考え方）
目指す姿を実現するために以下が安定的に実現できている状態を目指します。
・不安全事象を撲滅することで、航空事故・重大インシデントゼロを達成
・常に安全を大前提として考え行動する文化を定着
・運航安全にとどまらず、広く安全安心な社会の実現に貢献
　⇒この状態の実現に向けて中期では以下の3つの行動目標を設定し取り組んでいく
１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む
　　目的ごとに情報を広く収集し、デジタル技術を活用して分析することで、不安前事象の未然防
止に取り組み、事故・インシデントゼロを達成を目指します。
２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する
　　事故を知る現人が1%となる中、事故を知らない社員全員が事故当時の経験や気持ち、安全への
想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことができるよう、常に安全を大前提として行動できる人
となるよう、教育体系の整備にとりくみます。また、JALグループ横断的な組織間に横断的に存在
する課題解決に向けて取り組みを実施します。
３. 航空を取りまくさまざまな環境変化に社内外と連携して備える
　　安全運航への取り組みは大前提としつつも、社会インフラの整備などにも積極的に参画し、安
全安心な社会の構築に向けて貢献していきます。

目指す姿を実現するために以下が安定的に実現できている状態を目指します。
・不安全事象を撲滅することで、航空事故・重大インシデントゼロを達成
・常に安全を大前提として考え行動する文化を定着
・運航安全にとどまらず、広く安全安心な社会の実現に貢献

　近年、デジタル技術が発展し、情報の収集速度や分析力が高まる中で、それらを安全対策にも積
極的に活かしていく必要があると考えています。また、JALグループ内で事故を知らない世代が多
くなる中において、事故当時の経験や気持ち、安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継いで
いくことが重要となっています。さらにそれだけではなく、多様化するテロ等の脅威やエアモビリ
ティの発展などのさまざまな環境変化がある中で、それらの変化によって生じる安全上のリスクを
しっかりと把握し、確実に対応していくことが求められています。
　そのため、「デジタル技術と情報の活用」「安全人財の育成」「環境変化への対応」を重点とし
た行動目標を掲げました。これらの目標に向けて取り組むことで、（数値目標に掲げた）航空事故
ゼロ・重大インシデントゼロの達成を目指します。

●　数値目標

●　行動目標

　デジタル技術が発展し、情報の収集速度や分析力が高まる中で、それらを安全対策にも積極的に活
かしていく必要があると考えています。

また、JALグループ内で事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時の経験や気持ち、安全へ
の想いを絶やすことなく次世代へ引き継いでいくことが重要となっています。さらにそれだけではなく、多
様化するテロ等の脅威やエアモビリティの発展などのさまざまな環境変化がある中で、それらの変化に
よって生じる安全上のリスクをしっかりと把握し、確実に対応していくことが求められています。
　そのため、「デジタル技術と情報の活用」「安全人財の育成」「環境変化への対応」を重点とした行動目
標を掲げました。これらの目標に向けて取り組むことで、（数値目標に掲げた）航空事故ゼロ・重大イン
シデントゼロの達成を目指します。

【行動目標】

目指す姿を実現するために、以下の 3つの行動目標に紐づく 17施策から取り組んでいきます。

1. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む
不具合の再発を防止することに加えて、自社で経験のない不具合をも未然に防ぐために、社内外から
多くの情報を集め、デジタル技術を活用し、不具合の芽となるリスクを確実に見出せる仕組みづくりを推
進します。

①　2022年度は、飛行中の揺れ回避のため、気象情報をリアルタイムに入手する仕組みづくりを推進し
ました。
②　2022年度は、運航・客室乗務員の疲労リスク管理のため、疲労情報を入手しリスク管理する仕組
みづくりを推進しました。
③　2022年度は、航空機の不具合の予測精度を向上するため、航空機から様々なデータを収集し対策
を講じる取り組みを推進しました。
④　2022年度は、航空機の部品脱落の予測精度を向上するため、航空機から様々なデータを収集し対
策を講じる 取り組みを推進しました。
⑤　2022年度は、自社で経験のない不具合を未然に防ぐため、他社の不具合情報を収集する仕組み
づくりを推進しました。
⑥　2022年度は、
⑦　2022年度は、
⑧　2022年度は、ヒューマンエラーの発生要因に加えて、環境要因まで踏み込みリスクを確実に見出
すため、教育プログラムをつくりトライアルを実施しました。

2. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する
安全を守るための仕組みをつくったとしても、私たちの意識や組織文化次第で仕組みが機能しなくなる
ことがあります。高い安全意識を持つ人財を育成すると共に、こうした人財が安全を最優先し行動でき
る組織文化を醸成していきます。

3. 航空を取りまく様々な環境変化に社内外と連携して備える
航空を取り巻く環境変化への対応も必要です。社会的な課題や環境の変化に社内外と連携しながら対
応していきます。

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

　不具合の再発を防止することに加えて、自社で経験のない不具合をも未然に防ぐため
に、社内外から多くの情報を集め、デジタル技術を活用し、不具合の芽となるリスクを
確実に見出せる仕組みづくりに取り組みます。

２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

　安全を守るための仕組みを構築したとしても、私たちの意識や組織文化次第で仕組み
が機能しなくなることがあります。高い安全意識を持つ人財を育成するとともに、こう
した人財が安全を最優先に行動することができる組織文化の醸成に取り組みます。
 

３. 航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

　社内外と連携しながら、航空を取り巻くさまざまな環境変化に起因する不測の事態へ
の備えや社会課題の解決に取り組みます。

数値目標

行動目標

目指す姿。数値目標、行動目標取り組んでいきます。

目指す姿

安全のリーディングカンパニーとして、
安全の層を厚くし、安全安心な社会を実現する

　JALグループでは、「2021〜2025年度JALグループ中期経営計画」に基づく中期安全目標として、以下
の数値目標と行動目標を掲げて、達成に向けて取り組んでいます。

　JALグループでは、「2021〜2025年度JALグループ中期経営計画」に基づき安全目標を設定し、達成に
向けて取り組んでいます。

安全意識・育成・組織文化
2022年度は、新たな教育の導入による意識啓発
や人財交流などを通して高い安全意識を持つ人
財育成に取り組みました。また、安全を最優先
に行動することができる組織文化の定着のため
に、集団規範の確立に努めるとともに、心身の
健康にも着目した取り組みを実施しました。

社会の課題・環境変化
2022年度は、多様化するテロや激甚化する災害
などのさまざまな環境変化に対する不測の事態
への備えを行いました。また、社会課題の解決
ための新たなインフラとして期待されるエアモ
ビリティについて、航空で培った知識やノウハ
ウを活かして、安全管理体制の構築に取り組み
ました。

情報・リスク
　2022年度は、航空機から得られる情報に加
え、気象情報や乗務員の疲労に関する情報や現
場でのヒヤリハット情報、他社・他業界の情報
など幅広い情報の収集に努め、収集した情報を
ビッグデータ解析技術などのデジタル技術を活
用して分析力の強化を図り、不安全事象の未然
防止に取り組みました。

2022年度の取り組みは12ページへ

2022年度の取り組みは15ページへ

2022年度の取り組みは17ページへ

　航空を取り巻く環境変化への対応も必要です。社会的な課題や環境の変化に社内外と
連携しながら対応していきます。

https://www.jal.com/ja/philosophy-vision/
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

数値目標の達成状況

　重大インシデントは発生しませんでしたが、航空事故が3件発生し、目標を達成できませんでした。
詳細は4ページの「（２）航空事故・重大インシデント」をご覧ください。

行動目標の達成状況

　「デジタル技術と情報の活用」、「安全人財の育成」、「環境変化への対応」の3つの行動目標
の達成に向けて17の施策に取り組みました。取り組みの詳細については、以下をご覧ください。

（１）2022年度安全目標の達成状況

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

飛行中の揺れ防止対策

疲労リスクの管理

　航空においては飛行中の揺れによる負傷が課題でした。JAL
グループでは飛行中の揺れによりお客さまや乗務員が負傷する
ことを防止するための取組みを推進しています。
　揺れを回避するためにCockpitにWi-Fiに接続できる環境
(Cockpit Wi-Fi)を整え、リアルタイムに気象情報を取得できる
体制を整えました。また、飛行中の揺れに遭遇した際の負傷を
防止するために、xxxxによりシートベルト着用サイン点灯時の
迅速な着席の浸透を図っています。
　2022年度には、JALが運航している機材の全ての型式におい
てCockpit Wi-Fiを導入しました。
　全型式において設置しましたが、今後も飛行中の揺れによる
負傷の低減に向けて取り組んでまいります。

　航空運送事業は、24時間365日稼働する事業ですが、中でも、運航乗務員の仕事は一定の時間帯
ではなく、時に深夜業を伴う勤務形態の中、長時間の覚醒状態が求められる仕事です。国際線の運
航ともなれば、時差の影響を受けるなど、疲労を蓄積しやすい業務環境にあることから、近年、航
空業界では、乗務員の疲労が安全運航に及ぼす影響についての関心が高まっています。
　心身ともに健康な状態で業務に臨むことは高い安全性を担保するうえで欠かすことができない重
要な要素であることから、JALグループにおいても乗務員の疲労に関わるリスク管理に力を入れて
います。
　JALグループでは、乗務員から収集したレポートをグループ共通のプラットフォームの中で管理
し、さまざまな指標を用いて分析しています。
　こうした取り組みを通して、xxxxxを改善するなど、データに基づく把握・分析によるリスク低
減を図ることが出来ました。今後は、疲労評価ソフトの導入も検討しており、データに基づく疲労
リスク管理をさらに推進してまいります。

他社事例の活用

・他社の事故報告書や事態報告および得られ
た学びを社内で共有

・組織事故の未然防止のため、他業界で発生
した重大事象の分析を開始

・収集・評価した安全情報を掲載したポータ
ルサイトを充実

内部監査の強化

・従来からの適合性監査に加えて、将来的
な有効性を阻害する可能性のある要因を見
出す有効性監査を開始

データマイニングの活用 ヒューマンファクターに関する分析

・データマイニングについて、ヒヤリハット
レポートの中から予防的なアクションに繋が
る事案を抽出するツールの選定、検証を実施
・安全指標のモニター対象を拡大するととも
に、データに基づくリスク管理を関連部門と
連携して実施

・未導入部門に対してヒューマンエラー分析
の教育実施
・ヒューマンエラー事例の分析のデータベー
ス化を開始
・新たにインタビュー教育の教材作成、教育
のトライアルを実施

・データマイニングでは、膨大なヒヤリハットレ
ポートの中から予防的なアクションに繋がる事案
は抽出するツールの選定、検証を実施。安全指標
のモニター対象を拡大するとともに、各社・各本
部と連携したデータに基づくリスク管理の実施。
指標の整理やグループ全体での取り組みが課題

飛行中の揺れ対策 疲労リスク管理

・JAL運航機材の全型式において、Cockpit 
Wi-Fiを活用しリアルタイムに気象情報を提供
する体制を構築
・2021年度に発生した航空事故を受けて、揺れ
による負傷を防ぐための管理体制（データ収
集、分析及び評価）を強化

・現場からの疲労レポートについて、Fatigue 
Dashboardの運用開始によってデータに基づ
いた把握や分析を実現
・JALで導入する疲労評価ソフトを正式に選
定し、データドリブンな疲労リスク管理に向
けて前進

予測整備の強化 部品脱落防止対策

・航空機に発生する不具合を予測するため、
航空機から得られるビッグデータを解析し、
独自に不具合を予測するロジックを作成
・AI技術の活用によりロジックの開発を促進

・機体から取り卸したエンジンの内部部品の
検査・調査の実施により、部品脱落件数を抑
制

他社事例の活用

・他社の事故報告書や事態報告および得られ
た学びを社内で共有

・組織事故の未然防止のため、他業界で発生
した重大事象の分析を開始

・収集・評価した安全情報を掲載したポータ
ルサイトを充実

内部監査の強化

・従来からの適合性監査に加えて、将来的
な有効性を阻害する可能性のある要因を見
出す有効性監査を開始

データマイニングの活用 ヒューマンファクターに関する分析

・データマイニングについて、ヒヤリハット
レポートの中から予防的なアクションに繋が
る事案を抽出するツールの選定、検証を実施
・安全指標のモニター対象を拡大するととも
に、データに基づくリスク管理を関連部門と
連携して実施

・未導入部門に対してヒューマンエラー分析
の教育実施
・ヒューマンエラー事例の分析のデータベー
ス化を開始
・新たにインタビュー教育の教材作成、教育
のトライアルを実施

整備本部と確認要

そこで、仕組みについては、JALグループの安全状態の可視化やヒューマンエラー対策などのリスク
管理の強化を、各社・各本部横断的に推進します。
xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx
xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

整備本部と確認要

時差など特殊
環境下で業務
をしている

（背景と取り組み）
①航空においては飛行中の揺れによる負傷が長らくの課題でした。JALグループでは飛行中の揺れに
よりお客さまや乗務員が負傷することを防止するための取組みを推進しています。ベルト着用サイン
の運用に関するガイドラインの改訂や、揺れ・気象情報の迅速な共有などの取り組みを通して、ベル
トサイン点灯時の迅速な着席の浸透や、揺れの回避など、対策の効果が表れています。一方で、予期
しない突然の揺れによる負傷事例が発生しております。
②そのため、観測技術等を用いた揺れ回避対策を実施することとしました。
（結果と考察）③2022年度は、JALが運航している機材の全ての型式においてCockpit Wi-Fiを導入
し、リアルタイムで観測技術を用いた気象情報が取得できる体制を整えました。
④このように揺れの影響を未然に防ぐ仕組みを構築することは、お客さまや乗務員の負傷リスクの低
減につながっています。

（背景と取り組み）①特殊環境下で業務を行う乗務員にとって、疲労による不具合を防止すること
が必要となっています。
②疲労に係わるさまざまな情報を指標化することで、疲労の要因の傾向などを見える化を行い、リ
スク分析に役立てています。
（結果と考察）③乗務員から収集した疲労に関するレポートを元にダッシュボードを構築しまし
た。
④これにより、データに基づいた把握・分析が可能となりました。このほか、JALにおいては疲労
評価ソフトの選定も進んでおり、データドリブンな疲労リスク管理に向け着実に前進しています。

予測整備の強化

部品脱落防止対策

（背景と取り組み）①突然の故障による運航の阻害や影響の回避のために、機材品質のさらなる向
上が不可欠です。
②そのため、整備士の知見やノウハウに加えて、飛行中の機体データも活用することにより、故障
の予兆となるデータの変化を特定し、必要な対策を講じることとしました。
（結果と考察）③航空機に発生する不具合を予測するため、航空機から得られるビッグデータを解
析し、独自に不具合を予測するロジックを作成しました。また、AIツール等新技術を活用し、予測
整備ロジックの開発を促進しました。
④XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

（背景と取り組み）①部品脱落兆候のハザードマップの活用など、これまでにさまざまな取り組
みを行いましたが、対策の強化に向けて、グループ一体となって取り組むことといたしました。
②部品脱落情報や部品脱落防止策に関するグループ内での情報共有の強化や、他社や他職種での
取り組みを活かした新たな対策を実行しました。
（結果と考察）③2022年度は、機体から取り卸したエンジンの内部部品の検査・調査を実施し
ました。
④これらの取り組みの結果、部品脱落件数は減少しました。発生件数は減少傾向にあります。部
品脱落ゼロを目指して、引き続き対策を講じていきます。

予測が非常に難しいという背景が
あって
これにできることは気象情報とゆれた
場合の対応
こういった対策をたてた

修正
・各行動目標にリード文を追
加
・各施策は、背景→取り組み
→結果→考察の流れで記載

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下

　近年発展するデジタル技術を、安全を守る仕組みにも活かしていきます。タイムリーに飛行中の気
象情報が取得できる仕組みの構築や、社内外の安全に関する幅広い情報の分析・可視化など、安全に
向けた対策へと活かしていきます。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関わり、技
術力を高めて対策を強化します。
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　飛行中の揺れによる負傷を防止するためには、運航乗務員が最
新の気象情報を入手し、揺れを回避することが重要です。

　2022年度は、飛行中の揺れ回避のため、操縦室内でWi-Fiに接
続できる環境を整えることで、気象情報をリアルタイムに入手す
る仕組みづくりを推進しました（一部機材を除く）。さらに、運
航乗務員は入手した情報を速やかに客室乗務員に伝え、お客さま
の着席やシートベルトの着用を確認するなど揺れに対する予防措
置を行いました。
　今後も飛行中の揺れによる負傷の低減に向けてさまざまな取り組みを進めていきます。

〔背景〕
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境
にあります。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要
な要素であり、JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。

〔取り組み・成果〕
　運航・客室乗務員の疲労リスク管理のため、疲労情報を入手しリスクを管理する仕組みづく
りを推進しました。乗務員から収集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理するととも
に、さまざまな指標を用いて分析し、その結果をもとに、乗務員のスケジュールを改善するな
どのリスク低減を図りました。
　今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、データに基づくリスク管理をさらに
推進していきます。

2023/6/12
　飛行中の揺れによる負傷は航空事故にも直結する重大な事象で
す。JALグループでは飛行中の揺れによるお客さまや客室乗務員の
負傷を防止するための取り組みを推進しています。揺れを回避す
るためにCockpitにおいてもWi-Fiを使える環境（Cockpit 
Wi-Fi）を整え、リアルタイムに気象情報を取得できるようにしま
した。また、飛行中の揺れが予想された際の運航乗務員と客室乗
務員による連携の強化や、シートベルト着用サイン点灯時の迅速
な着席の浸透を図るなど負傷を未然に防止するための取り組みを
進めていきます。
　2022年度には、JALが運航する機材の全ての型式においてCockpit Wi-Fiを導入しました。こ
の他にも飛行中の揺れによる負傷の低減に向けてさまざまな取り組みを進めていきます。
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　航空運送事業者の業務は、24時間365日行われます。とりわけ運航・客室乗務員は、機内という
特殊な環境において深夜勤務を伴う不規則な勤務形態で業務を行っています。特に国際線の運航に
おいては時差の影響を受け疲労を蓄積しやすい環境にあることから、近年航空業界では、運航・客
室乗務員の疲労が安全運航に及ぼす影響についての関心が高まっています。心身ともに健康な状態
で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素であることから、JALグループに
おいても運航・客室乗務員の疲労に関わるリスク管理に力を入れています。
　JALグループでは、運航・客室乗務員から収集した疲労に関するレポートをグループ共通のプ
ラットフォームの中で管理し、データ化した上でさまざまな指標を設定し分析しています。このよ
うな分析結果を基に、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減を図りました。今後は疲
労評価ソフトの導入も検討しており、データに基づく疲労リスク管理をさらに推進していきます。

さらに、運
航乗務員と
きゃくしｔ
きゃくしｔ

6/13　19時　能勢さん
①揺れ防止対策
　【原案】
　 　飛行中の揺れによる負傷は航空事故にも直結する大きな課題であり、JALグルー
プでは飛行中の揺れによるお客さまや乗務員の負傷の防止の取り組みを推進していま
す。操縦室内でWi-Fiに接続できる環境を整えることで、リアルタイムに最新の気象情
報を取得したり、他機からの揺れに関する情報を収集・分析して、揺れに備える環境
を構築しました（一部機材を除く）。さらに運航乗務員は取得した情報を速やかに客
室乗務員と共有し、迅速にシートベルト着用サインを点灯します。客室乗務員は、サ
イン点灯を確認後迅速に着席を促すなど揺れによる負傷を未然に防止する取組を継続
しています。などまた、揺れに対する運航乗務員と客室乗務員の連携の強化やシート
ベルト着用サイン点灯時の迅速な着席の浸透など、揺れによる負傷を未然に防止する
ためのあらゆる取り組みを継続していきます。
　
【修正案】
　飛行中の揺れによる負傷は航空事故にも直結する大きな課題であり、JALグループで
は飛行中の揺れによるお客さまや客室乗務員の負傷の防止の取り組みを推進していま
す。操縦室内でWi-Fiに接続できる環境を整えることで、リアルタイムに最新の気象情
報を取得したり、他機からの揺れに関する情報を収集・分析して、揺れに備える環境
を構築しました（一部機材を除く）。さらに運航乗務員は取得した情報を速やかに客
室乗務員と共有し、迅速にシートベルト着用サインを点灯します。客室乗務員は、サ
イン点灯を確認後迅速に着席を促すなど揺れによる負傷を未然に防止する取組を継続
しています。などまた、揺れに対する運航乗務員と客室乗務員の連携の強化やシート
ベルト着用サイン点灯時の迅速な着席の徹底浸透など、揺れによる負傷を未然に防止
するためのあらゆる取り組みを継続していきます。

上記の取り消し部分は、その下の内容と被ることから、不要かと思います。

②疲労リスク
【原案】
　航空運送事業者の業務は、24時間365日行われます。とりわけ運航・客室乗務員
は、機内という特殊な環境において深夜勤務を伴う不規則な勤務形態で業務を行って
います。特に国際線の運航においては時差の影響を受け疲労を蓄積しやすい環境にあ
ることから、近年航空業界では、運航・客室乗務員の疲労が安全運航に及ぼす影響に
ついての関心が高まっています。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航
に欠かすことができない重要な要素であり、JALグループにおいても運航・客室乗務員
の疲労に関わるリスク管理に力を入れています。
　JALグループでは、運航・客室乗務員から収集した疲労に関するレポートをグループ
全体で管理し、さまざまな指標を用いて分析しています。このような分析結果を基
に、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減を図りました。今後は疲労評
価のソフトウエアの導入も検討しており、データに基づく疲労リスク管理をさらに推
進していきます。

【修正案】

　航空運送事業者の業務は、24時間365日行われます。とりわけ運航・客室乗務員
は、機内という特殊な環境において深夜勤務を伴う不規則な勤務形態で業務を行って
います。特に国際線の運航においては時差の影響を受け疲労を蓄積しやすい環境にあ
ることから、近年航空業界では、運航・客室乗務員の疲労が安全運航に及ぼす影響に
ついての関心が高まっています。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航
に欠かすことができない重要な要素であり、JALグループにおいても運航・客室乗務員
の疲労に関わるリスク管理に力を入れています。
　JALグループでは、運航・客室乗務員から収集した疲労に関するレポートを会社ごと
にグループ全体で管理し、さまざまな指標を用いて分析しています。このような分析
結果を基に、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減を図りました。今後
は疲労評価用のソフトウエアの導入も検討しており、データに基づく疲労リスク管理
をさらに推進していきます。

⑬パイロットピアサポートプログラム
【原案】
　不規則な勤務や狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの特殊な職場環境で
仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするため、プライバシー保護下で悩み
や不安を打ち明けることのできるサポートプログラム（JAL Peer Support Program）
の運用を開始しました。
　これにより、運航乗務員がプロフェッショナルとして身体的、精神的に乗務に適し
た状態で業務に臨むことができる体制の充実を図りました。また、2021年度の試験運
用において実効性が確認できたことから、2022年度には、ZIPとSJOにおいてもパイ
ロットサポートプログラムの運用を開始しました。

【修正案】

不規則な勤務や狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの特殊な職場環境で

仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするため、 プライバシー保護下で

悩みや不安を打ち明けることのできるサポートプログラム (JAL Peer Support 
Program)の運用を開始しました。

これにより、運航乗務員が プロフェッショナルとして身体的、精神的に乗務に適し

た状態で業務に臨むことができる体制の充実を 図り、また、2021年度の試験運用に
おいて実効性が確認できたことから、2022年度には、ZIPとSJOにおいてもパイロッ
トサポートプログラムの運用を開始しました。2022年度にはグループ社においても

サポートプログラムの運用を開始しました。

上の　　「・・・狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの　・・・」　部分は、
やや違和感があったので削除しましたが、仕事の特殊性を強調したいのなら、

不規則な勤務や、身体的・肉体的に高い要件を満たしライセンスを維持し続けなく
てはならない特殊な環境下で 仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートする
ため、・・・

という案も考えました（周藤さん案）　いかがでしょう。（少し難しい表現にはなってし
まいます）

能勢  

　航空運送事業者の業務は、24時間365日行われます。とりわけ運航・客室乗務員は、機内という
特殊な環境において深夜勤務を伴う不規則な勤務形態で業務を行っています。特に国際線の運航に
おいては時差の影響を受け疲労を蓄積しやすい環境にあることから、近年航空業界では、運航・客
室乗務員の疲労が安全運航に及ぼす影響についての関心が高まっています。心身ともに健康な状態
で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素であり、JALグループにおいても
運航・客室乗務員の疲労に関わるリスク管理に力を入れています。
　JALグループでは、運航・客室乗務員から収集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理し、
さまざまな指標を用いて分析しています。このような分析結果を基に、乗務員のスケジュールを改
善するなどのリスク低減を図りました。今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、
データに基づくリスク管理をさらに推進していきます。

【20230618 赤坂さんコメント】
ｐ１２

中期行動目標を上位概念に、年度施策それぞれについて目的、
何をして、どう進捗して、今後は？みたいなことを記載している、し
ようとしていますよね
「目的」は説明として一番重要ですが、年度施策は上位概念の一
部要素に過ぎないので、その目的は上位概念の考え方を頭にい
れつつ、その一部として記載が必要です。
上位概念と同じ階層ではありません。ここに統一感がないように感
じます。

次に「何をして」のところ、これは具体性がカギです。
例えば
「運航乗務員と客室乗務員の連絡を密に、、未然に防止する対
策、、、」
なんのこっちゃです。事前知識がある人にしかわかりません。
「運航乗務員が揺れの可能性を予見した場合に客室乗務員に直
ちに連絡し、事前に着席とシートベルト着用を行う」
前段wifiからの流れとしてこういうことですよね。

なんたって、お客さまにも「なるほどおお」「そういうことかあ」「 jalさ
んちゃんとやってんだなあ」「 anaより考えてんなあ」
そう思ってもらうように書かないと、この報告書の価値がないです
よね。ひとつひとつお客さまへのサービス、他社との競争です。

　2022年度は、航空機から得られる情報に加え、気象情報や乗務員の疲労に関する情報や現場での
ヒヤリハット情報、他社・他業界の情報など幅広い情報の収集に努めました。さらに、収集した情報
をビッグデータ解析技術などのデジタル技術を活用して詳細に分析し、不安全事象の未然防止に向け
て取り組みました。

【背景・課題認識】
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境にあ
ります。
【取り組み・成果】
　心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素であり、
JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。具体的には、乗務員から収
集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理し、さまざまな指標を用いて分析しています。この
ような分析結果をもとに、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減を図りました。
　今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、データに基づくリスク管理をさらに推進
していきます。

　近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活用することで、情報収集の速度と分析力を高
めていきます。また、社外の安全に関する情報も幅広く集め、安全対策に活かしていきます。加え
て、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関わり、技術力を高めて対策を強化します。

2022年度は、飛行中の揺れによるお客さまや客室乗務員の負傷を防止するための情報として、運航
乗務員が最新の気象情報を入手するための環境整備に取り組みました。さらに、部品等の落下を防ぐ
ために、航空機から得られるあらゆる情報収集に努め、収集した情報をデジタル技術を活用すること
で不具合を未然に防ぐための施策に重点的に取り組みました。

　2022年度は、揺れを回避する工夫や、揺れによる負傷を防止する対策に力を入れて取り組みまし
た。取組は着実に前進しており、引き続き未然防止に向けた取り組みを推進していきます。
また、予測整備や部品の脱落防止にもデジタル技術を積極的活⽤し、情報収集の速度と分析⼒を⾼め
ることで対策を深化させました。
　加えて、収集した情報を元に社外との共有、疲労リスク管理やヒューマンエラー分析など事故やイ
ンシデントの未然防止活動につなげています。

【背景・課題認識】
　JALグループでは飛行中の揺れによるお客さまや客室乗務員の負
傷の防止の取り組みを推進しています。
【取り組み・成果】
　操縦室内でWi-Fiに接続できる環境を整えることで、リアルタイ
ムに最新の気象情報を入手できるようにしました（一部機材を除
く）。さらに、運航乗務員と客室乗務員の情報伝達を密に行い、
揺れによる負傷を未然に防止するための取り組みを進めました。
　今後も飛行中の揺れによる負傷の低減に向けてさまざまな取り
組みを進めていきます。

【背景】
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境にあ
ります。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素で
あり、JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。
【取り組み・成果】
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境にあ
ります。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素で
あり、JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。2022年度は、乗務員
から収集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理し、さまざまな指標を用いて分析しました。
さらにこのような分析結果をもとに、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減を図りま
した。
　今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、データに基づくリスク管理をさらに推進
していきます。

デジタル技術を活用して最新の気象情報を運航乗務員に提供し、揺
れを回避することや、避ける事が出来ないと判断した場合は、その揺
れに対して、運航乗務員から客室乗務員に直ちに連絡してお客様の
着席やシートベルトを着用されているかの確認ができるようにする体
制を強化いたします。

①2022年度は、安全に係るさまざまな情報の積極的な収集に努めるとともに、収集した情報をデジタル技術を活用して分析す
るなど、不安全事象を防止するための取り組みを推進しました。航空機から得られる情報に加え、気象情報や乗務員の疲労に
関する情報や現場でのヒヤリハット情報、他社、他業界の情報など幅広い情報の収集に努めました。
また、収集した情報をビッグデータ解析技術などのデジタル技術を活用して分析力の強化を図り、不安全事象の未然防止に取
り組みました。

①2022年度は、航空機から得られる情報に加え、気象情報や乗務員の疲労に関する情報や現場でのヒヤリハット情報、他社・
他業界の情報など幅広い情報の収集に努め、収集した情報をビッグデータ解析技術などのデジタル技術を活用して分析力の強
化を図り、不安全事象の未然防止に取り組みました。

②2022年度は、飛行中の揺れによるお客さまや客室乗務員の負傷を防止するために操縦室で運航乗務員が最新の気象情報を入
手するための環境を整えました。また、航空機から得られるさまざまな情報をビッグデータ解析技術を活用して不具合を未然
に防ぐ取り組みや部品等の落下を防ぐ取り組みを進めました。また、ヒューマンエラー分析や疲労に関わるリスク管理の強化
や監査の強化にも力を入れて取り組み、安全管理システムの改善を図りました。
さらには、経験していない故障やミスの発生を未然に防止するため、他社で発生した不具合を積極的に収集し、JALグループ
で起こりうるリスクを評価し、防止対策を講じる取り組みを推進しました。

〔背景〕
　飛行中の揺れによる負傷を防止するためには、運航乗務
員が最新の気象情報を入手し、揺れを回避することが重要
です。

〔取り組み・成果〕
　飛行中の揺れ回避のため、操縦室内でWi-Fiに接続でき
る環境を整えることで、気象情報をリアルタイムに入手す
る仕組みづくりを推進しました（一部機材を除く）。さら
に、運航乗務員は入手した情報を速やかに客室乗務員に伝
え、お客さまの着席やシートベルトの着用を確認するなど
揺れに対する予防措置を行いました。
　今後も飛行中の揺れによる負傷の低減に向けてさまざまな取り組みを進めていきます。

【背景】
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境にあ
ります。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要素で
あり、JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。
【取り組み・成果】
　2022年度は、運航・客室乗務員の疲労リスク管理のため、疲労情報を入手しリスク管理する仕組
みづくりを推進しました。乗務員から収集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理し、さまざ
まな指標を用いて分析し、その結果をもとに、乗務員のスケジュールを改善するなどのリスク低減
を図りました。
　今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、データに基づくリスク管理をさらに推進
していきます。

背景
　運航・客室乗務員は、不規則な勤務形態や時差などの影響により、疲労を蓄積しやすい環境に
あります。心身ともに健康な状態で業務に臨むことは安全運航に欠かすことができない重要な要
素であり、JALグループでは乗務員の疲労に関わるリスクの管理に努めています。

〔取り組み・成果］
　2022年度は、運航・客室乗務員の疲労リスク管理のため、疲労情報を入手しリスク管理する仕
組みづくりを推進しました。乗務員から収集した疲労に関するレポートを会社ごとに管理し、さ
まざまな指標を用いて分析し、その結果をもとに、乗務員のスケジュールを改善するなどのリス
ク低減を図りました。
　今後は疲労評価用ソフトウエアの導入も検討しており、データに基づくリスク管理をさらに推
進していきます。

　2022年度は、航空機から得られる情報に加え、気象情報や乗務員の疲労に関する情報や現場での
ヒヤリハット情報、他社・他業界の情報など幅広い情報の収集に努め、収集した情報をビッグデータ
解析技術などのデジタル技術を活用して詳細に分析し、不安全事象の未然防止に取り組みました。

意図的にP.2”はじめに”
と連動するように短縮版
の行動目標にした→
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

〔背景〕
　デジタル技術を活用して航空機からの部品等の落下（部品脱落）防止
に取り組んでいます。

〔取り組み・成果〕
　航空機からエンジンの内部に至るまで、さまざまなデータをデジタル
技術を活用して詳細に分析し、落下防止のための部品補強などを行いま
した。さらに、機種毎に注意すべき箇所を写真で示したハザードマップ
を用いた点検などを実施しました。先に説明した予測整備と組み合わせ
て取り組んだ結果、部品脱落の総発生件数は減少しています(*)。
　引き続き、安全で安心な航空機を提供できるよう努めます。

(*)航空機から落下する部品等は、航空局の通達に基づき、大きさや重さに応じて三段階に分類しています。10ページの「その他の安全上のトラブ
ル」に記載の「機体部品の脱落」は、一番大きな分類事例を集計したものです。

〔背景〕
　航空機から得られるさまざまなデータを活用し、航空機の不具
合を予測することで未然防止に取り組んでいます。

〔取り組み・成果〕
　航空機から得られるさまざまなデータを、最新のビッグデータ
解析技術やAIを活用して分析し、そこで得られた結果と整備士が
持っている知見やノウハウをかけ合わせることで、予測精度の向
上を図りました。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率の低下などにも表れており、お客さまに
安心してご搭乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用を促進していきます。

他社事例の活用

・データマイニングでは、膨大なヒヤリハットレ
ポートの中から予防的なアクションに繋がる事案
は抽出するツールの選定、検証を実施。安全指標
のモニター対象を拡大するとともに、各社・各本
部と連携したデータに基づくリスク管理の実施。
指標の整理やグループ全体での取り組みが課題

飛行中の揺れ対策 疲労リスク管理

・JAL運航機材の全型式において、Cockpit 
Wi-Fiを活用しリアルタイムに気象情報を提供
する体制を構築
・2021年度に発生した航空事故を受けて、揺れ
による負傷を防ぐための管理体制（データ収
集、分析及び評価）を強化

・現場からの疲労レポートについて、Fatigue 
Dashboardの運用開始によってデータに基づ
いた把握や分析を実現
・JALで導入する疲労評価ソフトを正式に選
定し、データドリブンな疲労リスク管理に向
けて前進

予測整備の強化 部品脱落防止対策

・航空機に発生する不具合を予測するため、
航空機から得られるビッグデータを解析し、
独自に不具合を予測するロジックを作成
・AI技術の活用によりロジックの開発を促進

・機体から取り卸したエンジンの内部部品の
検査・調査の実施により、部品脱落件数を抑
制

他社事例の活用

・他社の事故報告書や事態報告および得られ
た学びを社内で共有

・組織事故の未然防止のため、他業界で発生
した重大事象の分析を開始

・収集・評価した安全情報を掲載したポータ
ルサイトを充実

内部監査の強化

・従来からの適合性監査に加えて、将来的
な有効性を阻害する可能性のある要因を見
出す有効性監査を開始

データマイニングの活用 ヒューマンファクターに関する分析

・データマイニングについて、ヒヤリハット
レポートの中から予防的なアクションに繋が
る事案を抽出するツールの選定、検証を実施
・安全指標のモニター対象を拡大するととも
に、データに基づくリスク管理を関連部門と
連携して実施

・未導入部門に対してヒューマンエラー分析
の教育実施
・ヒューマンエラー事例の分析のデータベー
ス化を開始
・新たにインタビュー教育の教材作成、教育
のトライアルを実施

各組織における規程や記録のみなら
ず、運用実態の確認を強化すること
で仕組みの有効性を  
確認する監査や、組織の特性や過去
の不具合経験などに基づき、確認項
目を設定する  
リスクベースの監査を導入します

　航空技術の進歩発展に伴い、航空機の安全性は飛躍的に高まっています。そのため、自社で経験す
ることができる事例は限られており、自国や自社の安全性能の向上に焦点を当てた従来の取り組みだ
けでは、航空システム全般の安全性をさらに向上させることが難しくなっています。
　そのため、ワールドワイドな視点で世界で日々発生するヒューマンエラーや機材の不具合に着目
し、当社にも通底するリスクや貴重な教訓を他山の石として、不具合対策などに生かしています。
　2022年度は、航空に留まらず他業界で発生した重大事象の分析を開始するなど更に視野を拡げた取
組みへと発展させました。さらに、こうして収集・評価した安全情報を社内ポータルサイトを活用し
て周知を図ることでグループ全体で情報を蓄積しています。
　情報収集はリスク管理には不可欠であり、今後も力を入れて取り組んでまいります。

（背景）現在のJALグループの内部監査は、法令等に基づき規定化がなされていることや、その規
定に基づき業務が実施されていることを確認する適合性監査が中心です。しかし、

（結果）将来的に有効性を阻害する可能性のある要因を見出す有効性監査を開始

（背景）JALグループでは、安全管理システムを継続的に改善するために、安全管理システムが法令や社
内規定に適合していることを評価する適合性監査を行ってきました。
（結果）適合性監査のみでは見出しえなかった、安全運航に対する潜在的な脅威を見出すために、安全管
理システムが適切に運営され有効に機能していることを評価する有効性監査を導入しました。

航空機からの部品等の落下を防ぐ取り組み

　羽田空港の新飛行経路の運用が始まり、都心上空の飛行回数が増え
ています。そのような中において、航空運送事業者としてこれまで以
上に落下物対策を強化し、安全対策に万全を尽くす必要があります。
　JALグループでは、部品脱落兆候のハザードマップの活用など、グ
ループ一体となって取り組んでいます。航空機からの部品脱落件数の
抑制に向けて、当社独自に、ボーイング787型機、エアバスA350型
機のエンジン内部の部品の検査・調査に力を入れて取り組みました。
また、機体から取り卸したエンジンの内部部品の検査・調査を実施す
るなどの取り組みを強化しました。
　こうした取り組みにより、部品脱落件数は減少し、発生件数の推移をみても減少傾向にあります。
　引き続き高い緊張感を持ち、部品脱落ゼロを目指して対策を講じていきます。

修正
・各施策は、背景→取り組
み→結果→考察の流れで記
載

航空機の不具合を予測し未然に防ぐ取り組み（予測整備）

　われわれは、「不具合が発生したら直す」整備という概念から脱却
し、「不具合が発生しない航空機を創る」整備により、圧倒的な機材
の品質作りを目指しています。
究極とも言える機材品質を作り込むためには、航空機の不具合を予測
する技術の向上は不可欠です。
　そのため、航空機から得られるビッグデータを解析し、当社独自に
不具合を予測するロジックを作成してきました。整備士の知見やノウ
ハウから得られる情報の蓄積に加えて、飛行中の機体データも活用す
ることで、ビッグデータから故障の予兆となる変化を捉え、必要な対
策を先手で講じる取り組みを進めています。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率低下にも表れています。
　他を凌駕する圧倒的な機材品質作りに終わりはありません。デジタル技術などを活用し、機材品質向上
に向けた取り組みを強化します。

（背景と取り組み）
①1903年に人類初の飛行機による有人動力飛行を成し遂げて以降、航空技術の進歩発展に伴い、航空
機の安全性は飛躍的に高まっています。そのため、自社で経験することできる事例は限られており、
自国や自社の安全性能の向上に焦点を当てた従来の取り組みだけでは、航空システム全般の安全性を
さらに向上させることが難しくなっています。
②そのため、ワールドワイドな視点で世界で日々発生するヒューマンエラーや機材の不具合に着目
し、当社にも通底するリスクや貴重な教訓を他山の石として、不具合対策などに生かしています。
（結果と考察）
③2022年度は、航空に留まらず他業界で発生した重大事象の分析を開始するなど更に視野を拡げた取
組みへと発展させました。さらに、こうして収集・評価した安全情報を社内ポータルサイトを活用し
て周知を図ることでグループ全体で情報を蓄積しています。
④情報収集はリスク管理には不可欠であり、今後も力を入れて取り組んでまいります。

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下
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〔背景〕
　航空技術の発展に伴い、世界的に航空機の故障やヒューマンエラーの発生が減少する中で、経
験していない不具合の発生を未然に防止するため、他社で発生した不具合に関わる情報を積極的
に収集し、自社の対策に活かしています。

〔取り組み・成果〕
　自社で経験のない不具合を未然に防ぐため、他社の不具合情報を収集する仕組みづくりを推進
しました。航空業界に限らず他業界で発生した重大事象の分析を開始するなど、取り組みの範囲
を拡大し、収集・評価した安全情報を社内ポータルサイトに掲載するなど、グループ全体で活用
しています。

①背景、②取組内容、③結果、④考察
という４段落にこだわらないのであれば、最初の２行は無い方がすっきりし、「 JALグ
ループでは、～」という文と Mergeした上で、もう少し取り組みの内容を厚く記載した
方が良いかもしれません。

＜例＞
JALグループでは、部品脱落を絶対に発生させないという強い想いを持って、過去
の部品脱落情報を分析し、部品の強度の向上等、一つ一つの事例に対して脱落を
防止する対策を講じています。さらに部品脱落兆候のハザードマップを作製、発着
に関わる部門間で共有し、全員で点検を行う等、グループ一体となって取り組んで
います。また機体に留まらずエンジン内部の部品の検査、調査にも力を入れて取り
組みました。

以上　佐々木卓
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　航空機整備における点検は、不具合を未然に防止するために行うも
のです。過去の不具合を分析し、点検の間隔や方法等を定めていま
す。現在は、この考え方をさらに進歩させ、新たな不具合や航空機の
個体差によって生じる不具合も予測し、未然防止を図ることに挑戦し
ています。具体的には、航空機から得られるビッグデータを解析し、
JALグループ独自に不具合を予測するロジックを作成しました。整備
士の知見やノウハウから得られる情報の蓄積に加えて、飛行中の機体
データも活用することで、ビッグデータから故障の予兆となる変化を
捉え、必要な対策を先手で講じる取り組みを進めています。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率低下にも表れています。お客さまに安心してご搭
乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用により、機材品質向上に向けた取り組みを強化します。

【6/13福田さんコメント前】　
航空技術の進歩発展に伴い、航空機の安全性は飛躍的に高まっています。そのため、自社で経験する
ことができる事例は限られており、自国や自社の安全性の向上に焦点を当てた従来の取り組みだけで
は、航空システム全般の安全性をさらに向上させることが難しくなっています。そのため、ワールド
ワイドな視点で世界で日々発生する機材の不具合やヒューマンエラーに着目し、JALグループでも起こ
りうるリスクや貴重な教訓を不具合対策などに生かしています。
　2022年度は、航空業界に限らず他業界で発生した重大事象の分析を開始するなどさらに視野を拡げ
た取り組みへと発展させました。さらに、こうして収集・評価した安全情報を社内ポータルサイトに
蓄積し、グループ全体で活用しています。リスク管理には情報収集が不可欠であり、今後も力を入れ
て取り組んでまいります。

３【6/13卓さん修正前】　
航空機整備における点検は、不具合を未然に防止するために行うもの
です。過去の不具合を分析し、点検の間隔や方法等を定めています。
現在は、この考え方をさらに進歩させ、新たに生じる不具合も予測
し、未然防止に取り組んでいます。具体的には、航空機から得られる
ビッグデータを解析し、JALグループ独自に不具合を予測するロジッ
クを作成しました。整備士の知見やノウハウから得られる情報の蓄積
に加えて、飛行中の機体データも活用することで、ビッグデータから
故障の予兆となる変化を捉え、必要な対策を先手で講じる取り組みを
進めています。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率低下にも表れています。お客さまに安心してご搭
乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用により、機材品質向上に向けた取り組みを強化します。

４【6/13卓さん修正前】
　JALグループ各社は、部品脱落防止対策に重点をおいて取り組んで
います。部品の強度向上などの対策を講じるとともに、ハザードマッ
プを活用した機体点検における脱落兆候の早期発見に取り組んでいま
す。（03予測整備との関連を述べると更に説得力が増すのでは？）
　2022年度は、機体に留まらずエンジン内部の部品の検査・調査に
も力を入れて取り組みました。こうした取り組みにより、CAT（カテ
ゴリー）Ⅰ～Ⅲ(*)の部品脱落の総発生件数は減少しています。引き続き
意識を高く保ち、部品脱落ゼロを目指して対策を講じていきます。

(*)CATI（カテゴリーI）：大きさ（面積）が1000㎠以上又は重量1kg以上の部品（材質によらず）
CATII（カテゴリーII）：大きさ（面積）が100㎠以上1000㎠未満又は重量が0.2kg以上1kg未満の非金属部品若しくは重量が0.1kg以上1kg未満の
金属部品等。また、長さ100㎝以上のラバーシール、ライト類の全損については重量・材質・大きさによらずカテゴリーIIとして取り扱う。
CATⅢ（カテゴリーⅢ）：上記区分に属さないもの。

　安全・安心な航空機を提供するために定期的な点検や部品の交換を
行う等の整備作業を実施していますが、出発の直前になって不具合が
発見され、出発便が遅れる等、お客さまにご迷惑をお掛けする場合が
あります。こうした、これまでは予測が難しかった不具合を防ぐこと
ができないか、航空機から得られるさまざまなデータを最新のビッグ
データ解析技術やAIを活用すると共に、整備士が持っている優れた知
見やノウハウをかけ合わせて分析することにより、故障の予兆を早期
に見つけ、必要な対策を先手で講じる取り組みを進めています。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率の低下等にも表れており、お客さまに安心し
てご搭乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用を促進していきます。

　JALグループでは、飛行中の航空機からの部品等の落下（部品脱
落）をゼロにすることに向けて重点的に取り組んでいます。過去の部
品脱落事例をデジタル技術も活用し、エンジン内部の部品一点一点に
およぶまで、つぶさに分析を行い、個々の事例に応じて落ちにくい形
状の部品に交換する、落ちにくくするために補強する、点検の仕方を
工夫する、機種毎に落下しやすい場所を写真で示したハザードマップ
を作り、部門を越えて全グループ社員が協力して点検するなど、徹底
した対策を講じてきました。先に説明した予測整備の取り組みとも合
わせ、部品脱落の総発生件数は減少しており（*）、引き続き、安全で
安心な航空機を提供できるよう努めていきます。

(*)航空機から落下する部品等は、大きさや重さに応じて三段階に分類していますが、P10.その他の安全上のトラブルに記載の「機体部品の脱落」
は、一番大きな分類事例を集計したものです。

　安全・安心な航空機を提供するために定期的な点検や部品の交換を
行うなどの整備作業に加えて、航空機の不具合を予測し未然に防ぐ取
り組みを実施しています。
　2022年度は航空機から得られるさまざまなデータを最新のビッグ
データ解析技術やAIを活用して分析し、そこで得られた結果に整備士
が持っている知見やノウハウをかけ合わせることで、予測精度の向上
を図りました。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率の低下などにも表れており、お客さまに安心
してご搭乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用を促進していきます。

　JALグループでは、飛行中の航空機からの部品等の落下（部品脱
落）防止に力を入れて取り組んでいます。
　2022年度は、デジタル技術を活用してエンジンの内部に至るまで
詳細に分析し、落下防止のための部品補強などを行いました。さら
に、機種毎に落下しやすい箇所を写真で示したハザードマップを用い
た点検などを実施しました。先に説明した予測整備と組み合わせて取
り組んだ結果、部品脱落の総発生件数は減少しています(*)。
　引き続き、安全で安心な航空機を提供できるよう努めます。

(*)航空機から落下する部品等は、大きさや重さに応じて三段階に分類していますが、P10.その他の安全上のトラブルに記載の「機体部品の脱落」
は、一番大きな分類事例を集計したものです。

【背景】
　マニュアルに定められた定期点検や部品交換などの従来の整備作業
に加えて、データに基づいて航空機の不具合を予測し、未然に防ぐこ
とに取り組んでいます。
【取り組み・成果】
　2022年度は航空機から得られるさまざまなデータを最新のビッグ
データ解析技術やAIを活用して分析し、そこで得られた結果に整備士
が持っている知見やノウハウをかけ合わせることで、予測精度の向上
を図りました。
　こうした取り組みの結果は、イレギュラー運航の発生率の低下などにも表れており、お客さまに安心
してご搭乗いただけるよう、デジタル技術のさらなる活用を促進していきます。

【背景】
　JALグループでは、飛行中の航空機からの部品等の落下（部品脱
落）防止に力を入れて取り組んでいます。
【取り組み・成果】
　2022年度は、デジタル技術を活用してエンジンの内部に至るまで
詳細に分析し、落下防止のための部品補強などを行いました。さら
に、機種毎に注意すべき箇所を写真で示したハザードマップを用いた
点検などを実施しました。先に説明した予測整備と組み合わせて取り
組んだ結果、部品脱落の総発生件数は減少しています(*)。
　引き続き、安全で安心な航空機を提供できるよう努めます。

(*)航空機から落下する部品等は、大きさや重さに応じて三段階に分類していますが、P10.その他の安全上のトラブルに記載の「機体部品の脱落」
は、一番大きな分類事例を集計したものです。

【背景・課題認識】
　航空技術の発展に伴い、飛行の安全性は飛躍的に高まっています。世界的に故障やミスなどの発生
が減少している中で、安全性をさらに高めていくため、航空業界では、安全に関する情報を広く共有
する取り組みを行っています。
　JALグループでも、経験していない故障やミスの発生を未然に防止するため、他社で発生した不具合
を積極的に収集し、JALグループで起こりうるリスクを評価し、防止対策を講じる取り組みを行ってい
ます。
【取り組み・成果】
　2022年度は、航空業界に限らず他業界で発生した重大事象の分析を開始するなど、取り組みの範囲
を拡大しました。収集・評価した安全情報は社内ポータルサイトに掲載し、グループ全体で活用して
います。

分類しているのは我々なので、
分類していますとした。(分類
されているとするか悩んだ
が、、、）
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

〔背景〕
　安全に係る情報を幅広く収集・可視化し、多角的に分析を行ったう
えで、安全対策に活用することは、不安全事象の未然防止や、リスク
管理において極めて有効な手段です。

〔取り組み・成果〕
　現場の最前線から挙がる多数の気づきやヒヤリハット情報から予防
対策につながる情報を抽出するために、情報処理技術を用いたツール
を導入し、本格運用に向けて、検証を開始しました。また、安全活動
の取り組み状況や、航空機の故障やヒューマンエラーの発生状況など
を安全指標を用いて広範にモニターする体制を構築することで、安全
の状況をタイムリーに把握する環境を整え、迅速な安全対策を実行す
ることが可能になりました。
　今後も、進化を続ける情報処理技術を積極的に活用し、リスク管理
の強化を図ります。

〔背景〕
　JALグループでは、従来より安全管理システムが法令や社内規定
に適合していることを評価する適合性の確認に重点をおき、内部
監査を行ってきました。

〔取り組み・成果〕
　従来の監査に加え、将来的に安全管理システムを阻害する可能
性のあるリスクを見出すことを目的とする有効性の確認にも力を
入れて取り組みました。有効性の確認を通して、ヒヤリハット情
報の活用方法の改善など、従来の監査では見出しえなかった課題
の抽出につながりました。
　内部監査の強化を図ることで、引き続き安全管理システムの継続的な改善に取り組みます。

ヒューマンエラー防止に向けた取り組み

　人はエラーをするものであるとの考えのもと、その防止に向けて、発生したエラーについて、要因
の偏りや要因同士の関連性や、特定のエラーを誘発する要因や組織の特性を見出しています。
　2022年度は、それまでJALで用いていたヒューマンエラー分析手法(HFACS)をグループ全体に拡充
する取組みを推進しました。
　SJOやJAIRに対して、分析手法に関わる教育を実施しました。また、ヒューマンエラー事例をデー
タベース化し、そのデータに基づく分析を開始しました。さらに、インタビューワーのスキル向上の
ために、実践型のインタビュー教育プログラムを構築し、トライアルとして教育を実施しました。
　ヒューマンエラー発生の背後にあるものを引き出すためには聞き手のスキル向上が欠かせません。
今後もこれら取組みを推進してまいります。

安全情報の有効活用

　リスク管理を強化するためには、収集した情報の分析力強化と、安全管理システムの健全性を
多角的に把握するための指標の策定が不可欠です。
　このため、人では見つけられないような結びつきや傾向を捉えるために、ヒヤリハットレポー
トから予防的なアクションにつながる事案を抽出するツールを導入し、本運用に向けた検証を開
始しました。また、安全管理システムの健全性をモニターするため、安全活動の状況と結果（不
安全事象）を、安全指標を用いてより広範にモニターする体制を構築しました。
　これらの取組みにより、つぶさに安全の状況を把握することができるようになりました。
　データを用いたリスク抽出に力を入れて、リスク管理の強化を図ります。

内部監査の強化

　JALグループでは、安全を確保するための仕組みである安全管理
システムを継続的に改善するために、運用する安全管理システム
が、法令や社内規定に適合しているかどうかを評価する適合性監査
を内部監査として行ってきました。
　2022年度は、適合性監査に加えて、安全運航に対する潜在的な脅
威を見出すために、安全管理システムが適切に運用され、安全確保
に向けて有効に機能しているかどうかを評価する有効性監査を導入
しました。
　有効性監査を通して、被監査部門が、法定や規定に基づく情報収集に加えて、自発的な報告による
情報収集の有効性を認識するなど、適合性監査では見出しえなかった課題に気づく機会となりまし
た。
　安全を保証するための取組みとして監査の充実を図ることで安全管理システムの継続的な改善に繋
げてまいります。

修正
・各施策は、背景→取
り組み→結果→考察の
流れで記載

（背景と取り組み）
①JALグループでは、安全を確保するための仕組みである安全管理
システムを継続的に改善するために、運用する安全管理システム
が、法令や社内規定に適合しているかどうかを評価する適合性監査
を内部監査として行ってきました。
②2022年度は、適合性監査に加えて、安全運航に対する潜在的な脅
威を見出すために、安全管理システムが適切に運用され、安全確保
に向けて有効に機能しているかどうかを評価する有効性監査を導入
しました。
（結果と考察）
③これにより、適合性監査では見出しえなかった、ｘｘｘｘｘなどの課題を抽出するなどの気づきが
得られました。
④安全を保証するための取組みとして監査の充実を図ることで安全管理システムの継続的な改善に繋
げてまいります。

■YAZ松本さんから
（背景）JALグループでは、安全運航を確保するための仕組みで
ある安全管理システムを継続的に改善するために、運営中の安
全管理システムが法令や社内規定に適合していることを評価す
る適合性監査を内部監査として行ってきました。
（結果）内部監査として、適合性監査を継続して行うと共に、適合
性監査では見出しえなかった、自発的報告等により得られる情
報の活用や社内他本部、他社の安全管理のノウハウの取得等
に関する運営中の仕組みの改善の必要性など、安全運航に対
する潜在的な脅威を見出すために、運営中の安全管理システム
が適切に運営され有効に機能していることを評価する有効性監
査を導入しました。

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下

08

07

06

　リスク管理を強化するためには、収集した情報の分析力強化と、安全管理システムの健全性を
多角的に把握するための指標の策定が不可欠です。
　このため、人では見つけられないような結びつきや傾向を捉えるために、ヒヤリハットレポー
トから予防的なアクションにつながる事案を抽出するツールを導入し、本運用に向けた検証を開
始しました。また、安全管理システムの健全性を確認するため、安全活動の状況と結果（不安全
事象）を、安全指標を用いてより広範にモニターする体制を構築しました。
　これらの取り組みにより、つぶさに安全の状況を把握することができるようになりました。
　データを用いたリスク抽出に力を入れて、引き続きリスク管理の強化を図ります。

　ヒューマンエラーの防止に向けて、発生したエラーについて、要因の偏りや要因同士の関連性、特
定のエラーを誘発する要因・組織の特性を見出しています。
　2022年度は、それまでJALで用いていたヒューマンエラー分析手法(HFACS)をグループ全体に拡充
する取り組みを推進しました。
　SJOやJ-AIRに対して、分析手法に関わる教育を実施しました。また、ヒューマンエラー事例をデー
タベース化し、そのデータに基づく分析を開始しました。さらに、インタビューワーのスキル向上の
ために、実践型のインタビュー教育プログラムを構築し、トライアルを実施しました。
　ヒューマンエラー発生の背後にあるものを引き出すためには聞き手のスキル向上が欠かせません。
今後もこれらの取り組みを推進していきます。

〔背景〕
　ヒューマンエラーの発生防止のためには、発生事象・要因に加えて、エラーを誘引する組織の
特性や背後に潜む環境要因まで踏み込み、リスクを確実に見出すことが重要です。

〔取り組み・成果〕
　ヒューマンエラー事例をデータベース化し、そのデータに基づく分析を開始しました。また、
ヒューマンエラー分析手法（HFACS）をグループ全体に拡大する取り組みを推進し、J-AIRやSJO
において、分析手法に関わる教育を実施しました。さらに、ヒューマンエラー発生の背後にある
ものを導き出すためには、調査スキルの向上が欠かせないため、実践型のインタビュー教育プロ
グラムを構築し、トライアルを実施しました。
　今後もこれらの取り組みを推進し、ヒューマンエラー対策の強化を図ります。

７【6/13福地さん修正前】　
　安全管理システムを健全に運営し、リスクを適正に管理するには、安
全に係る情報を収集・可視化し、多角的に分析を行ったうえで、安全対
策に活用する必要があります。毎日多数に報告されるヒヤリハットレ
ポートから予防的な安全対策につながる情報を抽出するデータマイニン
グ技術を用いたツールを導入し、本運用に向けた検証を開始しました。
また、安全管理システムの健全性を確認するため、安全活動の状況と結
果（不安全事象）を安全指標を用いてより広範にモニターする体制を構
築しました。
　これらの取り組みにより、安全の状況を定量的に把握する環境が整うとともに、迅速な安全対策
を実行することが可能になりました。データを用いたリスク抽出に力を入れて、引き続きリスク管
理の強化を図ります。

８【6/13福地さん修正前】　
ヒューマンエラーの発生防止のためには、発生事象・要因の傾向分析や、ヒューマンエラーの直接的
な原因の背後に潜む組織の特性や背後要因にまで踏み込んだ分析が不可欠です。
　2022年度は、それまでJALで用いていたヒューマンエラー分析手法（HFACS）をグループ全体に拡
充する取り組みを推進しました。J-AIRやSJOに対して、分析手法に関わる教育を実施しました。ま
た、ヒューマンエラー事例をデータベース化し、そのデータに基づく分析を開始しました。さらに、
インタビュアーのスキル向上のために、実践型のインタビュー教育プログラムを構築し、トライアル
を実施しました。ヒューマンエラー発生の背後にあるものを引き出すためには聞き手のスキル向上が
欠かせません。今後もこれらの取り組みを推進します。

「内部監査の強化」についての修正案です。
【原案】
JALグループでは、安全管理システムが法令や社内規定に適合していることを評
価する適合性の確認に重点をおき内部監査を行ってきました。
2022年度は、従来の内部監査に加えて、将来的に有効性を阻害する可能性のあ
る要因を見出すことを目的とする有効性の確認を実施しました。有効性の確認を
通して、自発的報告等により得られる安全に係る情報の活用方法など 、従来の監
査では見出しえなかった課題の抽出につながりました。内部監査の強化を図るこ
とで、引き続き安全管理システムの継続的な改善 に取り組みます。

【修正案】
JALグループでは、安全管理システムが法令や社内規定に適合していることを評
価する適合性の確認に重点をおき内部監査を行ってきました。
2022年度は、従来の内部監査に加えて、将来的に有効性を阻害する可能性のあ
る要因を見出すことを目的とする有効性の確認を実施しました。有効性の確認を
通して、現場より自主的に報告された情報の活用方法の改善など 、従来の監査で
は見出しえなかった課題の抽出につながりました。内部監査の強化を図ることで、
引き続き安全管理システムの継続的な改善 に取り組みます。

ちなみに、「安全管理システム」という言葉自体は、一般的に使用されている言葉
です。また、JALホームページに以下のような文言もありますので、後段の部分の
改訂は不要と考えます。
「さらに、高い安全水準を確保するために、経営、各部門、安全推進本部において
安全に関するPDCAサイクルを確実に回し、それらを有機的に結びつけることで、
安全管理システムを機能させ継続した改善を行っています。」

よろしくお願いします。

市毛

　JALグループでは、安全管理システムが法令や社内規定に適合してい
ることを評価する適合性の確認に重点をおき内部監査を行ってきまし
た。
2022年度は、従来の内部監査に加えて、将来的に有効性を阻害する可
能性のある要因を見出すことを目的とする有効性の確認を実施しまし
た。有効性の確認を通して、現場より自主的に報告された情報の活用
方法の改善など、従来の監査では見出しえなかった課題の抽出につな
がりました。内部監査の強化を図ることで、引き続き安全管理システ
ムの継続的な改善に取り組みます。

　安全に係る情報を幅広く収集・可視化し、多角的に分析を行ったうえで、
安全対策に活用することは、不安全事象の未然防止や、リスク管理において
極めて有効な手段です。
　JALグループでは、現場の社員の気づきや毎日多数挙がるヒヤリハットレ
ポートに対し、情報処理技術を駆使し、予防的な安全対策につながる情報を
抽出するツールを導入し、本運用に向けた検証を開始しました。
　また、安全活動の取り組み状況や、航空機の故障やヒューマンエラーの発生状況等を安全指
標を用いて広範にモニターする体制を構築することで、安全の状況をタイムリーに把握する環
境を整え、迅速な安全対策を実行することが可能になりました。
今後も、進化をつづける情報処理技術を積極的に活用し、リスク管理の強化を図ります。

福地さん
安全に係る情報を幅広く収集・可視化し、多角的に分析を
行ったうえで、安全対策に活用することは、不安全事象の
未然防止や、リスク管理において極めて有効な手段です。
JALグループでは、現場の最前線から、毎日、多数の気づ
きやヒヤリハットレポートが報告されていることから、情報処
理技術を駆使し、予防的な安全対策につながる情報を抽出
するツールを導入し、本運用に向けた検証を開始しました。
また、安全活動の取り組み状況や、航空機の故障やヒュー
マンエラーの発生状況等を安全指標を用いて広範にモニ
ターする体制を構築することで、
安全の状況をタイムリーに把握する環境を整え、迅速な安
全対策を実行することが可能になりました。
今後も、進化をつづける情報処理技術を積極的に活用し、
リスク管理の強化を図ります。

佐々木修正案

JALグループでは、現場の最前線から、多数
の気づきやヒヤリハットレポートが報告され
ています。それらの報告から予防的な安全対
策につながる情報を抽出するために、情報処
置ツールを用いた検証を開始しました。

【背景・課題認識】
　（安全管理システムの・・・をはかるために内部監査に力を入れて
います）JALグループでは、従来より安全管理システムが法令や社内規
定に適合していることを評価する適合性の確認に重点をおき内部監査
を行ってきました。
【取り組み・成果】
　2022年度は、将来的に安全管理システムを阻害する可能性のあるリ
スクを見出すことを目的とする有効性の確認にも力を入れて取り組み
ました。2022年度は、将来的に安全管理システムを阻害する可能性の
ある要因を見出すことを目的とする有効性の確認にも力を入れて取り
組みました。有効性の確認を通して、現場より自主的に報告された情
報の活用方法の改善など、従来の監査では見出しえなかった課題の抽
出につながりました。
　内部監査の強化を図ることで、引き続き安全管理システムの継続的な改善に取り組みます。

【背景・課題認識】
　JALグループでは、従来より安全管理システムが法令や社内規定に適
合していることを評価する適合性を確認する監査を行ってきました。
加えて、将来的に安全管理システムを阻害する可能性のあるリスクを
見出すことを目的とする有効性の確認する監査にも力を入れて取り組
んで。
【取り組み・成果】
　2022年度は、有効性の確認を通して、現場より自主的に報告された
情報の活用方法の改善など、従来の監査では見出しえなかった課題の
抽出につながりました。
　内部監査の強化を図ることで、引き続き安全管理システムの継続的な改善に取り組みます。
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

〔背景〕
　安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、
長期的かつ継続的に、成長段階に応じた教育を行っていくこと
が重要です。

〔取り組み・成果〕
　新入社員・新任管理職を対象とする安全研修に加えて、入社
10年目の職場のリーダー層に対する研修を新設しました。この
研修では、運航・客室・整備・空港などの現場部門や間接部門
の社員が一堂に会し、職場のリーダーとして必要とされる安全
の知識を習得するとともに他部門の仲間との対話を通じて安全
意識のさらなる向上を図りました。
　研修を通して受講者は10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新たにし、自分自身の安全
に対する思いと向き合っています。受講した社員の声など、詳細は40ページの「JALグルー
プ階層別安全研修」をご参照ください。

〔背景〕
　2023年3月時点で123便事故後に入社した社員が約99%になりました。
JALグループが過去に起こした事故を自分事として捉え、事故から時間が
経っても安全に対する強い思いを持つ人財を継続的に育成していきます。

〔取り組み・成果〕
　2021年度より整備や客室など現場の若手社員を安全推進本部に配置し、
御巣鷹の尾根の整備や安全啓発センターの運営などの業務を担当することで
過去の事故を深く学ぶ機会としています。2022年度には、育成の対象を本
社部門にも拡大し、オペレーション本部の社員を新たに配置しました。
　若手社員たちは安全推進本部在籍中に「私たちの世代が事故を語り継がね
ばならない」との意識を強く持つようになり、元の職場に復帰しています。
このように、若手社員に安全推進本部の業務を経験する機会を継続的に設け
ることで安全人財の層を厚くすることに取り組んでいます。

安全意識を高めるための教育の見直し 各職場で事故の教訓を広める人財の育成

継続的なキャンペーンや教育などの実施パイロットサポートプログラムの構築

グループ航空の組織課題に対する取り組み

・10年目安全研修の新設や航空業界以外の
企業との交流などにより教育体系を強化

・現地、現物の保全や安全推進活動を通して
事故の教訓を語り継ぐ人財を幅広い部門から
配置

・事業環境など取り巻く環境の変化に適
応する安全教育の再構築に着手
 ・飲酒知識教育の実施、適飲012運動・
ウェルネス活動との連携施策を展開

・JPSP(JAL Peer Support Program)の正
式運用開始によりJALの運航乗務員が秘匿
環境下で安心して悩みを相談できる環境
を整備
・一部のグループ航空においてもパイ
ロットサポートプログラムの運用を開始

・グループ航空との連携を強化し、本質的な
課題を見出す組織課題の取り組みを実施
・単独の部門だけでは解決出来ない課題につ
いて、課題総括からJALグループ全体課題を
見出す枠組みを新設

私たち JAL グループは、過去に重大な不安全事象や連続した不安全
事象を発生させたことがあります。このような状況では、作業者のエ
ラーといった直接的な要因だけでなく、エラーを発生させた背景要因を
特に重視し分析を行ってきました。こうして見出した背景要因は、一人
ひとりの安全意識や組織風土まで多岐に渡るもので、我々の日常の中
に深く潜在しており非常に見出しにくいものです。このような不安全事
象の背後に潜む要因を予め組織の課題として見出すことが重要と考
え、今年度、新たに「組織課題に対する取り組み」を施策に追加しまし
た。具体的には以下のような取り組みを行います。

安全に関わる教育の見直し

安全人財の育成に向けた取り組み

階層別研修体系において、新入社員安全研修と新任管理職安全研修との間にリーダー層を対象とする
研修を新設しました。

　JALグループが過去に発生させてしまった事故からどれだけ時が経とうとも、自
分事として事故と対峙し、安全に対する強い思いをもつ人財を継続的に育成する
ことが課題となっています（御巣鷹山事故後に入社した社員が2023年3月時点で
約99%になっています）。
　御巣鷹の尾根の整備や安全啓発センターの企画や運営、ガイドを通じて過去の
事故を深く理解し、次世代に安全を継承するために、2021年度よりさまざまな部
門の若年層の社員を安全推進本部に配置しました（整備本部、客室本部などの現
場部門から配置）。
　2022年度は、本社ビルにて勤務するオペレーション本部の社員を新たに配置
し、過去の事故を学んでもらっています。
　配属された社員には、自分たちが事故の事実、そして教訓を語り継がなければ
ならないと、自分事として考え、行動するなどの変化が見られました。
今後も、安全人財を育成する取り組みを継続してまいります。

（背景と取り組み）JAL グループでは、重大な不安全事象や連続した不安全事象を発生させてし
まった際に、作業者のエラーといった直接的な要因だけでなく、エラーを発生させた背景要
因にも着目し分析を行ってきました。このような背景要因は、一人ひとりの安全意識から組
織風土に至るまで多岐にわたり、日常に深く潜在し大変見出しにくく、どのように見出すか
が課題となっています。社内外の過去事例を分析し、事象発生前に予め組織に関わる課題
（組織課題）として見出す取り組みを実施しました。

（結果と考察）「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念
できる環境の整備」の必要性を組織課題として見出し、2023年度安全目標として取り組むこ
ととなりました。長らく社員が業務に専念する上で課題と感じていたものの、着手できずに
いた課題に向き合えたことに加えて、それらを全社で取り組めるようになりました。

事故を経験した社員が減少し、事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時の経験や気持
ち、安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことで、常に安全を大前提として行動する人財
を育成します。飲酒問題についても、教訓から学び、飲酒に対する厳しい集団規範を確⽴します。

なぜこの取組み
をやることに
なったのかの背
景

　安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期的且つ継続的
に、世代に応じた教育を行っていくことが重要ですが、現状においては新入社員安
全研修受講後、管理職へ昇格するまで研修機会が設定されておりませんでした。
　そこで2022年度に、入社後10年目前後の職場のリーダー層に対する研修を新設
しました。
　この研修では、運航や客室、空港などの現場部門から間接部門に所属する社員ま
で、職種を越えた仲間が一堂に会して、職場のリーダーとしての安全に関する必要
な知識の習得や仲間との対話を通して安全意識の更なる向上を図りました。
　研修の最後に実施する安全宣言において、受講者から「10年という節目に安全を
守り抜く覚悟を新たにした」との宣言が発表されるなど、自分自身の安全に対する
思いに向き合う機会となりました。受講した社員からの声など、詳細は40ページの
「JALグループ階層別安全研修」をご確認ください。

課題と打ち手

打ち手の結果

安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期的な育成が必要ですが、階層別研修
体系において、新入社員安全研修と新任管理職安全研修との間にリーダー層を対象とする研修を新設
しました。また、航空における安全・安心を追求するには、航空界のみならず、さまざまな職種、他
業界からも学ぶことが必要であるとの考えのもと、航空以外の業界の皆様との交流させていただく機
会をいただきディスカッションなどを通して安全の重要性や航空としての役割などを再認識させてい
ただきました。2022年度は、西日本旅客鉄道株式会社様、東京地下鉄株式会社様、東日本旅客鉄道株
式会社様と交流させていただく貴重な機会をいただきました。

（背景と取り組み）JAL グループでは、重大な不安全事象や連続した不安全事象を発生させてし
まった際に、作業者のエラーといった直接的な要因だけでなく、エラーを発生させた背景要
因にも着目し分析を行ってきました。このような背景要因は、一人ひとりの安全意識から組
織風土に至るまで多岐にわたり、日常に深く潜在し大変見出しにくいものですが、事象発生
前に予め組織に関わる課題（組織課題）として見出す取り組みを実施しました。

（結果と考察）「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念
できる環境の整備」の必要性を組織課題として見出し、2023年度安全目標として取り組むこ
ととなりました。長らく社員が業務に専念する上で課題と感じていたものの、着手できずに
いた課題に向き合えたことに加えて、それらを全社で取り組めるようになりました。

　JAL グループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背景要因）にも着目して分析を行い、対策を講じてきました。しかし、エラーが起こる背
景要因は、一人一人の意識から組織風土に至るまで多岐にわたるものであり、日常の中に深く潜在してい
るため大変見出しにくく、どのように見出すかが課題となっていました。
　2022年度、組織事故論を基に、組織に関わる課題（組織課題）を見出す取り組みを開始しました。
　その中で、「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境
の整備」の必要性を組織課題として見出し、2023年度安全目標として取り組むこととしました。
　この取り組みを通して、長らく取り組めていなかった課題を組織課題として見出すことで対策を講じる
きっかけとなりました。

修正
・各行動目標にリード文
を追加
・各施策は、背景→取り
組み→結果→考察の流れ
で記載

安全はJALグループ存立の大前提であり、それはいかなる環境においても変わりません。JALグループ
は、安全を大前提として考え行動する人財の育成に力を入れ、持続性のある安全文化を確立してまい
ります。人財は一朝一夕に育つものではなく、育成方法が一様に確立されているものではありませ
ん。今後も、地道に継続的に取り組んでまいります。

安全に関わる教育の見直し

安全人財の育成の取組み

組織課題に対する取り組み

（背景と取り組み）JALグループで過去に発生させた事故を知り安全に強い思いをもつ人財を、時
間が経過したとしても継続的に育成していくことが課題となっています（御巣鷹山事故後に入
社した社員が、202X年X月時点で99.X%）。様々な部門の若手に過去の事故を深く知ってもら
うため、2021年度より安全推進本部に若手の配置を開始しました。

（結果と考察）2022年度は、オペレーション本部の若手社員を新たに配置し、安全啓発センター
のガイドや安全の取り組みを担当しながら過去の事故を学んでもらっています。従来は現場だ
けでしたが、本社ビルからの配置を取り入れたことで幅広い人財のアサインができた

（背景と取り組み）
①安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期的且つ継続的に、世代に応じた
教育を行っていくことが重要ですが、現状においては新入社員安全研修受講後、管理職へ昇格する
まで研修機会が設定されておりませんでした。
②そこで、2022年度に、入社後10年目前後の職場のリーダー層に対する研修を新設しました。
（結果と考察）
③受講者のアンケートからも、入社時とは異なる視点で安全について考えてもらうことで、さらな

る安全意識の向上を図っています。参加した社員からの声など、詳細は34ページをご確認くだ
さい。

（背景と取り組み）
①JAL グループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接要因だけでなく、背景要
因にも着目し分析を行い対策を講じてきました。しかし背景要因は、一人ひとりの意識から組織風土に至
る多岐にわたるものであり、日常に深く潜在しているため大変見出しにくく、どのように見出すかが課題
となっていました。
②2022年度、組織事故論を基に、組織に関わる課題（組織課題）を見出す取り組みを開始しました。
（結果と考察）
③「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」の
必要性を組織課題として見出し、2023年度安全目標として取り組むこととなりました。
④これら長らく取り組めていなかった課題を組織課題として見出すことで対策を講じるきっかけとなりま
した。

（背景と取り組み）JALグループで過去に発生させた事故を知り安全に強い思いをもつ人財を、時
間が経過したとしても継続的に育成していくことが課題となっています（御巣鷹山事故後に入
社した社員が、2023年3月時点でおよそ99%）。様々な部門の若手に過去の事故を深く知って
もらうため、2021年度より安全推進本部に若手の配置を開始しました。

（結果と考察）2022年度は、オペレーション本部の若手社員を新たに配置し、安全啓発センター
のガイドや安全の取り組みを担当しながら過去の事故を学んでもらっています。従来は現場だ
けでしたが、本社ビルからの配置を取り入れたことで幅広い人財のアサインができました。

JALグループは、安全を大前提として考え行動する人財の育成に力を入れ、持続性のある安全文化を確
立してまいります。人財は一朝一夕に育つものではなく、育成方法が一様に確立されているものでは
ありません。今後も、地道に継続的に取り組んでまいります。

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下

JALグループは、安全を大前提として考え行動する人財を育成するため、入社から継続して安全を学
び、そして経験できる機会を設けています。
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２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

　JALグループが過去に発生させてしまった事故からどれだけ時が経
とうとも、自分事として事故と対峙し、安全に対する強い思いをもつ
人財を継続的に育成することが課題となっています（御巣鷹山事故後
に入社した社員が2023年3月時点で約99%になっています）。
　御巣鷹の尾根の整備や安全啓発センターの企画や運営、ガイドを通
じて過去の事故を深く理解し、次世代に安全を継承するために、
2021年度よりさまざまな部門の若年層の社員を安全推進本部に配置
しました（整備本部、客室本部などの現場部門から配置）。
　2022年度は、本社ビルにて勤務するオペレーション本部の社員を新たに配置し、過去の事故を学んでも
らっています。
　配属された社員には、自分たちが事故の事実、そして教訓を語り継がなければならないと、自分事として
考え、行動するなどの変化が見られました。
今後も、安全人財を育成する取り組みを継続してまいります。

2023/6/12
　安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期
的かつ継続的に、成長段階に応じた教育を行っていくことが重要で
すが、現状は新入社員安全研修受講後、管理職へ昇格するまで研修
の機会を設けておりませんでした。そこで、2022年度に入社後10
年目前後の職場のリーダー層に対する研修を新設しました。この研
修では、運航・客室・空港などの現場部門や間接部門の社員が一堂
に会し、職場のリーダーとして必要とされる安全の知識を習得する
とともに他部門の仲間との対話を通じて安全意識のさらなる向上を
図りました。
　研修の最後に実施する安全宣言において、受講者から「10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新
たにした」との宣言が発表されるなど、自分自身の安全に対する思いに向き合う機会となりました。受
講した社員からの声など、詳細は40ページの「JALグループ階層別安全研修」をご確認ください。

　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背景要因）にも着目して分析を行い、対策を講じてきました。しかし、エラーが起こる背
景要因は、一人一人の意識から組織風土に至るまで多岐にわたるものであり、日常の中に深く潜在してい
るため大変見出しにくく、どのように見出すかが課題となっていました。
　2022年度は、組織事故論を基に組織に関わる課題（組織課題）を見出す取り組みを開始しました。その
中で、「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整
備」の必要性を組織課題として見出し、2023年度安全目標として取り組むこととしました。組織課題に対
する取り組みが、長らく取り組むことができなかった課題を見出すことにつながり、対策を講じるきっか
けとなりました。

【6/13福地さん修正前】　
安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期的
かつ継続的に、成長段階に応じた教育を行っていくことが重要で
す。そこで、2022年度に、新入社員・新任管理職を対象とする安全
研修に加えて、入社後10年目前後の職場のリーダー層に対する研修
を新設しました。この研修では、運航・客室・空港などの現場部門
や間接部門の社員が一堂に会し、職場のリーダーとして必要とされ
る安全の知識を習得するとともに他部門の仲間との対話を通じて安
全意識のさらなる向上を図りました。
　研修の最後に実施する安全宣言において、受講者から「10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新
たにした」との宣言が発表されるなど、自分自身の安全に対する思いに向き合う機会となりました。受
講した社員からの声など、詳細は40ページの「JALグループ階層別安全研修」をご確認ください。

　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背景要因）にも着目して分析を行い、対策を講じてきました。しかし、エラーが起こる背
景要因は、一人一人の意識から組織風土に至るまで多岐にわたるものであり、日常の中に深く潜在してい
るため、どのように抽出するかが課題となっていました。
　2022年度は、組織事故論を基に組織に関わる課題（組織課題）を見出す取り組みを開始しました。その
中で、「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整
備」の必要性を組織課題として認識し、2023年度安全目標として取り組むこととしました。組織課題に対
する取り組みが、長らく取り組むことができなかった課題に対する対策を講じるきっかけとなりました。

JAL グループでは、重大事象を発生させた際
に、作業者のエラーのような直接的な要因だけ
でなく、背後にある要因 (背景要因)にも着目し
て分析を行い、対策を講じてきました。
エラーが起こる背景要因は多々ありますが、一
人一人の意識と共に組織風土に関わる要因の
重要性を再認識しました。そして 2022年度、こ
の組織に関わる課題 (組織課題)を見出す取り
組みに着手しました。   その過程で、「専門人財
を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携
わる社員が安全に専念できる環境の整備」の
必要性を確認し組織課題として、 2023年度安
全目標として取り組むこととしました。  

　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背後要因）をも分析し対策を講じてきました。エラーが起こる要因は表層的なものばかり
ではなく、背後要因は日常の中に深く潜在しているため、を見出すためには様々な視点で深く考察となっ
ていました。
　このような背後要因は、突きつめると組織が長年にわたり抱える構造的な課題（組織課題）に行きつく
ことから、2022年度、組織課題を見出す取り組みを開始しました。これにより、長らく取り組むことがで
きなかった 「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の
整備」を課題として見出し、2023年度、安全目標として取り組むこととなりました。

　安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期
的かつ継続的に、成長段階に応じた教育を行っていくことが重要で
す。そこで、2022年度に、新入社員・新任管理職を対象とする安全
研修に加えて、入社後10年目前後の職場のリーダー層に対する研修
を新設しました。この研修では、運航・客室・整備・空港などの現
場部門や間接部門の社員が一堂に会し、職場のリーダーとして必要
とされる安全の知識を習得するとともに他部門の仲間との対話を通
じて安全意識のさらなる向上を図りました。
　研修を通して受講者は10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新たにし、自分自身の安全に対する
思いに向き合っています。受講した社員からの声など、詳細は40ページの「JALグループ階層別安全研
修」をご確認ください。

研修を通して受講者は10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新たにし、自分自身の安全に対する思
いに向き合っています。　
研修の最後に実施する安全宣言において、受講者から「10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新た
にした」との宣言が発表されるなど、自分自身の安全に対する思いに向き合う機会となりました。

　JALグループが過去に発生させた事故を自分事として捉え、事故か
ら時間が経っても安全に対する強い思いを持つ人財を継続的に育成し
ていく必要があります。御巣鷹山事故後に入社した社員が2023年3月
時点で約99%になっています。2021年度より若手社員を安全推進本
部に配置し、御巣鷹の尾根の整備や安全啓発センターの運営などの業
務を担当することで過去の事故を深く学ぶ機会としています。2021
年度は整備本部、客室本部などの現場部門から配置しました。
　2022年度には、オペレーション本部（本社部門）の社員を新たに配置しました。若手社員たちは安
全推進本部在籍中に「私たちの世代が事故を語り継がねばならない」との意識を強く持つようになり、
元の職場に復帰しています。このように、若手社員に安全推進本部の業務を経験する機会を継続的に設
けることで安全人財の層を厚くすることに取り組んでいます。

　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背後要因）をも分析し対策を講じてきました。この背後要因は、日常の中に深く潜在して
おり、見出すことが大変難しいものです。見出すためには様々な視点で深く考察する必要があります。
　このような背後要因は、突きつめると組織が長年にわたり抱える構造的な課題（組織課題）に行きつく
ことから、2022年度、組織課題を見出す取り組みを開始しました。これにより、長らく取り組むことがで
きなかった 「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の
整備」を課題として見出し、2023年度、安全目標として取り組むこととなりました。

　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後に隠れた要因（背後要因）も分析し対策を講じてきました。この背後要因は、日常の中にリスクとして
認識されることなく存在しており、見出すためにはさまざまな視点で分析する必要があります。これらを
見出すことは組織が抱える構造的な課題（組織課題）に行きつきます。
そこで、2022年度は組織課題を見出す取り組みに重点を置いて取り組みました。その結果、人財育成の仕
組みづくりや職場環境の整備などの課題が抽出され、2023年度、安全目標として「専門人財を持続的に育
成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」に取り組むこととしました。

　JALグループでは、安全に関わる事象が発生した際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでな
く、背後に隠れた要因（背後要因）も分析し対策を講じてきました。背後要因は、日常の中にリスクとし
て認識されることなく存在しており、これを見出すためにはさまざまな視点で分析する必要があります。
背後要因を分析することは、組織が抱える構造的な課題（組織課題）の抽出につながります。
そこで、2022年度は組織課題を見出す取り組みに重点を置いて取り組みました。その結果、人財育成の仕
組みづくりや職場環境の整備などの課題が抽出され、2023年度、安全目標として「専門人財を持続的に育
成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」に取り組むこととしました。

JALグループでは、安全に関わる事象が発生した際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでな
く、背後に隠れた要因（背後要因）も分析し対策を講じてきました。さまざまな視点が必要です。
背後要因を深く分析すると、組織が抱える構造的な課題（組織課題）を見出すことにつながります。
このため、2022年度は組織課題を見出すことに重点を置き取り組みました。
その結果、人財育成の仕組みづくりや職場環境の整備などの課題が抽出され、2023年度、安全目標として
「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」に取
り組むこととしました。

　JALグループでは、安全に関わる事象が発生した際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでな
く、背後に隠れた要因（背後要因）も分析し対策を講じてきました。この取り組みをとおして、背景要因
は時に日常に潜み、組織に深く根付いているものであることをあらためて認識しました。このような背景
要因を突き止めるためには様々な視点と深い考察が必要です。そのため、2022年度は組織が抱える根深い
課題（組織課題）を見出す取り組みに重点を置いて取り組みました。その結果、人財育成の仕組みづくり
や職場環境の整備などの組織の構造的な課題の抽出に繋がり、2023年度、安全目標として「専門人財を持
続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」に取り組むこととし
ました。

・安全に関わる事象が発生した際に、直接的な要因と背後に隠れた要因（背景要因)を分析し対策を講じて
います。
・背景要因は見出すことが難しいです。（沢山ある？深さがある？）
・さまざまな視点でみることが必要
・さまざまな視点でみると、組織的な課題まで見えてくる
・人財育成のしくみと環境整備という組織的な課題がみえてきた
・2023年安全目標に「専門人財・・・・・」「接客に・・・・」掲げて取り組んでいきます

事象発生時、直接的な要因に対処している
作業者のエラーのような直接要因　手順の見直し、規程の改訂

変化の大きいなか
作業者のやりがい
職場コミュニケーション

働きてのやりがい追求

安全を担保するにはやりがいをもつことが必要

通常のエラー対策では見出せないが
環境変化のなかで視点を広くもつことが大事

などの背景要因への対応が必要
ぱっとみうまくいっているような

2022年度は組織に着目した見出しを

　エラーが発生した際に、作業手順の見直しを図り、規程の改訂を行うなど、安全にかかわる事象が発生
した際には直接的な要因に対処しています。またそれだけではなく、エラーの背景には、職場内でのコ
ミュニケーションややりがいなど、隠れた要因(背後要因)が生じていることがあるため、JALグループでは
さまざまな視点で分析を行っています。
　コロナ禍や事業規模の拡大などさまざまな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制など、組織的な背
後要因に重点を置いて課題の抽出に取り組みました。その結果、人財育成の仕組みづくりや職場環境の整
備が課題として見出されました。
　2023年度はこれらの課題の解決を安全目標に掲げて取り組むことで、社員のモチベーションを高め、安
全を担保していきます。

　JALグループでは、安全に関わる事象が発生した際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでな
く、背後に隠れた要因（背後要因）も分析し対策を講じてきました。背後要因を分析することは、組織が
抱える構造的な課題（組織課題）の抽出につながります。見出すためにはさまざまな視点で分析する必要
があります。
そこで、2022年度は組織課題を見出す取り組みに重点を置いて取り組みました。その結果、人財育成の仕
組みづくりや職場環境の整備などの課題が抽出され、2023年度、安全目標として「専門人財を持続的に育
成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の整備」に取り組むこととしました。

　2022年度は、新たな教育の導入による意識啓発や人財交流などを通して高い安全意識を持つ人財の
育成に取り組みました。また、安全を最優先に行動することができる組織文化の定着のために、集団
規範の確立に努めるとともに、心身の健康にも着目した取り組みを実施しました。

2022年度は、教育による意識啓発や社員の心身の健康など高い安全意識を持つ人財育成に必要な取り
組みを進めるとともに、安全を最優先に行動することができる組織文化の定着のために継続的なキャ
ンペーンや教育を実施しました。

人財は安全を守る最後の砦であり、人財育成は安全の実現に不可欠です。2022年度は、安全を大前提
として考え行動できる人財育成に努めました。安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐ仕組
みを厚くする取り組みを進めました。加えて、安全を大前提に考え行動する人財の育成と組織文化の
定着のために、継続的なキャンペーンや教育の実施に努めています。
高い安全意識を持つ人財を育成すると共に、こうした人財が安全を最優先し行動できる組織文化

安全を大前提として考え行動できる人財育成に努めました。安全への想いを絶やすことなく次世代へ
引き継ぐ仕組みを厚くする取り組みを進めました。加えて、安全を大前提に考え行動する人財の育成
と組織文化の定着のために、継続的なキャンペーンや教育の実施に努めています。

　人財は安全を守る最後の砦であり、人財育成は安全の実現に不可欠です。2022年度は、安全を大前
提として考え行動できる人財育成に努めました。安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐ仕
組みを厚くする取り組みを進めました。加えて、安全を大前提に考え行動する人財の育成と組織文化
の定着のために、継続的なキャンペーンや教育の実施に努めています。　また、新たな取り組みとし
て、JALグループの各組織や部門が抱える課題（組織課題）の洗い出しにも取り組みました。
安全を大前提として考え行動する人財の育成には、社員の心身の健康が不可欠です。そのため、不規
則な勤務など特殊な環境で仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートする体制を構築
・・・。。。

【背景・課題認識】
　安全を大前提として考え行動する人財を育成するためには、長期的
かつ継続的に、成長段階に応じた教育を行っていくことが重要です。
【取り組み・成果】
　そこで、2022年度に、新入社員・新任管理職を対象とする安全研修
に加えて、入社後10年目前後の職場のリーダー層に対する研修を新設
しました。この研修では、運航・客室・整備・空港などの現場部門や
間接部門の社員が一堂に会し、職場のリーダーとして必要とされる安
全の知識を習得するとともに他部門の仲間との対話を通じて安全意識
のさらなる向上を図りました。
　研修を通して受講者は10年という節目に安全を守り抜く覚悟を新たにし、自分自身の安全に対する
思いと向き合っています。受講した社員からの声など、詳細は40ページの「JALグループ階層別安全研
修」をご参照ください。

【背景・課題認識】
　2023年3月時点で123便事故後に入社した社員が約99%になりまし
た。JALグループが過去に起こした事故を自分事として捉え、事故か
ら時間が経っても安全に対する強い思いを持つ人財を継続的に育成し
ていきます。そのために、2021年度より整備や客室など現場の若手
社員を安全推進本部に配置し、御巣鷹の尾根の整備や安全啓発セン
ターの運営などの業務を担当することで過去の事故を深く学ぶ機会と
しています。
【取り組み・成果】
　2022年度には、オペレーション本部（本社部門）の社員を新たに配置しました。
　若手社員たちは安全推進本部在籍中に「私たちの世代が事故を語り継がねばならない」との意識を強
く持つようになり、元の職場に復帰しています。このように、若手社員に安全推進本部の業務を経験す
る機会を継続的に設けることで安全人財の層を厚くすることに取り組んでいます。
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

〔背景〕
　安全を大前提に考え行動する人財の育成と組織文化の定着に向
けて、キャンペーンや教育を継続的に実施しています。

〔取り組み・成果〕
　全社員を対象に、自らの業務と安全を結びつけるための教育を
定期的に実施しました。さらには、飲酒に対する厳しい集団規範
を維持するために、節度ある適切な飲酒を実践するためのキャン
ペーンや教育を実施するとともに、定期航空協会と連携して講演
会を開催しました。キャンペーンや教育を継続的に実施したこと
が奏功し、社内意識調査において飲酒に対する高い意識が維持さ
れていることを確認しています。
　意識の形骸化を防ぐために今後も取り組みを継続するとともに安全教育体系を再構築
し、教育効果の向上に努めます。

　JALグループでは安全を大前提に考える組織文化の醸成に努め、
　特に飲酒問題に重点を置いて取り組みました。意識と知識の両面からの改
革を進め、意識面では、全社員対象のJALグループ独自のキャンペーンの展
開、定期航空協会と連携した航空業界全体を対象とする適正飲酒に関する講
演会を開催しました。知識面の深化に向けた取り組みとして、アルコールに
関する正しい知識を再確認するための教育を実施しました。また、検査体制
の強化として、顔認証技術を用いた新検査システムによる一層の厳格化を広
く展開し、検査体制の再点検を行うなど、
　飲酒に対する厳しい集団規範を確立するための仕組みの強化を図りました。
　これらの取り組みを進めることで、安全を大前提として考え行動する組織文化の醸成と人財の育成に努
めました。

継続的なキャンペーンや教育

パイロットサポートプログラムの構築

　JALグループでは安全を大前提に考える組織文化の醸成に努め、
　特に飲酒問題に重点を置いて取り組みました。意識と知識の両面からの改
革を進め、意識面では、全社員対象のJALグループ独自のキャンペーンの展
開、定期航空協会と連携した航空業界全体を対象とする適正飲酒に関する講
演会を開催しました。知識面の深化に向けた取り組みとして、アルコールに
関する正しい知識を再確認するための教育を実施しました。また、検査体制
の強化として、顔認証技術を用いた新検査システムによる一層の厳格化を広
く展開し、検査体制の再点検を行うなど、
　飲酒に対する厳しい集団規範を確立するための仕組みの強化を図りました。
　これらの取り組みを進めることで、安全を大前提として考え行動する組織文化の醸成と人財の育成に努
めました。

　不規則な勤務やCockpitという狭い中で長時間にわたり勤務するなどの
特殊な職場環境で仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするた
め、プライバシー保護下で悩みや不安を打ち明けることのできる仕組み
（JAL Peer Support Program）の運用を開始しました。
　これにより運航乗務員がプロフェッショナルとして、身体的にも精神的
にも乗務に適した状態で乗務に臨むことができる体制を整えています。
　また、2021年度の試験運用において実効性が確認できたことから、
2022年度には、JALグループ航空の一部においてもパイロットサポート
プログラムの運用を開始しました。

修正
・各施策は、背景→取
り組み→結果→考察の
流れで記載

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下
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〔背景〕
　安全を大前提に考え行動するには心身の健康が不可欠です。
そのため、安心して相談できる組織文化の定着に取り組んでいます。

〔取り組み・成果〕
　JALグループでは、不規則な勤務など特殊な環境で仕事をする運航乗務員
の心身の健康をサポートするプログラムとして、プライバシー保護下で悩み
や不安を打ち明けることのできるプログラム(JAL Peer Support Program)
の運用を開始しました。これにより、運航乗務員が身体的、精神的に乗務に
適した状態で業務に臨むことができる体制の充実を図りました。
　今後、グループ会社にも同様のサポートプログラムを展開します。

6/12
　不規則な勤務や操縦室という狭い中で長時間にわたり勤務するなどの特
殊な職場環境で仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするため、
プライバシー保護下で悩みや不安を打ち明けることのできる仕組み（JAL 
Peer Support Program）の運用を開始しました。
　これにより、運航乗務員がプロフェッショナルとして身体的、精神的に
乗務に適した状態で業務に臨むことができる体制の充実を図りました。ま
た、2021年度の試験運用において実効性が確認できたことから、2022年
度には、ZIPとSJOにおいてもパイロットサポートプログラムの運用を開
始しました。

１２【6/13福地さん修正前】　
JALグループでは安全を大前提に考える人財の育成と組織文化の定着に努
めています。飲酒問題については、厳しい集団規範を維持するために、全
社員対象の適正飲酒キャンペーンや知識付与教育を実施するとともに、定
期航空協会と連携し、新入社員を主たる対象とした講演会を開催しまし
た。
　継続的な教育やキャンペーンが奏功し、社内意識調査において飲酒に対
する高い意識が維持されていることを確認しています。今後も、意識の希
薄化を防ぐための取り組みを継続するとともに一連の安全教育体系を再構
築し、教育効果の向上に努めます。

6/13　19時　能勢さん

⑬パイロットピアサポートプログラム
【原案】
　不規則な勤務や狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの特殊な職場環境で
仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするため、プライバシー保護下で悩み
や不安を打ち明けることのできるサポートプログラム（JAL Peer Support Program）
の運用を開始しました。
　これにより、運航乗務員がプロフェッショナルとして身体的、精神的に乗務に適し
た状態で業務に臨むことができる体制の充実を図りました。また、2021年度の試験運
用において実効性が確認できたことから、2022年度には、ZIPとSJOにおいてもパイ
ロットサポートプログラムの運用を開始しました。

【修正案】

不規則な勤務や狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの特殊な職場環境で

仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートするため、 プライバシー保護下で

悩みや不安を打ち明けることのできるサポートプログラム (JAL Peer Support 
Program)の運用を開始しました。

これにより、運航乗務員が プロフェッショナルとして身体的、精神的に乗務に適し

た状態で業務に臨むことができる体制の充実を 図り、また、2021年度の試験運用に
おいて実効性が確認できたことから、2022年度には、ZIPとSJOにおいてもパイロッ
トサポートプログラムの運用を開始しました。2022年度にはグループ社においても

サポートプログラムの運用を開始しました。

上の　　「・・・狭い操縦室の中で長時間にわたり勤務するなどの　・・・」　部分は、
やや違和感があったので削除しましたが、仕事の特殊性を強調したいのなら、

不規則な勤務や、身体的・肉体的に高い要件を満たしライセンスを維持し続けなく
てはならない特殊な環境下で 仕事をする運航乗務員の心身の健康をサポートする
ため、・・・

という案も考えました（周藤さん案）　いかがでしょう。（少し難しい表現にはなってし
まいます）

能勢  

　JALグループでは安全を大前提に考え行動する人財の育成と組織文化の定着
のために、継続的なキャンペーンや教育の実施に努めています。
　飲酒問題については、厳しい集団規範を維持するために、節度ある適切な
飲酒を実践するためのキャンペーンや知識付与教育を、全社員を対象に実施
するとともに、定期航空協会と連携し、新入社員を主たる対象とした講演会
を開催しました。継続的な教育やキャンペーンが奏功し、社内意識調査にお
いて飲酒に対する高い意識が維持されていることを確認しています。
　今後も、意識の希薄化を防ぐための取り組みを継続するとともに一連の安
全教育体系を再構築し、教育効果の向上に努めます。

　JALグループでは安全を大前提に考え行動する人財の育成と組織文化の定着
のために、継続的なキャンペーンや教育の実施に努めています。
　飲酒問題については、厳しい集団規範を維持するために、全社員を対象に
節度ある適切な飲酒を実践するためのキャンペーンや知識付与教育を実施す
るとともに、新入社員を主たる対象に定期航空協会と連携して講演会を開催
しました。継続的な教育やキャンペーンが奏功し、社内意識調査において飲
酒に対する高い意識が維持されていることを確認しています。
　今後も、意識の希薄化を防ぐための取り組みを継続するとともに一連の安
全教育体系を再構築し、教育効果の向上に努めます。

【背景・課題認識】
　不規則な勤務など特殊な環境で仕事をする運航乗務員の心身の健康をサ
ポートすることは、安全運航維持のために重要です。
【取り組み・成果】
　JALグループでは、プライバシー保護下で悩みや不安を打ち明けることの
できるサポートプログラム(JAL Peer Support Program)の運用を開始しまし
た。これにより、運航乗務員が身体的、精神的に乗務に適した状態で業務に
臨むことができる体制の充実を図りました。
　今後、グループ会社にも同様のサポートプログラムを展開していきます。

組織課題に対する取り組み13

　【背景】
　不具合が発生した際、先ず直接的な要因に対して対策を講じています（例を記載）。さらに、エラーの
背後には、職場風土や仕事に対するやりがいなどの要因（背後要因）が潜んでいることもあり、JALグ
ループではさまざまな視点から分析を行なっています。
【取り組み・成果】
　コロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制が部門間の連携を阻
害していないかなど、組織に着目した背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、人財育成
の仕組みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年度の安全
目標については、18ページをご参照ください。）

　不具合が発生した際、エラーの直接的な要因（不注意・勘違い等）に対策を講じています。一方でエ
ラーの背後には、安全意識や組織風土に根ざす要因まであり、JALグループではさまざまな方法で分析を
行っています。
　JALグループでは、重大事象を発生させた際に、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背
後にある要因（背後要因）をも分析し対策を講じてきました。エラーが起こる要因は表層的なものばかり
ではなく、背後要因は日常の中に深く潜在しているため、を見出すためには様々な視点で深く考察となっ
ていました。
　このような背後要因は、突きつめると組織が長年にわたり抱える構造的な課題（組織課題）に行きつく
ことから、2022年度、組織課題を見出す取り組みを開始しました。これにより、長らく取り組むことがで
きなかった 「専門人財を持続的に育成する体制づくり」や「接客に携わる社員が安全に専念できる環境の
整備」を課題として見出し、2023年度、安全目標として取り組むこととなりました。

【背景】
　不具合が発生した際、不注意や勘違いなどの直接的な要因に対して対処を行っています。一方で、エ
ラーの背後には、職場風土や仕事に対するやりがいなどの要因が潜んでいることもあり、JALグループで
はさまざまな視点から分析を行なっています。
【取り組み・成果】
　コロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制が部門間の連携を阻
害していないかなど、組織に着目した背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、人財育成
の仕組みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年度の安全
目標については、18ページをご参照ください。）

　不具合が発生した際に、直接的な要因だけでなく、背後にある要因（背後要因）をも分析し対策を講じ
てきました。一方で、エラーの背景には、職場風土や仕事に対するやりがいなどの要因が潜んでいること
もあり、JALグループではさまざまな視点から分析を行なっています。
　とりわけコロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制が部門間の
連携を阻害していないかなど、組織に着目した背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、
人財育成の仕組みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年度の安全
目標については、18ページをご参照ください。）

・安全に関わる事象が発生した際に、直接的な要因と背後に隠れた要因（背景要因)を分析し対策を講じています。
・背景要因は見出すことが難しいです。（沢山ある？深さがある？）
・さまざまな視点でみることが必要
・さまざまな視点でみると、組織的な課題まで見えてくる
・人財育成のしくみと環境整備という組織的な課題がみえてきた
・2023年安全目標に「専門人財・・・・・」「接客に・・・・」掲げて取り組んでいきます

事象発生時、直接的な要因に対処している
作業者のエラーのような直接要因　手順の見直し、規程の改訂

変化の大きいなか
作業者のやりがい
職場コミュニケーション

働きてのやりがい追求

安全を担保するにはやりがいをもつことが必要

通常のエラー対策では見出せないが
環境変化のなかで視点を広くもつことが大事

などの背景要因への対応が必要
ぱっとみうまくいっているような

2022年度は組織に着目した見出しを

　エラーが発生した際に、作業手順の見直しを図り、規程の改訂を行うなど、安全にかかわる事象が発生した際に
は直接的な要因に対処しています。またそれだけではなく、エラーの背景には、職場内でのコミュニケーションや
やりがいなど、隠れた要因(背後要因)が生じていることがあるため、JALグループではさまざまな視点で分析を
行っています。
　コロナ禍や事業規模の拡大などさまざまな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制など、組織的な背後要因
に重点を置いて課題の抽出に取り組みました。その結果、人財育成の仕組みづくりや職場環境の整備が課題として
見出されました。
　2023年度はこれらの課題の解決を安全目標に掲げて取り組むことで、社員のモチベーションを高め、安全を担
保していきます。

【背景】
　不具合が発生した際、不注意や勘違いなどの直接的な要因に対して対処を行っています。一方で、エ
ラーの背後には、職場風土や仕事に対するやりがいなどの要因が潜んでいることもあり、JALグループで
はさまざまな視点から分析を行なっています。
【取り組み・成果】
　コロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制が部門間の連携を阻
害していないかなど、組織に着目した背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、人財育成
の仕組みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年度の安全
目標については、18ページをご参照ください。）

【背景】
　不具合が発生した際、不注意や勘違いなどの直接的な要因に対して対処を行っています。一方で、エ
ラーの背後には、職場風土や仕事に対するやりがいなどの要因が潜んでいることもあり、JALグループで
はさまざまな視点から分析を行なっています。
【取り組み・成果】
　コロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織の体制が部門間の連携を阻
害していないかなど、組織に着目した背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、人財育成
の仕組みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年度の安全
目標については、18ページをご参照ください。）

〔背景〕
　不具合が発生した際、作業者のエラーのような直接的な要因だけでなく、背後にある要因（背
後要因）も分析し、対策を講じてきました。エラーの背後には、職場風土や仕事に対するやりが
いなどの背後要因が潜んでいることもあり、JALグループではさまざまな視点から分析を行なっ
ています。

〔取り組み・成果〕
　コロナ禍や事業規模の拡大など、大きな環境変化が生じた2022年度は、組織体制や部門間連
携など組織に着目し、背後要因の抽出に力を入れて取り組みました。その結果、人財育成の仕組
みづくりや職場環境の整備を組織が抱える課題（組織課題）として見出しました。
　見出した課題の解決を2023年度の安全目標に掲げ、グループ全体で取り組みます。（2023年
度の安全目標については、18ページをご参照ください。）
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

〔背景〕
　ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな社会課題の解決と経
済成長を両立する新しいインフラとして大きな期待が寄せられ
ています。JALグループはこれまでの安全管理の知識と経験を活
かし、エアモビリティ特有の課題に対応した安全管理体制の構
築に取り組んでいます。

〔取り組み・成果〕
　遠隔目視外飛行による長期間の貨物輸送実証飛行を行い、
ドローンを安全かつ効率的に運航する体制の検証を行いました。
　引き続き実証飛行を積み重ね、得られたデータから、飛行方法や保守点検、非常時の対
策などを確立し、エアモビリティの安全性向上を図ります。

高度な保安検査機器の導入

保安リスク低減のための活動の推進

エアモビリティを安全に運航する体制づくり

災害対策

　不安定な世界情勢など航空を取り巻く環境は時々刻々と変化します。そのような中、保安に関わる
リスクを低減するためには積極的な情報収集が肝要です。
　そのため、殻に閉じこもらずに自ら情報を入手するための活動として、に他社や空港運営会社、さ
らには海外他社の保安担当者と保安リスクについて意見交換を実施しました。
　これにより、国内外の保安に関する最新の情報を得ることが可能となり、
　タイムリーに保安リスクを認知し、リスク低減に向けて取り組むことができる体制が整いました。

　近年、地震や豪雨など自然災害が激甚化しています。
　それらの自然災害への対策として、災害対策規程に基づき、有事が発生した際の連絡系統の確認
など、事業継続を確実にするための計画を策定するとともに、実効性の検証のために地震発生など
実際の災害を想定した模擬演習を実施しました。
　JALグループとしてビジネスコンティニュイティへの取組みを進め、自然災害が発生する中でも
事業継続するためのPDCAサイクルを循環させ、継続的な事業運営の構築に力を入れてまいりま
す。

　ドローンや空飛ぶクルマを使って、サステナブルな物流を創出し、地
域社会を支える取り組みを推進しています。
　従来の航空運航の技術をドローンに適用するとともに、ドローン事業
における安全上の課題の特定と解決に取り組みました。
また、災害発生時の孤立集落への救援物資輸送の検証を通して、安全か
つ効率的にドローン運航を管理するプラットフォームの構築を進めまし
た。
　安定的な通信電波の確保や操縦者の技能確保など、実証を通して見つけた課題の解決の取り組み、
　一歩ずつ前進させることが出来ました。引き続き「つながり」のチカラで社会課題を解決してまいり
ます。

保安検査機器の高度化 業界で一体となった
保安リスク管理活動の推進

ドローンを安全に運航する体制づくり 災害に対する防災および
事業継続マネジメントの強化

・国内保安検査機器の高度化を約50%から
70％へ推進　
・羽田の国内検査場へCT型検査機器を使っ
たスマートセキュリティを導入
・AI技術を活用した保安検査の実証実験に
参加

・他社や空港運営会社と保安リスクについて
意見交換を実施
・海外他社の保安担当者と意見交換を開始

・災害対策規程に基づいて整備した体制・
運用を確認する演習を定期的に実施

・ドローン安全管理規程を作成し、安全
を管理する体制を準備
・飛行リスクの事前検討、実証飛行を通
じ、安全に運航する体制を検証

　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要となります。
　2022年度は従来の2方向型検査機からCT型X線検査装置を実装する高度な検査機器の導入を進め、
　導入率を約50％から70％に向上させるなど、ハイジャック・テロのリスクを低減しました。
　保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、PC、ペットボトルは取り出すことなく
検査することや、UV殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイを提供することが可能となりまし
た。さらには最繁忙期においても待ち時間を10分以下におさえ、検査場混雑を緩和することに貢献し
ました。

多様化するテロ等に対する備えとして、羽田の国内検査場へCT型検査機器を使ったスマートセ
キュリティを導入するなど、ｘｘｘｘｘによる高度化を進め、2022年度は約50％から70％に
向上しました。
さらにAI技術を活用した保安検査の実証実験に参加するなど、高い技術を用いて強固な検査体
制の構築に努めました。

多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携をより深めて対策
を講じていきます。エアモビリティの健全な発展のためには安全の確保が不可⽋となるため、安全基
盤の構築に向けて取り組みます。また、近年の激甚化する災害から、お客さまと社員の安全・安⼼を
確保するとともに、被害を抑え運航機能を早期に復旧できるように事前に備えます。

航空を取り巻く環境変化への対応も必要です。航空保安の分野においては、多様化するテロ等の脅威
に対する守りを一層固めていきます。エアモビリティの発展やSDGsの推進に伴い導入される新しい技
術などに対しても安全の視点から確認を行います。また、近年の激甚化する災害は空港にも大きな被
害をもたらしており、公共交通機関の責務として、被害を抑え早期に交通インフラを復旧できるよう
に事前に備えます。

修正
・各行動目標にリード文を追加
・各施策は、背景→取り組み→
結果→考察の流れで記載

（背景と取り組み）
①新たなモビリティにより、サステナブルな物流を創出し、地域社会を
支える取組みを推進しています。
②中でも、これまで培った航空技術を基盤に、ドローンの事業化に向け
て規程の制定や飛行リスクの事前検討、さらには実証飛行を通じ、安全
に運航する体制を準備しています。災害発生時の孤立集落への救援物資
輸送の検証を実施し、安全かつ効率的なドローン運航を管理するプラッ
トフォームの構築、安全基盤の構築に力を入れて取り組みました。
（結果と考察）
③ｘｘｘｘなどの新たな課題に直面しましたが、
④一歩ずつ前進させることが出来ました。引き続き「つながり」のチカラで社会課題を解決してまいり
ます。

■コメントの入力方法
①対象箇所をハイライト
②右クリック→コメント
③ポップアップが表示されるので、修正案を入力し、”コメント”を押下

航空を取り巻く環境変化への対応も必要です。航空保安においては多様化するテロ等の脅威への対
応、エアモビリティの発展、また、近年激甚化する災害への対応を、以下の施策を通じて進めてまい
ります。
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３. 航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

本部内修正中

〔背景〕
　JALグループでは、最新の技術を活用して多様化するテロへの対策を強化しています。

〔取り組み・成果〕
　従来の装置よりも高い検知能力を持つCT（Computed Tomography）型検査装置を実装す
る検査機器の導入を進めました。撮影画像を立体的に生成することができるCT装置を導入す
ることで所持品検査の精度の向上を図り、テロのリスクを低減しました。

〔背景〕
　不安定な世界情勢など時々刻々と変化する環境下において、保安に関わるリスクを低減す
るためには社内だけでなく社外からも積極的な情報収集が肝要です。

〔取り組み・成果〕
　保安情報専門会社との連携に加え、国内・海外他社の保安担当者と保安リスクについて随
時意見交換を実施するなど、国内外の保安リスクに関する最新の情報をタイムリーに収集
し、リスクの認知・低減を図る体制を整えました。

〔背景〕
　近年、地震や豪雨など自然災害が激甚化しています。不測の事態が起きた際にも、公共交
通機関として、運航機能を早期に復旧することが重要です。

〔取り組み・成果〕
　自然災害への対策として、災害対策規程に基づき、有事の際の連絡系統を確認するなど、
確実に事業継続するための計画を策定し、実効性の検証のために地震発生など実際の災害を
想定した模擬演習を実施しました。

2023/6/12
　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要となります。
2022年度は、国内空港において従来の2方向型検査機からCT型X線検査装置を実装する高度な検査機
器の導入を進め、導入率を約50％から70％に向上させるなど、ハイジャック・テロのリスクを低減し
ました。
　保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、PC、ペットボトルは取り出すことなく
検査することや、UV殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイを提供することが可能となりまし
た。さらには最繁忙期においても待ち時間を10分以下におさえ、検査場混雑を緩和することに貢献し
ました。

　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要となります。
2022年度は、2方向型検査機に加えてCT（Computed Tomography）型検査装置を実装する検査機器
の導入を進めました。高度化した機器の導入率を約50%から70%に向上させるなど、ハイジャック・
テロのリスクを低減しました。
  なお、羽田空港の国内線検査場では保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、PC
やペットボトルは取り出すことなく検査することや、UV殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイ
を提供することが可能となり、最繁忙期においても待ち時間を10分以下におさえて検査場混雑を緩和
することに貢献しました。

　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要となります。
2022年度は、従来の装置よりも高い検知能力を持つCT（Computed Tomography）型検査装置を実装
する検査機器の導入を進めました。CT装置は、撮影画像を立体的に生成できるもので、その導入によ
り所持品検査の精度を高めることでテロのリスクを低減しました。
  なお、羽田空港の国内線検査場では保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、PC
やペットボトルは取り出すことなく検査することや、UV殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイ
を提供することが可能となり、最繁忙期においても待ち時間を10分以下におさえて検査場混雑を緩和
することに貢献しました。

6/12
　ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな社会課題の解決と経済成長を
両立する新しいインフラとして大きな期待が寄せられています。JALグ
ループがこれまで培った安全管理の知見やノウハウを活かし、ドローン
特有の安全上の課題の特定と解決を行う安全管理システムの構築に取り
組みました。また、災害発生時の孤立集落への救援物資輸送の検証を通
じて、安全かつ効率的にドローン運航を管理する体制の構築を進めまし
た。
　安定的な通信電波の確保や操縦者の技能確保など、実証実験で得られた安全性の評価手法、機体の
保守点検・定期点検方法、非常時の安全対策、運航管理手法などを活かし、安全な運航支援サービス
を構築することで、エアモビリティ産業の安全性向上に貢献してまいります。

１５【6/13今井さん修正前】　
不安定な世界情勢など航空を取り巻く環境は時々刻々と変化します。そのような中、保安に関わるリ
スクを低減するためには社内に留まらず社外からも積極的な情報収集が肝要です。そのため自ら情報
を入手するための活動として、保安情報専門会社との連携に加え他社や空港運営会社、さらには海外
他社の保安担当者と保安リスクについて意見交換を実施しました。
　これにより、国内外の保安リスクに関する最新の情報を得ることが可能となり、タイムリーに保安
リスクを認知し、リスク低減に向けて取り組むことができる体制が整いました。

　ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな社会課題の解決と経済成長を
両立する新しいインフラとして大きな期待が寄せられています。JALグ
ループがこれまで培った安全管理の知見やノウハウを活かし、ドローン
特有の安全上の課題を踏まえた安全管理システムの構築に取り組んでい
ます。2022年度には物資輸送の実証実験を行い、安全かつ効率的に？？
（「安全に」だけでよいのでは？）ドローン運航を管理する体制の構築
を進めました。
　安定的な通信電波の確保や操縦者の技能確保など、また、運航支援サービスにおいては、検証で得
られた安全性の評価手法や機体の保守点検、非常時の安全対策など運用面での環境を整えることでエ
アモビリティ産業の安全性向上に貢献してまいります。

【6/14　水野さん更新前】　
ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな社会課題の解決と経済成長を両
立する新しいインフラとして大きな期待が寄せられています。JALグ
ループはこれまでの安全管理の知識と経験を活かし、ドローン特有の課
題に対応した安全管理の体制づくりに取り組んでいます。
　2022年度は、ドローンを安全に運航するために、目視外飛行による長
期間の貨物輸送実証飛行を行いました。引き続き、実証飛行を積み重
ね、得られたデータから、飛行の方法、機体の保守点検や非常時の安全
対策などを進め、新たなエアモビリティ産業の安全性向上に貢献してい
きます。

　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要となります。
2022年度には、従来の装置よりも高い検知能力を持つCT（Computed Tomography）型検査装置を実
装する検査機器の導入を進めました。CT装置は、撮影画像を立体的に生成できるもので、その導入に
より所持品検査の精度を高めることでテロのリスクを低減しました。
  なお、羽田空港の国内線検査場では保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、UV
殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイを提供することが可能となりました。また、利便性の面
ではPCやペットボトルを取り出すことなく検査することが可能となり、最繁忙期においても待ち時間
を10分以下におさえて検査場混雑を緩和することに貢献しました。

　不安定な世界情勢など航空を取り巻く環境は時々刻々と変化します。このような中、保安に関わる
リスクを低減するためには社内に留まらず社外からも積極的な情報収集が肝要です。
　そのため、自ら情報を入手するための活動として、保安情報専門会社との連携に加え、国内及び海
外他社の保安担当者と保安リスクについて意見交換を実施しました。
　これにより、国内外の保安リスクに関する最新の情報を得ることが可能となり、タイムリーに保安
リスクを認知し、リスク低減に向けて取り組むことができる体制が整いました。

　多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携をより深
めて対策を講じていきます。また、エアモビリティの発展に不可欠な安全確保のため、安全管
理システムの構築に向けて取り組みます。加えて、近年激甚化する災害から、お客さまと社員
の安全・安⼼を確保するとともに、被害を最小限に抑え運航機能を早期に復旧できるように備
えます。

2022年度は、多様化するテロへの対策として、従来の装置よりも高い検知能力を持つ検査機器の導入
を進めました。また、さまざまな社会課題の解決と経済成長を両立する新しいインフラとして大きな
期待が寄せられているエアモビリティについて、これまでの安全管理の知識と経験を活かして安全管
理体制の構築に力を入れて取り組みました。さらには、近年激甚化する災害に対しては、被害を最小
限に抑え運航機能を早期に復旧できるようにｘｘｘしました。

【背景】
　安全・安心な社会の実現には、航空安全に留まらず、航空保安への対策強化も必要です。JALグルー
プでは、最新の技術を保安対策に活用することで安全・安心の向上に努めています。
【取り組み・成果】
　2022年度には、従来の装置よりも高い検知能力を持つCT（Computed Tomography）型検査装置を
実装する検査機器の導入を進めました。撮影画像を立体的に生成することができるCT装置を導入する
ことで所持品検査の精度の向上を図り、テロのリスクを低減しました。
  なお、羽田空港の国内線検査場では保安検査品質の強化に加え、安全・安心の向上の観点から、UV
殺菌システムにより99.9%殺菌済みのトレイを提供することが可能となりました。また、利便性の面
ではPCやペットボトルを取り出すことなく検査することが可能となり、最繁忙期においても待ち時間
を10分以下におさえて検査場混雑を緩和することに貢献しました。

【背景・課題認識】
　不安定な世界情勢など航空を取り巻く環境は時々刻々と変化します。このような中、保安に関わる
リスクを低減するためには社内に留まらず社外からも積極的な情報収集が肝要です。
【取り組み・成果】
　保安情報専門会社との連携に加え、国内・海外他社の保安担当者と保安リスクについて随時意見交
換を実施するなど、国内外の保安リスクに関する最新の情報をタイムリーに収集し、リスクの認知・
低減を図る体制を整えました。

【背景・課題認識】
　ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな社会課題の解決と経済成長を
両立する新しいインフラとして大きな期待が寄せられています。JALグ
ループはこれまでの安全管理の知識と経験を活かし、エアモビリティ特
有の課題に対応した安全管理体制の構築に取り組んでいます。
【取り組み・成果】
　2022年度は、遠隔目視外飛行による長期間の貨物輸送実証飛行を行
い、ドローンを安全かつ効率的に運航する体制の検証を行いました。
　引き続き、実証飛行を積み重ね、得られたデータから、飛行の方法、機体の保守点検や非常時の
安全対策など、エアモビリティの安全性向上を図ります。

3. 航空を取りまく様々な環境変化に社内外と連携して備える

航空を取り巻く環境変化への対応も必要です。 社会の課題や環境の変化に社内外と連携しなが

ら対応していきます。

⑭　
⑮　「不安定な世界情勢など航空を取り巻く 環境は刻々と変化します。」という文章をもって、この
ままで良いと思います。
⑯　「ドローンや空飛ぶクルマは、さまざまな 社会課題の解決と経済成長を両立する新しいインフ
ラとして大きな期待が寄せられています」という文章をもって、このままで良いと思います。
⑰　「近年、地震や豪雨など自然災害が激甚化しています」 という文章は環境の変化を意味してい
るので、このままで良いと思います。

高度な保安検査機器の導入

　2022年度は、多様化するテロや激甚化する災害などのさまざまな環境変化に対して、不測の事態を
想定して備えました。また、社会課題の解決ための新たなインフラとして期待されるエアモビリティに
ついては、航空で培った知識やノウハウを活かして、安全を管理する体制づくりに取り組みました。

　2022年度は、多様化するテロや激甚化する災害などのさまざまな環境変化に対する不測の事態への
備えを行いました。また、社会課題の解決ための新たなインフラとして期待されるエアモビリティに
ついて、航空で培った知識やノウハウを活かして、体制づくりに取り組みました。

　2022年度は、多様化するテロや激甚化する災害などの環境変化に対して、不測の事態へのに対して
準備。また、社会課題の解決ための新たなインフラとして期待されるエアモビリティについては、航
空で培った知識やノウハウを活かして、安全を管理する体制づくりに取り組みました。
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安全目標３ 2022年度安全目標の達成状況 2023年度安全目標

飛行中の揺れ防止対策 疲労リスクの管理

航空機の不具合を予測し
未然に防ぐ取り組み（予測整備）

航空機からの部品等の落下を
防ぐ取り組み

他社事例の活用 内部監査の強化

安全情報の有効活用 ヒューマンエラー防止に向けた取り組み

（２）2023年度安全目標

　引き続き、数値目標「航空事故・重大インシデントゼロ」および以下3つの行動目標を設定し、達成に向けて
取り組みます。中期経営計画を推進する中で見出した課題への対策を追加し、19の施策に取り組むことで行動
目標の達成を目指します。

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む
・飛行中の揺れによる負傷対策の推進 ・他社事例を活用した安全対策の強化

・データに基づく疲労リスク管理の推進 ・社内における監査体制の強化による
潜在リスクの抽出

・画像認識やAIを活用した
予測整備技術の開発

・グループ横断的な安全管理指標の可視化
とアセスメント体制の確立

・部品脱落防止対策の強化 ・ヒューマンファクターズに基づく
安全対策の推進

２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

安全に関わる教育の見直し 安全人財の育成に向けた取り組み

継続的なキャンペーンや教育 パイロットサポートプログラムの
構築

組織課題に対する取り組み 専門人財を持続的に育成する
体制づくり

３. 航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

高度な保安検査機器の導入 保安リスク低減のための
活動の推進

エアモビリティを安全に運航する体制づくり 災害対策

接客に携わる社員が安全に専念
できる環境の整備

写真に注
釈、
ピアサポ
はHP

高度な保安検査設備
「JAL SMART SECURITY」

運航乗務員がプライバシー
保護下で相談できる仕組み

「JAL Peer Support Program」

部品等の落下防止に向けた
エンジン内部部品の検査

修正案作成

・時代の変化も踏まえた安全文化の
更なる追求

・継続的な教育と定期的な
キャンペーンの実施

・事故の教訓を各職場で広める
人財の育成 ・パイロットサポートプログラムの拡充

・組織事故の視点から課題を抽出する
取り組みの定着

・専門人財を持続的に育成する
体制づくり

・高品質で安定的な保安検査体制の
構築

・災害に対する防災および事業継続
マネジメントの強化

・業界で一体となった保安リスク
管理活動の推進

・接客に携わる社員が安全に専念できる
環境の整備

・ドローンおよび空飛ぶクルマを
安全に運航する体制づくり

01 02

03 04

05 06

07 08

09 10

11 12

13 14

15 16

17 18

19

本部内修正中

追加

追加

追加
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（１）安全管理の方針

　安全管理システムは、「安全の方針と目標」、「安全に係るリスクの管理」、「安全の保証」および
「更なる安全性の向上のための取り組み」の4つの柱から成り立っています。JALグループでは、経営が安
全方針を表明し、各社にて周知するとともに、当年度の安全目標を設定し、経営を含むJALグループ全社員
が一体となって安全管理システムに基づき業務を遂行することによって航空の安全の維持、向上を図って
います。

　さらに、高い安全水準を確保するために、経営、各部門、安全推進本部において安全に関するPDCAサイ
クルを確実に回し、それらを有機的に結びつけることで安全管理システムを機能させ、継続した改善を
行っています。

①安全管理システムの運営方針

　JALグループは、企業理念のもと安全の基本方針として「安全憲章」を制定するとともに、その方針を安
全管理規程に定めています。
　経営トップから第一線の社員までの一人一人は、この憲章に則り、安全管理の考え方と方針を正しく理解
し、日々の業務を遂行しています。

4．安全管理システム

経営

各部門 安全推進本部

CheckAction

Plan Do

各部門
　部門レベルで安全管理システムの運営を推進し、運
営、改善状況を経営および安全推進本部へ報告していま
す。PDCAサイクルを回した結果や、経営、安全推進本
部からの指示を受け、改善につなげています。

経営
　グループ安全対策会議において、安全管理の方針を策
定し、安全目標の達成状況、安全監査の結果、安全施策
の進捗状況、重大な事故・トラブルの発生状況および予
防・再発防止処置の状況などの報告を受け、経営として
必要な対応を決定し、実行を指示することで安全管理シ
ステムを運営しています。

安全推進本部
　全グループレベルで安全管理システムの運営を推進
しています。その結果や、経営からの指示、各部門か
らの報告を受け、改善につなげています。また、安全
管理システムの運営、改善状況を経営へ報告する他、
各部門の課題を抽出し、改善を指示しています。

　JALグループでは、関係法令等、国際基準の定めに従って、安全に係る規程および業務基準・手順等を定
めて文書化しています。また、それらを関係する社員に確実に周知する体制を整備しています。

②規程類の設定および管理

CheckAction

Plan Do

CheckAction

Plan Do
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

　JALグループ全体で均質かつ高い安全レベルを維持するため、
日本航空を含む各グループ航空会社は、グループ安全対策会議で
確認された共通の方針のもと、安全管理を行っています。
また、グループ安全対策会議の下部会議体として、グループ航空
安全推進委員会を設置し、各本部間および各グループ航空会社間
の安全に係る連携の維持・強化を図っています。
　各会議体については、22ページ以降の「④各グループ航空会
社の安全管理体制」を参照ください。

①安全管理の体制

 （２）安全管理の体制

運航
本部長

運航安全
推進部長

 

整備
本部長

空港
本部長

整備
管理部長

空港
企画部長

安全推進
本部長

JAL
議長

委員長

議員

グループ
航空安全

推進委員会

グループ
安全対策会議

社長

安全統括
管理者

オペレーション
本部長

オペレーション
安全・品質
推進部長

客室
本部長

客室安全
推進部長

貨物郵便
本部長

業務
部長

各本部
安全委員会

アルコール対策
特別委員会

各本部
アルコール対策

専門部会

委員長

グループ航空会社
J-AIR/JTA/JAC/RAC/HAC/ZIP/SJO

議員

委員

社長

安全担当役員

安全統括
管理者

アルコール対策特別委員会
（名称は会社により異なる）

安全委員会
（名称は会社により異なる）

安全管理に係る体制図

グループ安全対策会議

運航
本部長

運航安全
推進部長

 

整備
本部長

空港
本部長

整備
管理部長

空港
企画部長

安全推進
本部長

JAL
議長

委員長

議員

グループ
航空安全

推進委員会

グループ
安全対策会議

社長

安全統括
管理者

オペレーション
本部長

オペレーション
安全・品質
推進部長

客室
本部長

客室安全
推進部長

貨物郵便
本部長

業務
部長

各本部
安全委員会

アルコール対策
特別委員会

各本部
アルコール対策

専門部会

委員長

グループ航空会社
J-AIR/JTA/JAC/RAC/HAC/ZIP/SJO

議員

委員

社長

安全担当役員

安全統括
管理者

アルコール対策特別委員会
（名称は会社により異なる）

安全委員会
（名称は会社により異なる）
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

　安全管理システムを遂行するにあたり、安全に係る最終責任は各社社長が有しています。
各社社長は、安全方針を表明し、社内へ浸透させるとともに、安全管理システムが有効に機能するために必要な資
源の確保などを行っています。

②社長

　航空法第103条の2に基づき、各グループ航空会社は「安全統括管理者」を選任しています。安全統括管理者
は、安全管理体制を統括的に管理する責任と権限を有し、安全施策や安全投資などの重要な経営上の意思決定への
関与や、安全に関する重要事項の社長への報告を行っています。安全統括管理者は各社社長により選任されていま
す。
各グループ航空会社の安全統括管理者は以下のとおりです。
（2022年4月1日～2023年3月31日）

会社名 安全統括管理者 任期

日本航空 代表取締役社長 グループCEO　  赤坂 祐二

ジェイ・エア 常務取締役　　　　　　　　　　黒野 浩太郎 2020年04月01日～2023年03月31日

日本トランスオーシャン航空 取締役常務執行役員　　　　　　大城 善信

日本エアコミューター 取締役　　　　　　　　　　　　冨田 史宣

琉球エアーコミューター
常務取締役　　　　　　　　　　小室 宗誠 2019年4月1日～2022年6月16日

取締役                    　　　　　　 香野 俊之 2022年6月17日～

北海道エアシステム
執行役員　　　　　　　　　　　吉田 聡 2022年4月1日～2022年5月31日

執行役員　　　　　　　　　　　齊藤 一之 2022年6月1日～

ZIPAIR Tokyo 取締役　　　　　　　　　　　　吉澤 賢一

スプリング・ジャパン
取締役副社長　　　　　　　　　進 俊則 2019年9月1日～2022年6月30日

取締役　　　　　　　　　　　　上谷 宏 2022年7月1日～

③安全統括管理者
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　a. 日本航空

（組織・人員数は2023年3月31日時点　ただし休職者は除く）

(*1)整備部⾨は、JALエンジニアリングに在籍する社員を含めて4,278名となります。
（「航空機の整備に関する業務の委託状況」については31～32ページをご参照ください）

(*2)空港部⾨は、JALスカイならびにJALグランドサービスなどのグループ会社11社に在籍する社員を含めて9,113名となります。
(*3)貨物郵便部⾨は、JALカーゴサービスなどのグループ会社5社に在籍する社員を含めて1,437名となります。

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 2,334名 運航本部

整備士 119名(*4) 整備本部 うち、有資格整備士(*5)は100名

客室乗務員 6,120名 客室本部

運航管理者 82名(*6) オペレーション本部

(*4)整備従事者は、JALエンジニアリングに在籍する社員を含めて2,999名、うち有資格整備士は1,748名となります。
(*5)整備士の資格とは、国家資格としての「一等航空整備士」、「一等航空運航整備士」、「航空工場整備士」を指します。
(*6)運航管理者は、JALスカイなどに在籍する社員を含めて82名となります。

 

安全推進本部

運航安全委員会 整備安全委員会 客室安全委員会 空港安全委員会 オペレーション
安全委員会

運航本部

運航安全推進部

 

グループ
航空安全推進委員会 

グループ安全対策会議 

2,660名 154名(*1) 6,108名 715名(*2) 310名

整備本部 客室本部 空港本部 オペレーション本部

整備管理部 客室安全推進部 空港企画部 オペレーション
安全・品質推進部

45名（本部の内数） 16名（本部の内数） 14名（本部の内数） 59名（本部の内数） 18名（本部の内数）

62名

社　　長

安全統括管理者

貨物安全委員会

472名(*3)

貨物郵便本部

業務部

15名（本部の内数）

アルコール対策専門部会

アルコール対策
特別委員会 

④各グループ航空会社の安全管理体制

（a）安全管理の体制

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

 

安全推進本部

運航安全委員会 整備安全委員会 客室安全委員会 空港安全委員会 オペレーション
安全委員会

運航本部

運航安全推進部

   

グループ
航空安全推進委員会 

グループ安全対策会議 

2,660名 154名(*1) 6,108名 715名(*2) 310名

整備本部 客室本部 空港本部 オペレーション本部

整備管理部 客室安全推進部 空港企画部 オペレーション
安全・品質推進部

45名（本部の内数） 16名（本部の内数） 14名（本部の内数） 59名（本部の内数） 18名（本部の内数）

62名

社　　長

安全統括管理者

貨物安全委員会

472名(*3)

貨物郵便本部

業務部

15名（本部の内数）

アルコール対策専門部会

アルコール対策
特別委員会 
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生産本部内の安全に関わる会議体
（運航安全委員会・整備安全委員会・客室安全委員会・空港安全委員会・オペレーション安全委員会・貨物安全委員会）
　安全に関わる生産本部内の連携強化を図るとともに、生産本部内の安全に関わる方針の決定などを行うた
めに設置しています。

安全推進本部
日本航空とJALグループ全体の安全性向上のための統括責任を担います。

運航・整備・客室・空港・オペレーション・貨物郵便　各本部
　運航に必要なそれぞれの機能を担当する各生産本部の長は、各生産本部内の安全に関わる委員会の委員長
を務め、指揮下の安全に関わる業務についての総合的判断、および決定を行うとともに、社長ならびに安全
統括管理者への報告を行います。

　JALグループでは、日常運航の実態を把握し、発生した事象の情報に基づいて、各機能・組織が連携して
必要な改善を行うため、安全に関わる各種会議体を設置しています。

グループ航空安全推進委員会
　グループ安全対策会議の下部会議体として、各本部間およびグループ航空会社間の安全に係る連携の維持
・強化を図ることでグループ全体の航空運送における安全性を向上させることを目的として、日本航空安全
推進本部長（委員長）、委員長が指名する日本航空の安全管理担当部門長、および各グループ航空会社の安
全統括管理者または安全担当役員をもって構成される会議体です。

（c）安全管理の組織

（d）安全に関わる会議体

総務本部
　総務本部では発災時の被害軽減・拡大防止、業務活動の維持や早期回復を図ることを目的として自然災害へ
の対応を災害対策規程に定めています。火災・爆発、風水害、雪害等の自然災害、地震および地震に伴い発生
する津波、噴火、その他の異常な現象などの災害について、社員、旅客、訪問者ならびに役員の安全、および
JALグループが管理する資産の保全のために、災害に対する防災および発生時の対応を定めることで、安全性
向上につなげています。

グループ安全対策会議
　グループの理念・方針に基づき、グループ全体の航空安全を確保し、安全管理を推進することを目的とし
て、日本航空社長（議長）、安全統括管理者、議長が指名する役員と、グループ航空会社社長で構成される
会議体です。

アルコール対策特別委員会
　運航乗務員および客室乗務員、整備従事者、運航管理者、空港内運転者に係るアルコールリスクの全社的
な管理を目的として、日本航空安全統括管理者（委員長）、日本航空安全推進本部長、および運航・客室・
整備・空港・オペレーション・貨物郵便本部長等で構成される会議体です。

アルコール対策専門部会
　アルコール対策特別委員会の下部会議体として、運航・客室・整備・空港・オペレーション・貨物郵便本
部における情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視等を目的として、各本部長が部会長を務め本部内
の安全管理担当部門および関係部門、安全推進本部で構成される会議体です。
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b. ジェイ・エア

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 333名 ERJ運航乗員部

客室乗務員 318名 客室乗員部

運航管理者 42名 空港・オペレーション部 日本航空と共用
(*)2016年4月より、整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。

（c）安全管理の組織

 （a）安全管理の体制

（d）安全に関わる会議体
航空安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、安全管理に関わる部門長をメンバーとして、航空安
全に関わる全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有を図るとと
もに、入手した情報などを社内に周知します。

安全企画会議
　航空安全推進委員会の下部機関として、各部門社員で構成され、部門間の連携により安全性向上のために
必要な施策の検討・調整を行い、安全施策の推進を図ることを目的としています。

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、安全統括管理
者の責任と権限のもとで運営しています。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

  

運航部門  整備管理部 客室乗員部  空港・オペレーション部

社　　長

375名

安全推進部 

1名 321名 8名

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

安全企画会議

アルコール対策専門部会
 

運航部門  整備管理部 客室乗員部  空港・オペレーション部

社　　長

375名

安全推進部 

1名 321名 8名

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

安全企画会議

アルコール対策専門部会
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、安全統括管理者の
責任と権限のもとで運営しています。

c. 日本トランスオーシャン航空

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 158名 運航部門

整備士 180名 整備部門 うち、有資格整備士は113名

客室乗務員 286名 客室部門

運航管理者 21名 空港部門 オペレーションコントロール部

（c）安全管理の組織

38名

客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議

安全推進部

総合安全推進委員会

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

運航部門 客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議
安全推進部

総合安全推進委員会

197名 275名 299名

5名

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

40名

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

（d）安全に関わる会議体

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

総合安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、航空安全に直接関わる部長、および琉球エアーコミュー
ター社長などをメンバーとして、航空機の安全運航に関連するすべての事項、航空保安に関する事項などにつ
いて全社的観点から企画・立案、総合調整、助言、または必要により勧告を行い、全社的な総合安全対策を促
進するために設置しています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有を図るととも
に、入手した情報などを社内に周知します。

運航・整備連絡会議
　社長が指名する役員を議長とし、運航、整備などの安全に関わる組織の担当役員、および部長をメンバーと
して、運航部門と整備部門が定期的に情報共有と意思疎通を図り、相互理解の推進と連携強化により、安全運
航に寄与するために設置しています。

38名

客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議

安全推進部

総合安全推進委員会

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

運航部門 客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議
安全推進部

総合安全推進委員会

197名 275名 299名

5名

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

40名

c. 日本トランスオーシャン航空

 （a）安全管理の体制
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

 

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 98名 運航部門

整備士 115名 整備部門 うち、有資格整備士は80名

客室乗務員 70名 客室部

運航管理者 12名 オペレーションコントロール部

 （c）安全管理の組織

d. 日本エアコミューター

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、安全に直接関わる組織長をメンバーとして、安全に関わ
る全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有を図るととも
に、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

安全担当者会議
　安全推進委員会の下部機関として、各部門の社員で構成され、部門間の意思疎通を図り安全性向上のために
必要な施策について検討・調整および促進を図ることを目的としています。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、安全統括管理者の
責任と権限のもとで運営しています。

運航部門 整備部門 客室部 経営企画部
空港グループ 

社　　長

オペレーション
コントロール部

128名

安全推進部

167名 70名 2名 12名

5名

安全統括管理者

安全推進委員会

安全担当者会議アルコール対策
特別委員会

d. 日本エアコミューター

 （a）安全管理の体制

アルコール対策
特別委員会

安全担当者会議

運航部門 整備部門 客室部 経営企画部
空港グループ 

社　　長

オペレーション
コントロール部

128名

安全推進部

167名 70名 2名 12名

5名

安全統括管理者

安全推進委員会
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 46名 乗員部

整備士 20名 整備部門 うち、有資格整備士は14名

客室乗務員 24名 乗員部

運航管理者 21名 運航部 日本トランスオーシャン航空と共用

（c）安全管理の組織

e. 琉球エアーコミューター

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、全部長および社長が任命するものをメンバーとして、
航空安全に関わる全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空および日本トランスオーシャン航空の安全に関わる会議体に出席し、
緊密な連携と情報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、安全統括管理
者の責任と権限のもとで運営しています。

 

運航部  乗員部・運航乗員訓練審査部 整備部門  業務部

社　　長

安全推進部 

5名

安全推進委員会

77名 40名 12名

2名

安全統括管理者アルコール対策
特別委員会

e. 琉球エアーコミューター

 （a）安全管理の体制

 

運航部  乗員部・運航乗員訓練審査部 整備部門  業務部

社　　長

安全推進部 

5名

安全推進委員会

77名 40名 12名

2名

安全統括管理者アルコール対策
特別委員会
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

 

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 29名 乗員部

客室乗務員 17名 客室部

運航管理者 6名 運航管理室

（c）安全管理の組織

f. 北海道エアシステム

(*)2007年11月より、整備業務の管理を日本エアコミューターに委託しています。

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、全部門担当役員および担当役員が指名するものをメンバーとして、航空安全に関する
企画・立案、総合調整、勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報
共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

安全担当者会議
　安全推進部と現業部門の安全担当者により組織される会議体です。現業部門の目線を活かして安全管理シス
テムを遂行することが、設置の目的です。

アルコール対策委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策実行と実施状況の監視などを目的として、安全統括管理者
の責任と権限のもとで運営しています。

5名 6名 3名 3名

空港部

オペレーション本部

社　　長

安全推進部 

安全推進委員会

2名

63名

2名

安全統括管理者

オペレーション
企画部 

オペレーション
コントロール部 

27名

乗員部  査察部  整備部 

安全担当者会議
アルコール対策委員会

客室部

17名

 

5名 6名 3名 3名

空港部

オペレーション本部

社　　長

安全推進部 

安全推進委員会

2名

63名

2名

安全統括管理者

オペレーション
企画部 

オペレーション
コントロール部 

27名

乗員部  査察部  整備部 

安全担当者会議
アルコール対策委員会

客室部

17名

f. 北海道エアシステム

 （a）安全管理の体制
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

 

人数 主な所属先 備考

運航乗務員  120名 Flight Operation Team

客室乗務員 298名 Passenger Operation team

運航管理者 36名 Flight Operation Support Team 日本航空と共用

（c）安全管理の組織

g. ZIPAIR Tokyo

(*1)日本航空との共用運航管理者36名を含む。
(*2)OSAT：Operation Support & Action Team 

(*)2019年12月より、整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。

Flight Operation
Support Team Maintenance Team Cabin Team Airport Team 

社　　長

OSAT

41名(*1)

安全推進部

2名 3名 12名 14名(*2)

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

オペレーション本部長

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

航空安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者を含む全常勤役員、安全管理担当部門長、総務部長およびマーケ
ティング部長を委員として、航空安全・保安に関する企画・立案、総合調整、勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情
報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

　安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視などを目的として、安全統括管
理者の責任と権限のもとで運営する会議体であり、航空安全推進委員会の機能に内包されます。

Flight Operation
Support Team Maintenance Team Cabin Team Airport Team 

社　　長

OSAT

41名(*1)

安全推進部

2名 3名 12名 14名(*2)

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

オペレーション本部長

g. ZIPAIR Tokyo

 （a）安全管理の体制
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 90名 運航部

客室乗務員 103名 客室部

運航管理者 11名 運航管理部

（c）安全管理の組織

h. スプリング・ジャパン

 

   
116名 4名 111名 48名 20名

社　　長

安全統括管理者アルコール対策
特別委員会 

11名

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　安全統括管理者が委員長を務め、社長以下、安全管理規程に記載された委員および事務局長が、航空安全
・保安に関する企画・立案、総合調整、勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情
報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

　安全推進室が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

運航リスクマネジメント会議
　安全推進委員会の下部機構としての会議体であり、生産部門の安全に係る情報を組織横断的に分析・共有
するとともに安全推進委員会への報告を行っています。

生産部安全推進会議
　生産各部内の会議であり、部門内の安全管理の実施状況についてレビューを行い、その結果を部門内に
フィードバックするとともに、運航リスクマネジメント会議を経て安全推進委員会への報告を行っています。

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視などを目的として、安全統括管
理者の責任と権限のもとで運営する会議体です。

(*)整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。

5名

運航リスクマネジメント会議 

安全推進委員会 

安全推進室

運航部 整備部 客室部 統括部 運航管理部
オペレーション
マネジメント部

 

   
116名 4名 111名 48名 20名

社　　長

安全統括管理者アルコール対策
特別委員会 

11名

5名

運航リスクマネジメント会議 

安全推進委員会 

安全推進室

運航部 整備部 客室部 統括部 運航管理部
オペレーション
マネジメント部

h. スプリング・ジャパン

 （a）安全管理の体制
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JALグループにおいては、航空法第113条の2に定められた「整備業務の管理の受
委託」の制度(*)を活用し、JALグループ保有機材（一部を除く）の整備や、整備の管
理業務をJALエンジニアリング（JALEC）および日本エアコミューター（JAC）が
担っており、それぞれ同じ安全の基準で整備を行っています。

委託者 受託者 機材

日本航空

JALエンジニアリング

BOEING 777・BOEING 767・
BOEING 787・BOEING 737-800・AIRBUS A350

ZIPAIR Tokyo BOEING 787

ジェイ・エア EMBRAER 170・EMBRAER 190

スプリング・ジャパン BOEING 737-800

北海道エアシステム 日本エアコミューター ATR42-600

　JALグループ内で整備の管理の受委託を行う場合、委託する側の管理責
任者は、委託先が行う日常業務について日々監視を行うとともに、定期的
な委託業務品質監査（年1回）を行っています。また、受託する側にも受託
管理責任者を配置して、委託側と緊密な情報交換を行い、適切に整備作
業、整備管理業務を行う体制をとっています。
このように業務の管理の受委託を通じて、JALグループ会社が相互に連携
して安全・品質レベルの向上を図っています。

(*)整備業務の管理の受委託：
整備に係る指揮監督権限を含めた包括的な受委託。
委託者の事業計画に従って、受託者にて受託機材に係るすべての整備作業および整備管理業務（生産管理、部品管理、
品質管理、技術管理、訓練管理、委託管理、監査）が実施される。

a.  整備業務の管理の受委託

⑤航空機の整備に関する業務の委託状況

整備作業に使用する工具類

JALエンジニアリングによる
整備作業

ZIPAIR→ZIP

JAIR→J-AIR

管理→監理
※監理する人をさら
に監理する場合は”
監”を使う

・委託管理者の時は
管
・管理・監督が入る
と監理になる
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b. 整備作業の委託

（b）委託管理体制

（c）主な委託先

a.項「整備業務の管理の受委託」とは別に、JALグループではグループ内およびグループ外の会社に一部の整
備作業を業務委託しています。

（a）委託内容

　委託に際しては、基本的に国土交通省の認可を受け、委託業務に関する実績や経験を有する委託先を選
定し、さらにその委託先の能力が基準を満足する水準にあるかどうかの審査を行います。委託開始後も、
委託した個々の整備について領収検査を実施してその品質を確認するとともに、定期または随時に委託先
の監査を行い、その能力が維持されていることを確認しております。

法確認

取り下ろした
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（３）安全管理の実施

安全管理の方針に則り、安全管理システムを円滑に機能させるために次のような安全管理を実施しています。

①安全に係る情報の収集と周知

　収集した情報は、不安全事象の再発防止や、安全意識向上の目的で社内周知文書などでJALグループ社員
に周知を行っています。
安全に係る情報の主な周知媒体は以下のとおりです。

・JALグループの安全方針を示すための社内文書「Corporate Safety」
・JAL Webサイト「安全・安心」ページ
・社内イントラネット「安全」ページ
・安全情報誌「FLIGHT SAFETY」

JAL Webサイト「安全・安心」ページ

　不安全事象に関する各部門からの報告、飛行データ解析プログラム、乗務員の疲労リスク管理プログラ
ム、アルコールに係るリスク管理プログラムなどから得られる情報を幅広く収集し、不安全事象の発生防止
に活用しています。2021年度からは、乗務員の疲労リスクに関する管理方針を定め、情報のさらなる収集に
努めています。

疲労リスク管理プログラム
　運航の安全性向上と品質の改善に資するため、運航乗務員および客室乗務員の疲労に関するデータを収
集してこれに基づき適切に是正措置を講じるリスク管理を実施しています。

（疲労リスク管理方針）
　運航の安全性向上のために、運航乗務員および客室乗務員の業務において、疲労が常に存在するハザードであ
ると認識し、疲労リスクを管理し、低減することに努める。
日本航空の疲労リスク管理は、会社が行うすべての運航に適用され、科学的見地や実績に基づいたデータドリブ
ンによる継続的なリスク管理により実施される。疲労リスク管理は、会社や乗務員がそれぞれの責務を果たすこ
とで成り立つ。

客室はデータ
はまた

DJSI対応として「疲労
リスク管理方針」に触
れるために、”2021年
度からは、乗務員の疲
労リスクに関する管理
方針を定め、情報のさ
らなる収集に努めてい
ます。
“を残している

収集した情報の中でも、不安全事象の再発防止や、安全意識向上の目的で社員に周知することが重要な情報
は、社内周知文書や安全に関するホームページでJALグループ社員に周知を行っています。
安全に係る情報の主な周知媒体は以下のとおりです。

・JALグループの安全方針を示すための社内文書「Corporate Safety」
・JAL Webサイト「安全・安心」ページ
・社内イントラネット「安全」ページ
・安全情報誌「FLIGHT SAFETY」

※ATTN※
英語版はホームページの記載を残す！！！

　収集した情報は、不安全事象の再発防止や、安全意識向上の目的で社内周知文書や安全に関するホーム
ページでJALグループ社員に周知を行っています。
安全に係る情報の主な周知媒体は以下のとおりです。

・JALグループの安全方針を示すための社内文書「Corporate Safety」
・JAL Webサイト「安全・安心」ページ
・社内イントラネット「安全」ページ
・安全情報誌「FLIGHT SAFETY」
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　JALグループでは、安全対策の策定や事故・トラブルなどへの対応の推進にあたり、以下のステップでリス
ク管理を実施しています。

②リスクマネジメント

　収集した不安全事象などの情報をもとに、航空事故・重大インシデントなどに
つながる可能性のある危険要素（潜在的なものを含む）であるハザードを特定し
ます。
安全に関するすべての発生事例は、JALグループ共通のデータベース（JSD：JAL 
Safety Database）で管理しています。発生した事例は、データベースにより速や
かに共有されます。
JALグループでは、社員が経験した不安全な行動、発見した不安全な状態、および
それが起因となった不安全事象に関する報告をしやすい環境を整備し、社員の報
告を奨励しています。

　特定したハザードの影響の重大性や発生の確率を見極め、その結果としてもた
らされるリスクが許容可能であるかを評価し、対策の必要性を検討します。複数
のリスクに対しては、必要に応じリスクの優先順位付けを行います。発生部門に
おけるリスク評価に加え、安全推進本部ではERC（Event Risk Classification）に
よるリスク評価を行い、潜在リスクの早期発見と低減を図っています。

　優先度の高いリスクから、リスクが許容レベル以下に低減されるように個々の
ハザードに対する対策（ハザードの除去など）を立案し、実施します。

　JALグループでは安全管理指標としてSPI（Safety Performance Indicators）
を定め、対策の実施状況をモニターし、有効性の評価を行います。リスクが許容
できるレベルと判断されない場合は、さらに追加対策を立案・実行することで安
全管理システムが有効に機能するよう努めています。

リスクの評価

モニター
およびレビュー

対策の立案

ハザードの
特定

■ERCによるリスク評価

　発生した事象が、「どの程度深刻な事故に至る可能性
があったか」と「事故に至ることを防ぐ現状のしくみ
（防護壁）はどの程度有効か」という視点で評価を行
い、事故へ発展することの未然防止の強化を図っていま
す。また、リスクを点数化して分野ごとに一定期間積算
することで、事例の集中傾向や発生頻度も監視してお
り、設定したしきい値を超えると、Safety Issue（安全上
の懸念点）を探り、必要に応じてリスクの低減を行いま
す。

■HFACS（Human Factors Analysis and Classification System）による要因分析

　ヒューマンエラーを削減するため、直接的な不安全行動だけでなく、背後にある手
順や作業環境、組織的な影響に至るまで幅広く分析し、深層要因に対策を講じます。
また、抽出された要因を統計的に分析し、組織に潜在する課題に対応することで
ヒューマンエラーの未然防止に取り組んでいます。

6/8差し替え済

“リスクが許容
できるレベル
と判断されな
い場合”
→安全管理規
程



2022年度JALグループ安全報告書目次へ 35

安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

　JALグループ航空会社は、安全管理規程に基づき内部監査を実施し、安全管理システムが法令や社内規定に適
合していることと、同システムが適切に運営され有効に機能していることを確認しています。 また、IOSA(*)登
録会社の日本航空、ジェイ・エアおよび日本トランスオーシャン航空は、IATA要件に基づき内部監査を実施し、
IATAの定めた基準（IOSA基準）に適合していることを確認しています。

　社内外の環境変化に伴い、組織の拡大・縮小や設備・システム・プロセス・手順の変更などを行う中で、変更
の結果、意図せず新たなハザードが生じたり、また、既存のリスクに対する低減策が影響を受ける可能性があり
ます。JALグループでは、変更に伴う安全リスクに確実に対応していくために、変更管理プロセスを設定し、管
理しています。

　近年、自然災害の頻発化・激甚化が日常生活を含む社会経済活動全般の脅威となっており、運送事業者には、
発災時の被害軽減・拡大防止、事業活動の維持や早期回復など、自然災害への対応能力の向上が求められていま
す。JALグループでは、これをふまえて「JALグループ災害対策規程」を制定し、防災・減災の備えの強化と発災
時の事態対処体制を整備しています。

③災害に対する措置

④内部監査

⑤マネジメント・レビュー

⑥変更管理

　JALグループでは、安全管理システムが有効に機能していることを経営が定期的かつ継続的に評価し、必要に
応じて改善を指示することを目的として、社長が議長を務めるグループ安全対策会議において方針や計画、各種
情報についてのマネジメント・レビューを行っています。

ERCを活用し実際に見出したリスクとそのリスクを緩和するためにとった対策の例

リスクの評価

モニター
およびレビュー

対策の立案

ハザードの
特定

扉をロックするラッチが、完全に奥に押し込められていない状態で機体前方へ力がか
かると、扉が開いてしまうことが判明した。

お客さま、乗務員の負傷につながる可能性があるため、対策を講じることとした。

ラッチの押し込み方や目視の角度について、乗務員に注意喚起を行っ
た。

対策実施後、同事例の発生はなし。

A350型機において、着陸時にキッチン内の収納扉が開き、中のゴミ箱が前方に飛び
出した。不安全事象

(*)IOSA(IATA Operational Safety Audit）：航空会社の安全管理体制が有効に機能していることを確認するためにIATAが設定した国際的な安全監査プログラム

SMPM抜粋

【参考】ANA安全報告書　IOSAの説明

　JALグループでは、国土交通省要件に基づく内部監査を定期的に実施し、安全管理体制の構築や改善の取り組み
について確認しています。また、IOSA(*)登録会社である日本航空、日本トランスオーシャン航空およびジェイ・
エアにおいては、IATA要件に基づく内部監査を定期的に実施し、IATAの定めた基準（IOSA基準）の適合性につい
て確認しています。

【参考】安全管理規程　内部監査の説明

　JALグループでは、国土交通省要件に基づく内部監査を定期的に実施し、安全管理規程に基づく安全管理体制を
確認しています。また、IOSA(*)登録会社である日本航空、日本トランスオーシャン航空およびジェイ・エアにお
いては、IATA要件に基づく内部監査を定期的に実施し、IATAの定めた基準（IOSA基準）の適合性について確認し
ています。
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(*1)運輸安全マネジメント評価：
国土交通省大臣官房が航空、鉄道、海運、自動車の運輸事業者を対象に、それぞれの安全管理システムの運用状況を確認し、改善点を抽出して助言するもの
(*2)評価、助言および期待される事項：

　2022年度はジェイ・エア、琉球エアーコミューター、スプリング・ジャパンが、国土交通省大臣官房による運
輸安全マネジメント評価(*1)を受けました。助言および期待事項(*2)については、必要な対応を検討していきます。
その他のグループ航空会社については、「安全管理体制の現況に関する確認票」により、経営トップや安全統括
管理者の状況および毎年度の安全管理体制の向上に向けた取り組み状況などを報告しました。

a. 運輸安全マネジメント評価

【評価事項】 【助言事項】 【期待事項】

・優れている事項
・創意工夫がなされている事項
・熱心に取り組まれている事項等

・更に推進すると効果が向上すると思われる事項
・工夫の余地があると思われる事項
・更なる向上に向け継続的に取り組む必要があると

思われる事項等

・助言事項までには至らないものの取り組みを推進
することで更なる安全管理体制の向上が期待され
ると思われる事項等

【評価事項】

J-AIR
コロナ禍においても、三現主義に基づく事故の教訓の継承の取り組みが途絶えぬ
よう、本社内に新たに安全啓発施設を設置するなど、状況に応じながら取り組み
を推進していること

RAC 周りの誰かが気付くことができるように「見える化」することにより、ヒューマ
ンエラーが減少し、その結果、「職場の仲間を守る」ことにつながっていること

SJO
適合性の監査に加え、有効性確認を主体とした監査手法を取り入れることによ
り、安全管理システムのPDCAサイクルが有効に機能しているか確認できる体制
を構築できていること

【助言事項】

J-AIR なし

RAC
「重ねるハザードマップ」を参考にするなどして、想定される自然災害のリスク
を的確に捉え、自社を取り巻く環境に即したBCP（Business Continuity Plan）
およびそれに伴う行動計画を策定すること

SJO 年度末のマネジメントレビューの機会に、自然災害のマネジメントレビューも組
み込むなどして、自然災害の対策について見直し・改善に取り組まれること

【期待事項】

J-AIR 航空安全推進委員会において表彰事項を選定する等、事故の未然防止のために
「褒める文化」の醸成に努められること

RAC 全社的なアサーション文化の確立に向け、経営管理部門が率先垂範してアサー
ションの定着・向上、褒める文化の醸成を推進すること

SJO
社員のモチベーションの維持・向上を促す取り組みとして、社員同士のアサー
ションによるサンキューレターの配布等に加え、経営トップから表彰する制度を
設置する等、「褒める文化」を醸成し推進すること

⑦第三者による評価
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2022年度、各グループ航空会社は、国土交通省航空局による安全監査立入検査(*1)を合計99回(*2)受検しました。
指摘事項に対しては、要因を分析の上、以下の是正措置を講じています。

b. 安全監査立入検査

・危険物に関わる情報の保管に関する仕組みの適切な設定
・運航乗務員の復帰訓練に関する計画手順の適切な設定
・変更管理の実施手順の適切な設定
・客室乗務員の便間アルコール検査の実施手順の適切な設定および客室乗務員の同検査に対する

主体性を向上させる教育の設定

　日本航空には3名の社外取締役と3名の社外監査役が在籍しており、取締役会や役員会などの場において、JAL
グループの取り巻く環境への対応や諸課題について客観的な立場から、さまざまな助言や提言をいただいていま
す。（詳細は、JAL Web サイトよりご確認ください。）

（2023年4月1日時点）

c. 社外取締役・社外監査役

(*1)国土交通省航空局による安全監査立入検査：
国土交通省航空局が航空会社の安全管理体制の構築状況、運航、整備などの各部門が行う業務の実施状況などを確認するために行う監査として、その本社
部門、空港所などの基地、訓練施設などに立ち入って実施する検査のこと。
(*2)エンルート監査は含まない。

社外取締役
独立役員

小林 栄三
（兼職の状況）
・伊藤忠商事株式会社 名誉理事
・株式会社日本取引所グループ 社外取締役

八丁地 園子
（兼職の状況）
・株式会社ダイセル 社外取締役
・マルハニチロ株式会社 社外取締役

柳 弘之
（兼職の状況）
・ヤマハ発動機株式会社 顧問
・AGC株式会社 社外取締役
・キリンホールディングス株式会社 社外取締役
・三菱電機株式会社 社外取締役

社外監査役
独立役員

加毛 修
（兼職の状況）
・銀座総合法律事務所所長弁護士
・アゼアス株式会社 社外監査役

久保 伸介
（兼職の状況）
・共栄会計事務所代表パートナー
・川崎汽船株式会社 社外監査役

岡田 讓治
（兼職の状況）
・日本取引所自主規制法人 外部理事

順番は企業サイト
掲載順

https://www.jal.com/ja/company/directors/
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 　IOSAとは、航空会社の安全管理体制が有効に機能していることを確認す
るための国際的な安全監査プログラムであり、JALグループでは、日本航
空、日本トランスオーシャン航空、ジェイ・エアが、IOSA登録航空会社と
なっています。IATA加盟の航空会社は定期的に受検する必要があり、次回
は、2024年度を予定しています。

e. IOSA（IATA Operational Safety Audit）

　JALグループは、2005年8月より、ヒューマンファクター、失敗・欠陥分析、組織運営・文化、安全などに幅
広い知識、経験を有する5名の先生方からなる安全アドバイザリーグループを設置しています。客観的かつ専門
的見地から、安全に関する幅広い助言や提言をいただき、グループ経営や安全の取り組みに活かしています。

d. 安全アドバイザリーグループ

安全アドバイザリーグループメンバー

柳田 邦男氏（座長） 作家、評論家

畑村 洋太郎氏
東京大学名誉教授、株式会社 畑村創造工学研究所代表
専門分野はナノ・マイクロ加工学、生産加工学、医学支援工学、
失敗学、危険学、創造学

鎌田 伸一氏 防衛大学校名誉教授
専門分野は組織論と経営学

芳賀 繁氏 株式会社 社会安全研究所 技術顧問、立教大学名誉教授
専門分野は交通心理学、産業心理学、人間工学

小松原 明哲氏 早稲田大学理工学術院教授
専門分野は人間生活工学

経営とのフォローアップ会議 安全アドバイザリーグループの先生方
上段左から、畑村氏、柳田氏(座長)、鎌田氏

下段左から、芳賀氏、小松原氏

提言を入れるか？？

本部内修正中

もう少しアドバイザリーの活動を追加することを 2023
年度版作成時の課題とする。
（職場訪問の写真などを入れるだけでもＧ ood?）
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安全啓発センターのガイドを務める社員の声

　JALグループでは、安全に係る業務に必要な技能、知識および能力を身につけるため、社員それぞれの役割
・地位に応じて必要な教育・訓練を実施しています。また、必要な安全に係る情報を周知し、定期的な安全啓
発を実施しています。

a.  三現主義に基づく取り組み

⑧教育・訓練と安全啓発

　三現主義とは、安全アドバイザリーグループの畑村洋太郎氏が提唱する、現地（事故現場）に行き、現物（残存
機体、ご遺品等）を見て、現人（事故に関わった方）の話を聞くことで安全の本質を理解するという考え方です。 
　JALグループでは、「現地」である御巣鷹の尾根に慰霊登山を行い、安全啓発センターで残存機体などの「現
物」と向き合い、さらには、事故に直接関わった「現人」の話を聞くことにより、意識の奥底から安全の重要性を
啓発しています。 

階層別安全研修にて
慰霊登山する様子

安全啓発センター
来訪者数は社内外あわせて

28万人を超えている
（2023年3月末時点）

安全講話～語り継ぐ～
現人による講話の様子

日本航空 安全推進部
山本 楓

　安全啓発センターには、「悲惨な事故を二度と繰り返してはならない」
というご被災者、ご遺族、諸関係者の願いとともに、事故の現物を展示し
ています。私は、安全の原点となるこの場所のガイドを通じ、事故から何
年が経とうともご被災者を思うご遺族の心が癒えることはないのだと痛感
しました。社員の大半が事故を知らない世代へと移りゆく中でも、新入社
員から経営までの一人一人が、事故の事実と向き合い、責任を深く胸に刻
み、日々の安全運航を守り抜いていくことが重要です。私は、事故の教訓
と命の尊さを確実に次世代に語り継ぐことで、全社員が自ら安全運航の重
要性を感じ、考え、行動できる人財となるよう努めています。

　JALグループ全社員を対象に、「安全を大前提とする意識」を醸成することを目的として、自らの業務と
安全を結びつけるための安全教育を毎年実施しています。

JALグループ安全教育

　「現地」である御巣鷹の尾根に赴くことは、マニュアル学習と違い、ど
のようなことに直面しても安全の側に立って判断するとの安全意識を揺る
ぎのないものとすることにあります。
慰霊登山を通して、新入社員は当事者意識を持って自らが何をしなければ
ならないかを深く考え、リーダー層や役員は安全への想いをあらたにして
います。

　「現物」と向き合う場として、キャリアの節目において安全の礎である
安全啓発センターを訪れています。事故と向き合うことで事故を知り、
JALグループの仕事はお客さまの尊い命と財産をお預かりする仕事である
との重みを心に刻み、安全への誓いを行っています。なお、この安全啓発
センターは一般にも公開しており、来館者数は2023年3月末日時点で社
内外合わせて28万名を超えています。

　「現人」から直接お話を伺うことで、その当時、その現場で見た情景や
感じたことを聞き、同じ情景に身を置くことで事故を深く学んでいます。
過去の事故を知り、事故の本質に触れ、そこから得られる教訓を今後の安
全に活かしていくことを目的として「現人」から直接お話を伺う「安全講
話～語り継ぐ～」を2005年から毎年実施しています。なお、2022年度は
航空事故に留まらず広く安全を捉えるテーマで講話を行いました。

修正
・三現主義に基づく取
組みを具体的に記載

　三現主義とは、安全アドバイザリーグループの畑村洋太郎氏が提唱する、現地（事故現場）に行き、現物（残存
機体、ご遺品等）を見て、現人（事故に関わった方）の話を聞くことで物事の本質が理解できるという考え方で
す。 
　JALグループでは、「現地」である御巣鷹の尾根に慰霊登山を行い、安全啓発センターで残存機体などの「現
物」と向き合うこと、さらには、当時のニュース映像の視聴や事故に直接関わった方による講話などにより、事故
を経験した 「現人」と接することを通して意識の奥底から安全の重要性を啓発しています。 

入社して配属後の早い時期に、また、昇格などのキャリアの節目におい
て、安全の礎である安全啓発センターを訪れています。「現物」と向き合
い、事故と対峙することで事故を知り、JALグループの仕事はお客さまの
尊い命と財産をお預かりする仕事であるとの重み忘れることなく安全への
誓いを行っています。また、この安全啓発センターは一般にも公開してお
り、来館者数は2023年3月末日時点で社内外合わせて28万名を超えてい
ます。

「現地」である御巣鷹の尾根に赴くことは、マニュアル学習と違い、どの
ようなことに直面しても安全の側に判断し行動するということを社員の安
全意識の揺るぎのない基盤として確立することにあります。社員一人一人
が、当事者意識を持って何をしなければならないかを深く考えることを目
的として、新入社員やリーダー層に対する研修の中で、さらには新任役員
が慰霊登山し、安全への想いをあらたにしています。

「現地」である御巣鷹の尾根に赴くことは、しゃいんｎマニュアル学習と
違い、どのようなことに直面しても安全の側に立って判断し行動すること
を安全意識の揺るぎのない基盤として確立することにあります。社員一人
一人が、当事者意識を持って何をしなければならないかを深く考えること
を目的として、新入社員やリーダー層に対する研修の中で、さらには新任
役員が慰霊登山し、安全への想いをあらたにしています。

過去の事故を知り、事故の本質に触れ、そこから得られる教訓を今後の安
全に活かしていくことを目的として事故の対応を経験した社員など「現
人」から直接お話を伺う「安全講話～語り継ぐ～」を2005年から毎年実
施しています。この講話では、現人から、その当時、その現場で見た情景
や感じたことを聞き、現人の話を通して同じ情景に身を置くことで事故を
肌で感じることを大切にしています。これまでは、運航安全に関わる事故
をテーマにして実施してまいりましたが、2022年度は航空事故に留まら
ず広く安全を捉えて、JALグループ社員の業務中の死亡事故についての講
話を開催しました。

「現人」から直接お話を伺うことで過去の事故を知り、事故の本質に触
れ、そこから得られる教訓を今後の安全に活かしていくことを目的として
「安全講話～語り継ぐ～」を2005年から毎年実施しています。この講話
では、現人から、その当時、その現場で見た情景や感じたことを聞き、現
人の話を通して同じ情景に身を置くことで事故を肌で感じることを大切に
しています。2022年度は航空事故に留まらず広く安全を捉えるテーマで
講話を開催しました。

「現地」である御巣鷹の尾根に赴くことは、マニュアル学習と違い、どの
ようなことに直面しても安全の側に判断し行動するということを社員の安
全意識の揺るぎのない基盤として確立することにあります。
慰霊登山を通して、新入社員は当事者意識を持って自らが何をしなければ
ならないかを深く考え、リーダー層や役員は安全への想いをあらたにして
います。

「現物」と向き合う場として、キャリアの節目において安全の礎である安
全啓発センターを訪れています。事故と対峙することで事故を知り、JAL
グループの仕事はお客さまの尊い命と財産をお預かりする仕事であるとの
重みを心に刻み安全への誓いを行っています。なお、この安全啓発セン
ターは一般にも公開しており、来館者数は2023年3月末日時点で社内外
合わせて28万名を超えています。

「現人」から直接お話を伺うことで、その当時、その現場で見た情景や感
じたことを聞き、現人の話を通して同じ情景に身を置くことで事故を肌で
感じることを大切にしています。過去の事故を知り、事故の本質に触れ、
そこから得られる教訓を今後の安全に活かしていくことを目的として「現
人」から直接お話を伺う「安全講話～語り継ぐ～」を2005年から毎年実
施しています。なお、2022年度は航空事故に留まらず広く安全を捉える
テーマで講話を開催しました。

SMPM抜粋



2022年度JALグループ安全報告書目次へ 40

安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

（b）JALグループ階層別安全研修
　「三現主義（現地・現物・現人）」に基づき、御巣鷹の尾根への慰霊登山や安全啓発センターの見学、事故に
直接携わった方々の映像視聴などを通して安全について考えます。そして、最後に自らの考えを安全宣言として
言語化することで、日々の自らの行動と結びつけています。

　JALグループの新入社員を対象
に「日本航空の過去の事故につい
て知る・感じる・考える」、「社
員一人一人が、安全を堅持するた
めに、当事者意識を持って何をし
なければならないかを深く考え
る」ことを目的として実施してい
ます。

新入社員安全研修

　JALグループの10年目社員を対
象に「職場のリーダーとして、
チームの中で後輩や仲間への安全
意識向上を促す模範となるととも
に、小集団をけん引するために必
要な視点や考え方を学ぶ」ことを
目的として実施しています。

　JALグループの新任管理職を対
象に「組織や部下を率いる立場と
して業務と安全とのつながりを認
識し、安全を守っていく覚悟を新
たにする」ことを目的として実施
しています。

新任管理職安全研修

10年目安全研修受講者の声

日本航空 客室本部
冨永 萌

　JALグループ社員と業務委託先スタッフを対象に、安全啓発センターの
見学や御巣鷹の尾根への慰霊登山、2.5人称の視点セミナー、異業種交流
安全セミナーなどの社員が自発的に参加するセミナーを開催しています。
国内外から職種や地域を越えて社員が参加し、安全について対話すること
で安全意識の向上に努めています。

（c）JALグループ安全啓発セミナー

　JALグループ全社員を対象に、JALグループや他社・他業界で発生した飲酒問題を振り返ることで安全意識を新た
にして形骸化を防ぐとともに、自己管理の徹底に向けアルコールに関する正しい知識を再確認することを目的とし
て、アルコールに関する教育を毎年実施しています。

継続的な教育

10年目安全研修 新設

安全啓発センター見学
（オンライン）の様子

　入社して10年が経ち、立場や役割が変わったことで、入社時の安全研修とはまた違っ
た視点や新たな気づきを得る事が出来ました。また、改めて三現に触れることで事故の
悲惨さや、多くの命を奪ってしまったことの事実の重さを痛感しました。入社10年目と
いう節目に、これまでの自身の安全意識や「何のために安全を守るのか」という目的を
振り返る良い機会となりました。また、安全運航という同じ目標に向かって進む同世代
の仲間とのディスカッションを通して、リーダーとしての葛藤や仲間との関わり方の難
しさを共有することが出来たことも大きな実りとなりました。リーダーとして、報告や
指摘をしやすい環境作りや2.5人称の視点を意識し、皆が同じ安全意識で働けるよう
に、渦の中心となってリーダーシップを発揮していきたいと思います。　社員が自発的に参加するセミナーとして、JALグループ社員と業務委託

先スタッフを対象に、公募による安全啓発セミナーを実施しています。安
全啓発センターの見学や、御巣鷹の尾根への慰霊登山、2.5人称の視点セミ
ナー、異業種交流安全セミナーなどを通して安全意識を啓発する機会を提
供しています。
2022年度は、国内外から社員が参加し、感性を磨くことの大切さや、新た
な考え方を知り、自身の仕事に結びつけることで、更なる安全意識の向上
を図りました。

b. 安全に係る教育
　JALグループ存立の大前提である安全を堅持するため、日常業務に必要な知識・技術・能力を身につける教
育に加え、高い安全意識をもつ社員を育成するための教育を実施しています。

　JALグループ全社員を対象に、「安全を大前提とする意識」を醸成することを目的として、自らの業務と安
全を結びつけるための教育を定期的に実施しています。さらにはJALグループや他社・他業界で発生した飲酒
問題を振り返ることで意識の形骸化を防ぐとともに、自己管理の徹底に向けアルコールに関する正しい知識を
再確認する教育を毎年実施しています。

（a）JALグループ共通の安全教育
　JALグループ全社員を対象に、「安全を大前提とする意識」を醸成することを目的として、自らの業務と安
全を結びつけるための安全教育を毎年実施しています。さらにはJALグループや他社・他業界で発生した飲酒
問題を振り返ることで安全意識を新たにして形骸化を防ぐとともに、自己管理の徹底に向けアルコールに関す
る正しい知識を再確認することを目的として、アルコールに関する教育を毎年実施しています。

　社員が自発的に参加するセミナーとして、JALグループ社員と業務委託先ス
タッフを対象に、安全啓発セミナーを実施しています。

安全啓発センターの見学や御巣鷹の尾根への慰霊登山、2.5人称の視点セミ
ナー、異業種交流安全セミナーなどの各種セミナーを開催しています。国内外
から職種や地域を越えて社員が参加し、安全について対話することで安全意識
の向上に努めています。

　社員が自発的に参加するセミナーとして、JALグループ社員と業務委託先ス
タッフを対象に、安全啓発センターの見学や御巣鷹の尾根への慰霊登山、2.5
人称の視点セミナー、異業種交流安全セミナーなどの各種セミナーを開催して
います。国内外から職種や地域を越えて社員が参加し、安全について対話する
ことで安全意識の向上に努めています。
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安定した安全・品質水準を確保するため、運航乗務員、客室乗務員、整備士および運航管理者に対して、以下の
訓練や審査などを実施しています。

c. 訓練・審査など

（a）運航乗務員

　運航乗務員は、さまざまなトレーニング（訓練）やチェック（審査）および飛行経験を積み重ね、フラ
イトの基礎を学ぶ訓練生から副操縦士になります。そして機長に昇格するまで10年以上を要します。ま
た、副操縦士や機長になった後も、毎年、定期的にトレーニングやチェックを受けることが法的に義務付
けられています。航空機の操縦操作のみならず、異常事態や緊急事態の対処など、フライトシミュレー
ターを使い、さまざまなトレーニング・チェックを受けています。かつての運航乗務員のトレーニング・
チェックは、手動操縦の正確性やエンジン故障時の操縦操作など個人の操縦スキル（テクニカルスキル）
に重点が置かれていました。これらに加え昨今は、現代の航空機の運航に則した内容も重視されるように
なっています。
　例えば、飛行中のさまざまな不具合や状況変化に対し、機長と副操縦士との適切なコミュニケーション
によりチームを形成し問題を解決していくなど、チームを機能させて安全にフライトをマネジメントする
スキル（ノンテクニカルスキル）を重要視しています。世界的にはコンピテンシー(*)向上を図るための
CBTA（Competency-based Training and Assessment）を適用し
た実践的なトレーニング・チェックが展開されています。日本航空
もCBTAを導入し、さまざまな状況に対処し安全性を高める能力
（レジリエンス）の向上を図っています。また、ITを活用して蓄積
したトレーニング、チェックのデータや路線運航から得られるさま
ざまな情報を分析して活用し、トレーニングやチェックの改善を
図っています。

(*)コンピテンシー：
さまざまな状況に対処し安全性を高めるために、運航乗務員としての行動の基盤となる「スキル（Skills）」「知識（Knowledge）」および
「姿勢（Attitude）」の能力要素。（スキルにはテクニカルスキルとノンテクニカルスキルが含まれる）

（b）客室乗務員

　客室乗務員は、入社時の初期訓練において、自律型人財
の育成を目指し、実践的なプログラムで訓練を実施するこ
とで、保安要員としての基礎を身につけます。また、万が
一緊急事態が発生した場合でも迅速かつ確実に対応できる
よう、 不時着陸（着水）、火災、急減圧の対処、脱出口
の操作、安全阻害行為等に対する措置などの訓練を行って
います。

　その後の定期的な救難訓練では、技量や知識を維持するとともに、運航乗務員や仲間と連携した
上で、一人一人が主体的に能力を発揮し、緊急事態に対応できるよう、訓練内容を作成しています。
さらに、マニュアルに定められている安全業務の手順や関係法令などを正しく理解するための定期安
全教育も実施しています。

客室乗務員は、入社時の初期訓練において、自律型人財の育成を目指し、実践的
なプログラムで訓練を実施することで、保安要員としての基礎を身につけます。
その後の定期的な救難訓練 では、技量や知識を維持 ଉ、૾૾一にでも緊急事૾૾発
生ଉた際に迅速かつ確実に対応できるようにするため、不時着陸 (着水)、火災発生、
急減圧が怒った場合の対処、脱出口の操作、安全阻害行為に対する措置などの訓
練を行って
います。この訓練では一人一 ૾૾主体的に能力を発揮し、運航乗務員や仲間と連携
して緊急事態に対応できるよう、訓練内容を作成しています。
↓
客室乗務員は、入社時の初期訓練において、自律型人財の育成を目指し、実践的
なプログラムで訓練を実施することで、保安要員としての基礎を身につけます。ま
た、万が一緊急事態が発生した場合でも迅速かつ確実に対応できるよう、  不時着
陸(着水)、火災、急減圧の対処、脱出口の操作、安全阻害行為 等に対する措置など
の訓練を行っています。
その後の定期的な救難訓練 では、技量や知識を維持するとともに、運航乗務員や
仲間と連携したうえで、一人一人が主体的に能力を発揮し、緊急事態に対応できる
よう、訓練内容を作成しています。

　客室乗務員は、入社時の初期訓練において、自律型人財の育成を
目指し、実践的なプログラムで訓練を実施することで、保安要員
としての基礎を身につけます。

　その後の定期的な救難訓練では、技量や知識を維持し、万が一に
でも緊急事態が発生した際に迅速かつ確実に対応できるようにする
ため、不時着陸(着水)、火災発生、急減圧が起こった場合の対処、
脱出口の操作、安全阻害行為に対する措置などの訓練を行って
います。この訓練では一人一人が主体的に能力を発揮し、
運航乗務員や仲間と連携して緊急事態に対応できるよう、訓練内容
を作成しています。

その後の定期的な救難訓練では、技量や知識を維持するとともに、運航乗務員や仲間と連携したうえで、一
人一人が主体的に能力を発揮し、緊急事態に対応できるよう、訓練内容を作成しています。
さらに、マニュアルに定められている日常安全業務の手順や関係法令などを正しく理解するための定期安全
教育も実施しています。

5/17 11:55修正

　例えば、飛行中のさまざまな不具合や状況変化に対し、機長と副操縦士との適切なコミュニケーション
によりチームを形成し問題を解決していくなど、チームを機能させて安全にフライトをマネジメントする
スキル（ノンテクニカルスキル）を重要視しています。世界的にはコンピテンシー(*)向上を図るための
CBTA（Competency-based Training and Assessment）を
適用した実践的なトレーニング・チェックが展開されています。
日本航空もCBTAを導入し、さまざまな状況に対処し安全性を高め
る能力（レジリエンス）の向上を図っています。また、ITを活用
して蓄積したトレーニング、チェックのデータや路線運航から得
られるさまざまな情報を分析して活用し、トレーニングやチェッ
クの改善を図っています。

次年度は文字制限を設
けて、同じボリューム
になるようにする。可
能であれば1ページ以内
に収める。

客室パートはYPP客室
チームにも確認する
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

　整備士は、入社時から計画的に専門分野における教育と訓練を積み重ね、社内資格に加えて本邦および欧州
認定の国家資格を含むさまざまな資格を順次取得し、高度な知識と技能を習得しています。整備士の養成課程
においては、航空機整備の専門知識を習得するだけでなく双方向の対話を重ねながら学ぶ「アクティブラーニ
ング」手法を取り入れたファンダメンタル教育などを導入し、一人一人の考える力や伝える力の基礎を身につ
け、問題や課題に対する探求力や思考力の強化にも取り組んでいます。
　また、整備士技能のさらなる向上を目的として、卓越した技能を有する整備士（トップマイスターなど）が
中心となり組織全体の技能水準の向上に向けて取り組み、誇り高い整備士を育成するための活動を実施してい
ます。加えて、品質制度の正しい理解と安全に対する強い責任感や使命感を醸成するため以下の教育・訓練を
実施しています。

・ヒューマンファクターに関する訓練
・品質保証訓練
・安全フォーラム
・階層別教育

（c）整備士

　運航管理者になるためには、気象、法規、航空機システム、管制
など航空機をとりまく幅広い分野の教育・訓練を受けた上で、国家
資格である運航管理者技能検定に合格することが必要です。その後
も実務経験や訓練を重ね、知識・技量をさらに高めて、社内の実技
・口述審査に合格することでJALグループの運航管理者として仕事が
できるようになります。審査合格後も定期訓練などを通じて、知識
のブラッシュアップを図り、定期審査において必要な知識・技量が
維持されているかを確認しています。

　そのほかに、自然災害や紛争など運航を取り巻く環境が大きく変化する中、あらゆるオペレーションリス
クに備え、安全・安心なオペレーションを支えることができるよう、運航管理者一人一人の成長につながる
取り組みとしてIOC(*1)コンピテンシー(*2)教育を実施しています。以上のような訓練・審査および日々の業務
を通して、安全運航を支えています。

(*1)IOC：Integrated Operations Control. JALグループの運航を集中管理するための組織。
(*2)IOCコンピテンシー：ICAOで定義されたコンピテンシー（行動特性）をIOCに在籍する業務担当者向けにアレンジしたもの
「コミュニケーション」「シチュエーションアウェアネス」「ワークロードマネジメント」「問題解決・ディシジョンメイキング」「チームビルディング」
「組織機能の強化」「専門技倆」「手順・規程の適用」の8つがある。

（d）運航管理者

　そのほかに、自然災害や紛争など運航を取り巻く環境が大きく変化する中、あらゆるオペレーションリスク
に備え、安全・安心なオペレーションを支えることができるよう、運航管理者一人一人の成長につながる取り
組みとしてIOC(*1)コンピテンシー(*2)教育を実施しています。以上のような訓練・審査および日々の業務を通
して、安全運航を支えています。
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安全管理システム４ 安全管理の方針 安全管理の実施安全管理の体制

　経営トップをはじめ、運航、整備、客室、空港、オペレー
ション、貨物郵便など生産に携わる部門の役員が日頃から積
極的に国内・海外の現場に出向き、社員と直接コミュニケー
ションを図る機会を設けています。加えて、夏期安全キャン
ペーンや年末年始輸送安全総点検実施時には、生産に携わる
部門だけでなく、総務、経理、人財、IT企画など一般管理部
門の役員も現場を訪問し、現場の抱える課題の抽出に努めて
います。

（a）社員と経営とのダイレクトコミュニケーション

d. 安全に関わるコミュニケーション

役員による職場巡回の様子

　CLMとは、風通しの良い企業風土の醸成や自発的・主体
的な行動の促進、さらには現場力の強化を目的として、全
国各地からさまざまな職種の社員が部門の壁をこえて集
い、社内相互コミュニケーションを図る場です。 
　組織をこえた仲間が、JALグループに顕在・潜在化する
さまざまな課題を解決するために肉声で議論し、解決に向
けて主体的に取り組むことで、つながりや幅広い視野を形
成するために取り組んでいます。

（b）CLM（コミュニケーションリーダーミーティング）活動

経営に対する活動報告会の様子

（c）社員表彰

　褒める文化の醸成と安全意識のさらなる向上を目的として
社員表彰を行っています。JALグループ全社表彰制度である
「JAL Awards」の「安全の砦」部門では「安全憲章の趣旨
に則り行動したことでトラブル等を未然に防いだ」事例や、
「各種イレギュラー事例等の分析・報告を行い、知識の共有
化と再発防止に大きく寄与した」社員を表彰しています。
　また、上述の表彰に加えて、「わずかな異変も見逃さず、
トラブルを未然に防いだ」事例などに対して、安全推進本部
長が、関わった社員に直接感謝状を授与する取り組みも実施
しています。

JALAwards鶴丸賞表彰式の様子

感謝状授与式の様子

JALグループでは、職場において気軽に意見や相談ができる雰囲気作りや、日々の業務に真摯に取り組む社員の貢
献に対して賛辞を送るなど、職場風土や社員のやりがいに着目するさまざまな取り組みに力を入れています。これ
らを通じて安全文化の醸成に取り組んでいます。

社員と経営による車座ミーティングの様子　CLMとは、風通しの良い企業風土の醸成や自発的・主体的
な行動の促進、さらには現場力の強化を目的として、全国各
地からさまざまな職種の社員が部門の壁をこえて集い、社内
相互コミュニケーションを図る場です。 
　組織をこえた仲間が、JALグループに顕在・潜在化するさ
まざまな課題を解決するために肉声で議論し、解決に向けて
主体的に取り組むことで、つながりや幅広い視野を形成する
ために取り組んでいます。

（b）CLM（コミュニケーションリーダーミーティング）活動

経営に対する活動報告会の様子

　経営トップをはじめ、運航、整備、客室、空港、オペ
レーション、貨物郵便など生産に携わる部門の役員が日頃
から積極的に国内・海外の現場に出向き、社員と直接コ
ミュニケーションを図る機会を設けています。加えて、夏
期安全キャンペーンや年末年始輸送安全総点検実施時に
は、生産に携わる部門だけでなく、総務、経理、人財、IT
企画など一般管理部門の役員も現場を訪問し、現場の抱え
る課題の抽出に努めています。

（a）社員と経営とのダイレクトコミュニケーション

役員による職場巡回の様子

（c）社員表彰

　褒める文化の醸成と安全意識のさらなる向上を目的とし
て社員表彰を行っています。JALグループ全社表彰制度で
ある「JAL Awards」の「安全の砦」部門では「安全憲章の
趣旨に則り行動したことでトラブル等を未然に防いだ」事
例や、「各種イレギュラー事例等の分析・報告を行い、知
識の共有化と再発防止に大きく寄与した」社員を表彰して
います。
　また、上述の表彰に加えて、「わずかな異変も見逃さ
ず、トラブルを未然に防いだ」事例などに対して、安全推
進本部長が、関わった社員に直接感謝状を授与する取り組
みも実施しています。

感謝状授与式の様子

安全文化とは、組織文化のことであり、組織に属する人の、安全に対する共通意識のことです。JALグループは、
過去の歴史上の事故から得られた教訓だけでなく、日常の職場における何気ない会話がしやすい雰囲気の醸成に至
るまでこれまでの歴史の中で得られた教訓をもとに、安全文化の醸成に取り組んでいます。

安全文化とは、安全に関連した個人および組織の価値観、姿勢、能力および行動様式の成果をいう。

安全文化とは、組織文化のことであり、組織に属する人の、安全に対する共通意識のことです。JALグループは、
これまでの歴史から得られた教訓に留まらず、職場風土や社員のやりがいにも着目し、職場において何気ない日常
会話がしやすい雰囲気作りや社員の貢献への報奨に至るまで、安全文化を醸成するさまざまな取り組みに力を入れ
ています。

JALグループでは、これまでの歴史から得られた教訓を活かし、職場風土や社員のやりがいにも着目し、職場にお
いて気軽に意見や相談ができる雰囲気作りや、日々の業務に真摯に取り組む社員の貢献に対して賛辞を送るなど、
さまざまな取り組みに力を入れています。

JALグループでは、これまでの歴史から得られた教訓を活かし、職場において気軽に意見や相談ができる雰囲気作
りや、日々の業務に真摯に取り組む社員の貢献に対して賛辞を送るなど、職場風土や社員のやりがいにも着目する
さまざまな取り組みに力を入れています。
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②路線別

　a.国際線
（運航会社）日本航空、ZIPAIR Tokyo、スプリング・ジャパン

＊各項目に「JAL運航便のうち他社による販売分」も加えています。
＊2020年度よりIFRSの適用に伴う収入計上ルールの変更により、特典航空券でご搭乗のお客さまが有償旅客に含まれます。
　当該変更により、旅客数、RPK、ならびに座席利用率には、特典航空券でご搭乗のお客さまが含まれます。
＊国際線の各数値は、「他社運航便のうちコードシェアによる自社販売分」を除いて算定しております。
＊SJOは、2021年6月29日〜となっています。
＊利用率=旅客数÷提供座席数

①保有機種別

（１）JALグループ輸送実績

＊各項目に「JAL運航便のうち他社による販売分」も加えています。
＊2020年度よりIFRSの適用に伴う収入計上ルールの変更により、特典航空券でご搭乗のお客さまが有償旅客に含まれます。

当該変更により、旅客数、RPK、ならびに座席利用率には、特典航空券でご搭乗のお客さまが含まれます。
＊国際線の各数値は、2020年度より「他社運航便のうちコードシェアによる自社販売分」を除いて算定しております。
＊SJOは、2021年6月29日〜となっています。

５．データ

SJOの注釈は前年比があ
るので記載
2023年度からは削除し
て良い
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材

b.国内線

（運航会社）日本航空、ジェイ・エア、日本トランスオーシャン航空、日本エアコミューター、
琉球エアーコミューター、北海道エアシステム、スプリング・ジャパン
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材

＊チャーター便、コードシェア便を除く
＊SJOは、2021年6月29日〜となっています。
＊利用率=旅客数÷提供座席数
＊2020年度よりIFRSの適用に伴う収入計上ルールの変更により、特典航空券でご搭乗のお客さまが有償旅客に含まれます。
　当該変更により、旅客数には、特典航空券でご搭乗のお客さまが含まれます。
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*平均機齢について:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　航空機は機齢に応じて適切な整備をすれば、ほぼ永続的に使用可能です。機齢が高いということが直接安全に影響を与えることはありません。
JALグループのすべての機材は、メーカーが推奨し、国土交通省が承認した整備プログラムに従って適切に整備して、良好な品質を維持しています。
*平均年間飛行時間=年間総飛行時間÷機数(2023年3月31日時点)
*平均年間飛行回数=年間総飛行回数÷機数(2023年3月31日時点)

（２）JALグループ保有機材
AIRBUS A350 機数:　16 BOEING 787 機数:　52

運航会社:　JAL 運航会社:　JAL・ZIP

座席数:　369～391 座席数:　161～290

初号機導入:　2019年 初号機導入:　2012年

平均機齢:　2.3 平均機齢:　6.8

平均年間飛行時間:　2,790 平均年間飛行時間: 4,099

平均年間飛行回数:　1,517 平均年間飛行回数: 　687

BOEING 777 機数:　16 BOEING 767 機数:　27

運航会社:　JAL 運航会社:　JAL

座席数:　236～500 座席数:　199～261

初号機導入:　1996年 初号機導入:　1985年

平均機齢:　16.7 平均機齢:　15.8

平均年間飛行時間:　4,427 平均年間飛行時間:　2,906

平均年間飛行回数:　686　 平均年間飛行回数:　1,367

BOEING 737-800 機数:　62 EMBRAER 170 機数:　18

運航会社:　JAL・JTA・SJO 運航会社:　J-AIR

座席数:　144～189 座席数:　76

初号機導入:　2006年 初号機導入:　2008年

平均機齢:　11.0 平均機齢:　11.2

平均年間飛行時間:　2,704 平均年間飛行時間:　2,200

平均年間飛行回数:　1,755 平均年間飛行回数:　2,750

EMBRAER 190 機数:　14 DE HAVILLAND DHC-8-400 
CARGO COMBI

機数:　5

運航会社:　J-AIR 運航会社:　RAC

座席数:　95 座席数:　50

初号機導入:　2016年 初号機導入:　2016年

平均機齢:　5.8 平均機齢:　6.4

平均年間飛行時間:　2,390 平均年間飛行時間:　1,926

平均年間飛行回数:　2,220 平均年間飛行回数:　2,893

ATR 42-600 機数:　12 ATR 72-600 機数:　2

運航会社:　JAC・HAC 運航会社:　JAC

座席数:　48 座席数:　70

初号機導入:　2017年 初号機導入:　2018年

平均機齢:　3.7 平均機齢:　4.2

平均年間飛行時間:　1,726 平均年間飛行時間:　1,846

平均年間飛行回数:　2,453 平均年間飛行回数:　2,399

AIRBUS A350 機数:　16 BOEING 787 機数:　52

運航会社:　JAL 運航会社:　JAL・ZIP

座席数:　369～391 座席数:　161～290

初号機導入:　2019年 初号機導入:　2012年

平均機齢:　2.3 平均機齢:　6.8

平均年間飛行時間:　2,790 平均年間飛行時間: 4,099

平均年間飛行回数:　1,517 平均年間飛行回数: 　687

BOEING 777 機数:　16 BOEING 767 機数:　27

運航会社:　JAL 運航会社:　JAL

座席数:　236～500 座席数:　199～261

初号機導入:　1996年 初号機導入:　1985年

平均機齢:　16.7 平均機齢:　15.8

平均年間飛行時間:　4,427 平均年間飛行時間:　4,099

平均年間飛行回数:　686　 平均年間飛行回数:　1,367

BOEING 737-800 機数:　62 EMBRAER 170 機数:　18

運航会社:　JAL・JTA・SJO 運航会社:　J-AIR

座席数:　144～189 座席数:　76

初号機導入:　2006年 初号機導入:　2008年

平均機齢:　11.0 平均機齢:　11.2

平均年間飛行時間:　2,704 平均年間飛行時間:　2,200

平均年間飛行回数:　1,755 平均年間飛行回数:　2,750

EMBRAER 190 機数:　14 DE HAVILLAND DHC-8-400 CARGO 
COMBI

機数:　5

運航会社:　J-AIR 運航会社:　RAC

座席数:　95 座席数:　50

初号機導入:　2016年 初号機導入:　2016年

平均機齢:　5.8 平均機齢:　6.4

平均年間飛行時間:　2,390 平均年間飛行時間:　1,926

平均年間飛行回数:　2,220 平均年間飛行回数:　2,893

ATR 42-600 機数:　12 ATR 72-600 機数:　2

運航会社:JAC・HAC 運航会社:　JAC

座席数:　48 座席数:　70

初号機導入:　2017年 初号機導入:　2018年

平均機齢:　3.7 平均機齢:　4.2

平均年間飛行時間:　1,726 平均年間飛行時間:　1,846

平均年間飛行回数:　2,453 平均年間飛行回数:　2,399

JALグループ全体の平均機齢：9.5年

・通達2.(2)③ハに基づき、2022年度からJALグループ全体の平均機齢
を追加
・ANAは各社毎の全体平均機齢を記載している
・次年度以降はJALグループ各社の平均機齢をのせるかどうか要検討



－本報告書について－

　「JALグループ安全報告書」は、航空法第111条の6に基づき作成した、JALグループ航空会社8社と
しての安全報告書です。

【対象期間】
　2022年4月1日から2023年3月31日までの期間ですが、一部につきましては、それ以前、またはそれ
以降に関する報告もございます。

【対象会社】
　表紙に記載したJALグループ航空会社8社ですが、一部につきましては、日本航空に限定している場合
もございます。
各社の安全に関わる取り組みについては、下記WEBサイトでもご参照いただけます。

会社名（略号） URL

日本航空（JAL） https://www.jal.com/ja/safety/

ジェイ・エア（J-AIR） http://www.jair.co.jp/about/safety.html

日本トランスオーシャン航空（JTA） https://jta-okinawa.com/safety/

日本エアコミューター（JAC） http://www.jac.co.jp/company_info/safety.html

琉球エアーコミューター（RAC） https://rac-okinawa.com/safety/

北海道エアシステム（HAC） https://www.info.hac-air.co.jp/wp-content/uploads/2019/
04/hacsafetyreport201904.pdf

ZIPAIR Tokyo（ZIP） http://www.zipairtokyo.com/ja/safety/

スプリング・ジャパン（SJO） https://jp.ch.com/JP/DownLoadReport
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日本航空株式会社
株式会社ジェイエア

日本トランスオーシャン航空株式会社
日本エアコミューター株式会社

琉球エアーコミューター株式会社
株式会社北海道エアシステム

株式会社ZIPAIR Tokyo
スプリング・ジャパン株式会社

https://www.jal.com/ja/safety/
http://www.jair.co.jp/about/safety.html
https://jta-okinawa.com/safety/
http://www.jac.co.jp/company_info/safety.html
https://rac-okinawa.com/safety/
https://www.info.hac-air.co.jp/wp-content/uploads/2019/04/hacsafetyreport201904.pdf
https://www.info.hac-air.co.jp/wp-content/uploads/2019/04/hacsafetyreport201904.pdf
http://www.zipairtokyo.com/ja/safety/
https://jp.ch.com/JP/DownLoadReport

